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幌延深地層研究計画 令和 6 年度調査研究計画 

日本原子力研究開発機構 幌延深地層研究センター

（編）中山 雅※

（2024 年 6 月 4 日受理） 

幌延深地層研究計画は、日本原子力研究開発機構が堆積岩を対象に北海道幌延町で実施してい

るプロジェクトである。

令和 6 年度は、「令和 2 年度以降の幌延深地層研究計画」で示した、「実際の地質環境におけ

る人工バリアの適用性確認」、「処分概念オプションの実証」および「地殻変動に対する堆積岩

の緩衝能力の検証」について、引き続き調査研究を行う。

令和 6 年度に実施する主な調査研究は以下のとおりである。「実際の地質環境における人工バ

リアの適用性確認」では、人工バリア性能確認試験のデータ取得を継続するとともに、解体試験

計画の具体化や解析課題などに取り組む。また、物質移行試験について、掘削損傷領域を対象と

した試験および有機物・微生物・コロイドの影響について取りまとめ、評価手法を整備する。さ

らに、ブロックスケールを対象とした物質移行について、稚内層深部を事例とした評価手法を取

りまとめる。

「処分概念オプションの実証」では、閉鎖技術の実証として、坑道掘削・閉鎖後の地質環境変

化に関する調査試験結果などの整理・取りまとめを行うとともに、坑道内から掘削されたボーリ

ング孔の閉塞技術の適用性や技術的な課題について取りまとめる。坑道スケール～ピットスケー

ルでの調査・設計・評価技術の体系化について、調査・評価手法の整理や解析などを進める。ま

た、高温度（100℃以上）等の限界的条件下での人工バリア性能確認試験では、令和 5 年度に開始

した原位置試験を継続し、ひと組の試験体を解体して 100℃を超える熱履歴を経た緩衝材の特性

を確認する。

「実際の地質環境における人工バリアの適用性確認」では、地殻変動が地層の透水性に与える

影響、ダクティリティインデックスを用いた透水性の評価手法・隆起侵食の影響の評価手法およ

び水圧擾乱試験による断層の活動性（力学的な安定性）評価手法について取りまとめる。

地下施設の建設・維持管理では、令和 5 年度に引き続き東立坑と換気立坑の掘削を行うととも

に、湧水対策を実施した後に西立坑および 500m 調査坑道の掘削を開始する。 
国内外の資金や人材の活用に関する取り組みとして、幌延国際共同プロジェクトにて「実際の

地質環境における人工バリアの適用性確認」および「処分概念オプションの実証」に関わる 3 つ

のタスク（タスク A：物質移行試験、タスク B：処分技術の実証と体系化、タスク C：実規模の

人工バリアシステム解体試験）について調査研究を継続する。

※幌延深地層研究センター：〒098-3224 北海道天塩郡幌延町字北進432番地2
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The Horonobe Underground Research Laboratory Project is being pursued by the Japan 

Atomic Energy Agency to enhance the reliability of relevant technologies for geological disposal 
of high-level radioactive waste through investigating the deep geological environment within 
the host sedimentary rocks at Horonobe Town in Hokkaido, north Japan. 

In the fiscal year 2024, we continue R&D on “Study on near-field system performance in 
geological environment”, “Demonstration of repository design options”, and “Understanding of 
buffering behaviour of sedimentary rocks to natural perturbations”. These are identified as 
key R&D challenges to be tackled in the Horonobe underground research plan for the fiscal 
year 2020 onwards. 

In the “Study on near-field system performance in geological environment”, we continue to 
obtain data from the full-scale engineered barrier system performance experiment, and work 
on the specifics of the full-scale engineered barrier system dismantling experiment. We 
summarise the solute transport experiments for the excavation damaged zone and the effects 
of organic matter, micro-organisms and colloids, and develop the assessment methodology. We 
summarise the evaluation methodology using the deep Wakkanai Formation as a case study 
for block-scale solute transport experiments. As for “Demonstration of repository design 
options”, we summarise the results of investigations and experiments on changes in the 
geological environment after tunnel excavation and closure, and summarise the applicability 
and technical challenges of the closure technology for boreholes excavated from tunnels. The 
systematic integration of technologies towards EBS emplacement, including the organisation 
of investigation and evaluation methods and analysis, will be promoted. Experiments to 
confirm the performance of the engineered barrier system under critical conditions, such as 
high temperatures (>100°C), continue the in-situ tests started in 2023. For the “Understanding 
of buffering behaviour of sedimentary rocks to natural perturbations”, we summarise the 
effects of crustal deformation on the permeability of formations, methods for evaluating 
permeability using the ductility index and the effects of uplift and erosion, and methods of 
evaluating fault activity using hydraulic disturbance tests. 

Concerning the construction and maintenance of the subsurface facilities, excavation of the 
East Access Shaft and the Ventilation Shaft will continue, while excavation of the West Access 
Shaft and the 500m gallery will commence following the implementation of groundwater 
inflow control measures. 

In addition, we continue R&D on the following three tasks in the Horonobe International 
Project; Task A: Solute transport experiment with model testing, Task B: Systematic 
integration of repository technology options, and Task C: Full-scale engineered barrier system 
dismantling experiment. 
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1. はじめに 
 
国立研究開発法人*1日本原子力研究開発機構（以下、原子力機構）幌延深地層研究センターでは、

原子力発電に伴って発生する高レベル放射性廃棄物を安全に地層処分するための基盤的な研究開

発として、平成 13 年 3 月より、北海道の幌延町において幌延深地層研究計画（堆積岩を対象とし

た深地層の研究施設計画）を進めています。この計画は、堆積岩を対象とした深地層の科学的な

研究（地層科学研究）および地層処分技術の信頼性向上や安全評価手法の高度化に向けた研究開

発（地層処分研究開発）を目的として、「地上からの調査研究段階（第 1 段階）」、「坑道掘削

（地下施設建設）時の調査研究段階（第 2 段階）」、「地下施設での調査研究段階（第 3 段階）」

の 3 つの調査研究段階に分けて実施してきています。地層処分のために地下を調査する施設には、

最終処分場として使用しない施設で技術を磨く地下研究施設（ジェネリックな地下研究施設）と

最終処分候補地の適性を見定める地下研究施設（サイトスペシフィックな地下研究施設）の 2 つ

の種類があります。このうち、幌延深地層研究センターの地下施設はジェネリックな地下研究施

設に該当します。 
幌延深地層研究センターでは、北海道および幌延町により受け入れられた、「令和 2 年度以降

の幌延深地層研究計画」で示した研究課題である、「実際の地質環境における人工バリア※の適用

性確認」、「処分概念オプション※の実証」、「地殻変動に対する堆積岩の緩衝能力※の検証」に

ついて、令和 2 年度以降、第 3 期および第 4 期中長期目標期間*2を目途に取り組むこととしまし

た*3。その上で、国内外の技術動向を踏まえて、地層処分の技術基盤の整備の完了が確認できれば、

地下施設の埋め戻しを行うことを具体的工程として示します。 
なお、令和 3 年 10 月に閣議決定された「エネルギー基本計画」では、引き続き、「高レベル放

射性廃棄物については、国が前面に立って最終処分に向けた取組を進める」との考え方が示され、

「国、NUMO*4、JAEA*5等の関係機関が、全体を俯瞰して、総合的、計画的かつ効率的に技術開

発を着実に進める。この際、幌延の深地層研究施設等における研究成果を十分に活用していく。」

ことが示されました。これを踏まえて、文部科学省、経済産業省および原子力規制委員会により

「国立研究開発法人日本原子力研究開発機構が達成すべき業務運営に関する目標（中長期目標）*6」

（以下、第 4 期中長期目標）が定められ、この第 4 期中長期目標を達成するために、原子力機

 
※ このマークがついた用語は、12.用語集に説明を掲載しています。 

*1：独立行政法人通則法の改正（平成27年4月1日施行）により新たに設定された分類のひとつで、研究開発に係る

業務を主要な業務として、中長期的（5～7年）な目標・計画に基づき行うことにより、我が国の科学技術の水準

の向上を通じた国民経済の発展その他の公益に資するため研究開発の最大限の成果を確保することを目的とす

る法人に対する名称です。原子力機構は、平成27年4月1日に「独立行政法人日本原子力研究開発機構」から「国

立研究開発法人日本原子力研究開発機構」に名称変更しています。 

*2：第4期中長期目標の期間は、令和4年4月1日～令和11年3月31日の7年間です。 

*3：令和2年度以降の研究期間は9年間であり、その期間を通じて必要な成果を得て研究を終了できるように取り

組むこととしています（https://www.jaea.go.jp/04/horonobe/press/31/press_1206.html）。 

*4：原子力発電環境整備機構（Nuclear Waste Management Organization of Japan）の略称です。NUMOは、原子力

発電所で使い終えた原子燃料を再処理する過程で発生する高レベル放射性廃棄物および関連して発生する長半

減期核種の濃度が高い低レベル放射性廃棄物の地層処分を行う実施主体です。 

*5：原子力機構（Japan Atomic Energy Agency）の略称です。 

*6：原子力機構は、原子力基本法第2条に規定する基本方針に基づき、原子力に関する基礎的および応用の研究な

らびに高レベル放射性廃棄物の処分等に関する技術の開発等を総合的、計画的かつ効率的に行うことを目的と

しています。中長期目標はこれを踏まえ、文部科学省、経済産業省および原子力規制委員会が、独立行政法人通

則法第35条の4の規定に基づき定めた目標です。 
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構は「国立研究開発法人日本原子力研究開発機構の中長期目標を達成するための計画（中長期計

画）（令和 4 年 4 月 1 日～令和 11 年 3 月 31 日）」（以下、第 4 期中長期計画）を策定しまし

た。第 4 期中長期計画では、幌延深地層研究計画について、「令和 2 年度以降の幌延深地層研究

計画」で示した 3 つの研究課題を進めること、「研究の実施に当たっては、稚内層深部（深度 500 
m）に坑道を展開して研究に取り組むとともに、更なる国内外の連携を進め、研究開発成果の最大

化を図る」こととしています。 
幌延深地層研究センターは「令和 2 年度以降の幌延深地層研究計画」を、これまでと同様に、

放射性廃棄物を持ち込むことや使用することなく、また最終処分場とはしないことを約束した「幌

延町における深地層の研究に関する協定書」の遵守を大前提に、安全を最優先として研究を進め

ます。研究開発を進めるにあたっては、当初の計画の研究対象の範囲内において、国内外の関係

機関の資金や人材を活用していきます。 
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2. 令和2年度以降の幌延深地層研究計画に示した研究課題 
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のデータを取得しましたが、減熱過程※のデータが取得されていません。令和 2 年度以降は、注入

する地下水の圧力や量を増加させ緩衝材に地下水を浸潤させた場合のデータを取得し、分析・評
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します。 
 

(2) 処分概念オプションの実証 
令和元年度までの試験では、実際の環境下において、坑道の埋め戻し方法の違い（締固め、ブ

ロック方式など）による埋め戻し材の基本特性（密度や均一性）を把握しましたが、緩衝材の施

工方法や坑道閉鎖に関する様々なオプションの検討には至っていません。令和 2 年度以降は、人

工バリア性能確認試験において、注入する地下水の圧力や量を増加させ、緩衝材に十分に水を浸

潤させた状態を確保して施工方法（締固め、ブロック方式など）の違いによる緩衝材の品質の違

いを把握するとともに、埋め戻し方法（プラグの有無など）・回収方法※による埋め戻し材の品質

の違いを実証試験で明らかにします。さらに、人工バリアの品質を踏まえて、廃棄体の設置方法

（間隔など）を確認するための実証試験を行います。また、人工バリアシステムの安全裕度の検

証に向けて、緩衝材が 100℃超になった状態を想定した解析手法を開発します。 
 

(3) 地殻変動に対する堆積岩の緩衝能力の検証 
令和元年度までの検討では、まずは小規模な断層（幅数 cm）に着目して試験を行い、断層のず

れが断層沿いの地下水の流れに与える影響などを確認しました。これまでの研究開発で手法の妥

当性が確認できたため、この手法を使って、処分場の設計・施工や安全評価とリンクした形で研

究を進めることが可能となりました。令和 2 年度以降は、より大型の断層において、断層のずれ

が断層内の地下水の流れに与える影響に関して、堆積岩の緩衝能力（自己治癒能力）の作用に係

る実証試験を実施します。さらに、地下水が動いていない地下環境を調査してモデル化する技術

を実証するとともに、人工バリアのひび割れに対する自己治癒能力を解析する手法を開発します。 
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なお、令和 6 年度は、令和 5 年度より開始した 500m 調査坑道の整備に向けた立坑の掘削を継

続するとともに、500m 調査坑道の掘削に着手します。立坑は各深度へのアクセスならびに地下

施設の換気のための役割を担っています*7。500m 調査坑道では、坑道スケール※～ピットスケー

ル※での調査・設計・評価技術の体系化に関する試験を行う計画です。 

 

 
図 1 令和 2 年度以降に取り組むべき研究課題（令和 2 年度以降の必須の課題）

 
*7：地下施設で火災が発生した際に、換気立坑から煙や有毒ガスなどを排気し、東立坑もしくは西立坑からの避難

を可能とするため、立坑を3本掘削するレイアウトを採用しています。これは、幌延の地下水にはメタンガスが

含まれているため、地下水から湧出するメタンガスの発火・爆発の可能性を考慮して、地上まで避難することを

想定しているためです。 
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3. 令和5年度の成果および令和6年度の計画の概要 
 
3.1 令和 5 年度の成果の概要 
(1) 実際の地質環境における人工バリアの適用性確認 
人工バリア性能確認試験では、廃棄体の発熱が収まった状態を模擬した条件でのデータ取得を

継続するとともに、解体調査に向けた準備として試験坑道 7（図 2 参照）を掘削しました。試験

坑道 7 の掘削による計測データへの影響はなく、これまでと同様、緩衝材内側の全応力が地下水

の浸潤に伴って緩やかに増加していることが確認できました。国際共同研究 DECOVALEX※では、

人工バリア性能確認試験のデータを対象に熱－水理－力学―化学連成現象※のうち、熱－水理－力

学の連成現象を対象とした解析を実施し、室内試験および原位置試験※を対象とした各機関の解析

結果を比較しました。その結果、等温環境下での地下水の浸潤挙動は室内試験結果と解析結果が

よく一致する結果が得られました。一方、温度勾配環境下での地下水の浸潤挙動については計測

結果と解析結果が異なる場合があることを確認しました。 
物質移行試験では、過年度に実施した掘削損傷領域の割れ目を対象としたトレーサー試験の解

析評価を行いました。その結果、一次元の解析モデルを掘削損傷領域の割れ目に適用することに

より、堆積岩（泥岩）中の掘削損傷領域の割れ目の移流※分散※効果を評価できることが確認でき

ました。また、有機物・微生物・コロイド※の影響を考慮した原位置物質移行試験を実施し、地下

水に添加した希土類元素※の濃度変化を観察しました。その結果、原位置環境下で「元素－有機物・

微生物・コロイド」の二元系と「元素－有機物・微生物・コロイド－岩盤」の三元系の試験データ

を取得することができました。さらに、ブロックスケール（数 m～100 m 規模）を対象とした物

質移行試験については、稚内層深部の断層を対象としたトレーサー試験の解析評価を行った結果、

曲がりくねった非常に長いチューブ状の経路を仮定することによって、水理学的連結性※が限定的

な物質の移行経路を表現できることが分かりました。 
 

(2) 処分概念オプションの実証 
人工バリアの搬送定置・回収技術の実証に関しては、安全な回収作業の実施に向けて処分坑道

内の空間の安定性を評価するために、350m 調査坑道の壁面から低アルカリ性の吹付けコンクリ

ートを採取して分析を行いました。その結果、坑道表面から厚さ数 cm、岩盤との接触部から厚さ

数 mm において中性化※が進行していることなどが分かり、低アルカリ性コンクリート支保工※の

長期的な物性変化の評価に必要な知見を得て、調査手法を整備することができました。また、坑

道開放条件下における長期変化を評価するために、坑道の開放期間が坑道埋め戻し後の埋め戻し

材の再飽和過程に及ぼす影響の評価を行いました。その結果、透水性※が顕著に変化する領域は坑

道壁面から 1 m～2 m 程度の範囲であり、坑道が埋め戻されてから 100 年経過後にはこれらの領

域を除き周辺岩盤ではほぼ飽和状態に戻ることが分かりました。これまでに実施してきた一連の

モデル化・解析により埋め戻し後の地質環境の回復状況を評価できる方法論を整備できました。 
閉鎖技術の実証に関しては、埋め戻し材および止水プラグに関する室内試験などを実施すると

ともに、これまでに得られた試験結果から材料仕様の設定や施工方法の検討などの設計に対する

考え方をまとめて設計フローとして整備しました。掘削損傷領域の調査技術の高度化について、

令和 4 年度までの結果に基づき、弾性波※トモグラフィ※を用いた掘削損傷領域調査のための最適
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な観測点配置を検討し、令和 5 年度に掘削した試験坑道 6（図 2 参照）においてその観測点配置

を適用した弾性波および比抵抗※トモグラフィを実施しました。また、坑道内から掘削されたボー

リング孔の閉塞技術の実証については、令和 4 年度に実施した原位置試験の結果を整理するとと

もに、ベントナイト※ブロックが膨潤※してボーリング孔を閉塞する過程を理解するための室内試

験を実施し、ボーリング孔内で膨潤したベントナイトブロックの乾燥密度※の分布を確認しまし

た。 
人工バリアの緩衝材と坑道の埋め戻し材の施工方法の違いに係る品質保証体系※の構築におけ

る坑道の埋め戻しに関しては、施工効率の向上が期待できるスクリュー工法※などの要素試験を実

施し、それぞれの工法に適用可能な材料の配合の範囲や施工品質などに関するデータを取得しま

した。また、埋め戻し材の施工品質を確認するための計測技術について光ファイバーセンサーの

設置方法の検討などを行いました。 
高温度（100℃以上）等の限界的条件下での人工バリア性能確認試験に関しては、令和 4 年度に

構築した原位置試験概念に基づき、試験坑道 5（図 2 参照）の既存孔にヒーター、緩衝材ブロッ

クおよび温度や水分分布などを測定するセンサーを 2 組設置し、原位置試験を開始しました。 
 

(3) 地殻変動に対する堆積岩の緩衝能力の検証 
ダクティリティインデックス（DI）※を用いた透水性評価手法の信頼性向上および隆起侵食の影

響評価手法の整備を目的として、断層の水理学的連結性と DI の関係に関する解析を行いました。

断層の水理学的連結性は断層内の水みちのつながり方の次元※として数値化することができ、次元

の値が小さいほど、水理学的連結性が低いことを表します。解析の結果、地下施設周辺の稚内層

中の断層内の水みちのつながり方の次元と DI が相関していることが分かりました。このような

情報は、断層/割れ目の水理学的連結性と DI の関係を定量的に理解する上で重要となります。ま

た、水圧擾乱試験※による断層の活動性（力学的な安定性）評価手法の整備を目的として、水圧擾

乱試験の結果から原位置の地圧の状態を推定する方法を検討しました。その結果、既往の地圧試

験と整合する推定結果を得ることができ、水圧擾乱試験により原位置の地圧の状態を推定できる

ことが分かりました。 
地下水の流れが非常に遅い領域（化石海水領域）を調査・評価する技術の高度化においては、

これまでに得られた成果を踏まえた調査手順の整理を行い、データの一部を研究開発報告書類と

して公表するとともに、地下水の水質や年代を利用した地下水流動の評価手法を構築し、論文と

して取りまとめました。産業技術総合研究所*8との共同研究として、これまで把握が困難であった

浅海域の地下構造を対象に海上から物理探査を行った結果、探査に用いる音波（弾性波）の発振

源を調整することで、より詳細な構造を把握できることが確認できました。また、既存の調査孔

を用いた地下温度測定を実施した結果から、当該地域の地下深部の地下水の流れが非常に遅いこ

とを確認することができました。この結果は地下水流動解析の結果と整合しています。 
  

 
*8：特定国立研究開発法人産業技術総合研究所は、産業技術の広い分野における様々な技術開発を総合的に行っ

ている研究組織です。 

 

 

3. 令和5年度の成果および令和6年度の計画の概要 
 
3.1 令和 5 年度の成果の概要 
(1) 実際の地質環境における人工バリアの適用性確認 

人工バリア性能確認試験では、廃棄体の発熱が収まった状態を模擬した条件でのデータ取得を

継続するとともに、解体調査に向けた準備として試験坑道 7（図 2 参照）を掘削しました。試験

坑道 7 の掘削による計測データへの影響はなく、これまでと同様、緩衝材内側の全応力が地下水

の浸潤に伴って緩やかに増加していることが確認できました。国際共同研究 DECOVALEX※では、

人工バリア性能確認試験のデータを対象に熱－水理－力学―化学連成現象※のうち、熱－水理－力

学の連成現象を対象とした解析を実施し、室内試験および原位置試験※を対象とした各機関の解析

結果を比較しました。その結果、等温環境下での地下水の浸潤挙動は室内試験結果と解析結果が

よく一致する結果が得られました。一方、温度勾配環境下での地下水の浸潤挙動については計測

結果と解析結果が異なる場合があることを確認しました。 
物質移行試験では、過年度に実施した掘削損傷領域の割れ目を対象としたトレーサー試験の解

析評価を行いました。その結果、一次元の解析モデルを掘削損傷領域の割れ目に適用することに

より、堆積岩（泥岩）中の掘削損傷領域の割れ目の移流※分散※効果を評価できることが確認でき

ました。また、有機物・微生物・コロイド※の影響を考慮した原位置物質移行試験を実施し、地下

水に添加した希土類元素※の濃度変化を観察しました。その結果、原位置環境下で「元素－有機物・

微生物・コロイド」の二元系と「元素－有機物・微生物・コロイド－岩盤」の三元系の試験データ

を取得することができました。さらに、ブロックスケール（数 m～100 m 規模）を対象とした物

質移行試験については、稚内層深部の断層を対象としたトレーサー試験の解析評価を行った結果、

曲がりくねった非常に長いチューブ状の経路を仮定することによって、水理学的連結性※が限定的

な物質の移行経路を表現できることが分かりました。 
 

(2) 処分概念オプションの実証 
人工バリアの搬送定置・回収技術の実証に関しては、安全な回収作業の実施に向けて処分坑道

内の空間の安定性を評価するために、350m 調査坑道の壁面から低アルカリ性の吹付けコンクリ

ートを採取して分析を行いました。その結果、坑道表面から厚さ数 cm、岩盤との接触部から厚さ

数 mm において中性化※が進行していることなどが分かり、低アルカリ性コンクリート支保工※の

長期的な物性変化の評価に必要な知見を得て、調査手法を整備することができました。また、坑

道開放条件下における長期変化を評価するために、坑道の開放期間が坑道埋め戻し後の埋め戻し

材の再飽和過程に及ぼす影響の評価を行いました。その結果、透水性※が顕著に変化する領域は坑

道壁面から 1 m～2 m 程度の範囲であり、坑道が埋め戻されてから 100 年経過後にはこれらの領

域を除き周辺岩盤ではほぼ飽和状態に戻ることが分かりました。これまでに実施してきた一連の

モデル化・解析により埋め戻し後の地質環境の回復状況を評価できる方法論を整備できました。 
閉鎖技術の実証に関しては、埋め戻し材および止水プラグに関する室内試験などを実施すると

ともに、これまでに得られた試験結果から材料仕様の設定や施工方法の検討などの設計に対する

考え方をまとめて設計フローとして整備しました。掘削損傷領域の調査技術の高度化について、

令和 4 年度までの結果に基づき、弾性波※トモグラフィ※を用いた掘削損傷領域調査のための最適

JAEA-Review 2024-033

- 7 -



 

 

(4) 国内外の資金や人材の活用 
国内機関との研究協力として、大学や研究機関との共同研究を実施するとともに、経済産業省

資源エネルギー庁の委託事業などを活用して研究を推進しました。国外機関との研究協力として、

令和 4 年度に引き続き、人工バリア性能確認試験をタスクのひとつとする国際共同研究

DECOVALEX などに参加し、情報共有を図りました。また、令和 5 年 2 月に開始した幌延国際

共同プロジェクト（Horonobe International Project：HIP）*9においては、管理委員会や設定し

た 3 つのタスクについて参加機関との会合を行い原位置試験の計画などを検討するとともに、現

地での打ち合わせを通じて現場の確認などを実施しました。HIP には令和 5 年度末現在、原子力

機構を含めて国内外の 11 機関*10が参加しています。 
 
以上のように、令和 5 年度は計画していた調査研究を着実に進めて、予定していた成果を得る

ことができました。詳細については令和 5 年度の調査研究成果報告書に取りまとめます。 

  

 
*9：幌延国際共同プロジェクト（HIP）は、アジア地域の地層処分に関わる国際研究開発拠点として、幌延深地層

研究センターの地下施設を利用した研究開発を国内外の機関で協力しながら推進し、我が国のみならず参加国

における先進的な安全評価技術や工学技術に関わる研究開発の成果を最大化することを目的としています。 

（https://www.jaea.go.jp/04/horonobe/status/hip/project_hip.html） 

*10：HIPの参加機関は、原子力機構の他、連邦放射性廃棄物機関（BGE、ドイツ）、英国地質調査所（BGS、英国）、

電力中央研究所（CRIEPI、日本）、オーストラリア連邦科学産業研究機構（CSIRO、オーストラリア）、工業技術

研究院（ITRI、台湾）、韓国原子力研究所（KAERI、韓国）、原子力発電環境整備機構（NUMO、日本）、原子力テク

ノロジー国営会社（RATEN、ルーマニア）、原子力環境整備促進・資金管理センター（RWMC、日本）、国営放射性

廃棄物会社（SERAW、ブルガリア）です。 
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3.2 令和 6 年度の主な業務内容 
(1) 実際の地質環境における人工バリアの適用性確認 
人工バリア性能確認試験について、データ取得を自動計測機器により継続します。また、HIP

のタスク C（実規模の人工バリアシステム解体試験）において解体試験計画の具体化や解析課題

へ取り組んでいきます。物質移行試験について、掘削損傷領域を対象とした物質移行試験に関す

るこれまでの成果の取りまとめを行い、モデル化/解析手法を整備します。有機物・微生物・コロ

イドの影響評価については、これまでに実施してきた試験の結果を比較しながら整理するととも

に、反応時間や有機物濃度などが希土類元素の濃度に与える影響を確認する試験を実施し、有機

物・微生物・コロイドが物質移行に与える影響を評価する方法を取りまとめます。また、ブロッ

クスケールを対象とした物質移行試験については、声問層において、新たに製作したトレーサー

試験装置の適用性確認を行うとともに、これまでの研究成果を踏まえて、ブロックスケールの物

質移行に関する評価手法を取りまとめます。 
 

(2) 処分概念オプションの実証 
搬送定置・回収技術の実証として、支保部材の経年変化や坑道掘削・閉鎖後の地質環境変化に

関するこれまでの調査試験結果を整理し、取りまとめます。閉鎖技術の実証については、埋め戻

し材やプラグなどの長期的な性能の考え方や掘削損傷領域の調査技術の高度化とともに、坑道内

から掘削されたボーリング孔の閉塞技術の実証で実施してきたベントナイトブロックの設置方法

について、これまでの調査試験結果を整理し、技術的な課題などの観点で取りまとめます。さら

に、人工バリアの緩衝材と坑道の埋め戻し材の施工方法の違いに係る品質保証体系の構築におけ

る坑道の埋め戻しに関して、埋め戻し材の施工技術オプションの整備に向けた要素試験などの実

施や施工品質管理などに関するデータを取得し、取りまとめを行います。坑道スケール～ピット

スケールでの調査・設計・評価技術の体系化について、(1)坑道スケール～ピットスケールでの調

査・設計・評価技術の体系化、(2)先行ボーリングによる地質環境特性調査ならびに工学的対策を

考慮した地下施設および人工バリアの設計・評価技術の体系化、(3)多連接坑道※を考慮した湧水

抑制対策技術および処分孔支保技術の整備、緩衝材流出・侵入現象※評価手法および抑制対策技術

の整備および(4)廃棄体設置の判断や間隔の設定に必要となる情報の整理の 4 項目について、調

査・評価手法の整理や解析などを行います。高温度（100℃以上）等の限界的条件下での人工バリ

ア性能確認試験では、令和 5 年度に開始した原位置試験を継続するとともに、ひと組の試験体を

解体して 100℃を超える熱履歴を経た緩衝材の特性を確認します。また、緩衝材に浸潤させる水

の組成などの条件を変えて室内試験を実施します。さらに、これまでに得られた成果を整理し

100℃を超える条件下での人工バリアおよびその周辺に発生する現象ならびに人工バリアにおけ

る上限温度設定の考え方について取りまとめます。 
 

(3) 地殻変動に対する堆積岩の緩衝能力の検証 
過年度に実施した水圧擾乱試験の結果の解析などを行い、断層/割れ目の水理学的連結性と DI

の関係や断層の力学的な安定性に関する検討を行います。これらの検討や既往の検討の結果に基

づき、地殻変動が地層の透水性に与える影響、DI を用いた透水性の評価手法・隆起侵食の影響の

評価手法、および水圧擾乱試験による断層の活動性（力学的な安定性）評価手法について取りま

 

 

(4) 国内外の資金や人材の活用 
国内機関との研究協力として、大学や研究機関との共同研究を実施するとともに、経済産業省

資源エネルギー庁の委託事業などを活用して研究を推進しました。国外機関との研究協力として、

令和 4 年度に引き続き、人工バリア性能確認試験をタスクのひとつとする国際共同研究

DECOVALEX などに参加し、情報共有を図りました。また、令和 5 年 2 月に開始した幌延国際

共同プロジェクト（Horonobe International Project：HIP）*9においては、管理委員会や設定し

た 3 つのタスクについて参加機関との会合を行い原位置試験の計画などを検討するとともに、現

地での打ち合わせを通じて現場の確認などを実施しました。HIP には令和 5 年度末現在、原子力

機構を含めて国内外の 11 機関*10が参加しています。 
 
以上のように、令和 5 年度は計画していた調査研究を着実に進めて、予定していた成果を得る

ことができました。詳細については令和 5 年度の調査研究成果報告書に取りまとめます。 

  

 
*9：幌延国際共同プロジェクト（HIP）は、アジア地域の地層処分に関わる国際研究開発拠点として、幌延深地層

研究センターの地下施設を利用した研究開発を国内外の機関で協力しながら推進し、我が国のみならず参加国

における先進的な安全評価技術や工学技術に関わる研究開発の成果を最大化することを目的としています。 

（https://www.jaea.go.jp/04/horonobe/status/hip/project_hip.html） 

*10：HIPの参加機関は、原子力機構の他、連邦放射性廃棄物機関（BGE、ドイツ）、英国地質調査所（BGS、英国）、

電力中央研究所（CRIEPI、日本）、オーストラリア連邦科学産業研究機構（CSIRO、オーストラリア）、工業技術

研究院（ITRI、台湾）、韓国原子力研究所（KAERI、韓国）、原子力発電環境整備機構（NUMO、日本）、原子力テク

ノロジー国営会社（RATEN、ルーマニア）、原子力環境整備促進・資金管理センター（RWMC、日本）、国営放射性

廃棄物会社（SERAW、ブルガリア）です。 
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とめます。また、地下水の流れが非常に遅い領域を調査・評価する方法について、令和 5 年度に

引き続きこれまでに得られた結果に基づいて取りまとめを行います。 
 

(4) 令和 2 年度以降の必須の課題への対応に必要なデータ取得 
地質環境特性データとして、地質構造・岩盤の水理・地下水の地球化学・岩盤力学に係るデー

タ取得などを継続するとともに、掘削工事に伴い取得されるデータについて活用します。また、

岩盤の微小な変形の観測や地震観測を継続します。 
 

(5) 地下施設の建設・維持管理 
換気立坑および東立坑の掘削工事を継続するとともに、西立坑および 500m 調査坑道の掘削を

開始する予定です。掘削にあたっては、可燃性ガスの存在を考慮し、防爆仕様※の機器の採用や、

ガス濃度の監視などにより防爆対策を行います。また、坑道掘削により発生した掘削土（ズリ）

は掘削土（ズリ）置場に搬出し、有害物質の含有量などを定期的に確認します。地下施設からの

排水および掘削土（ズリ）置場の浸出水は、これまでと同様に、排水処理設備において適切に処

理した上で天塩川に放流します。 
 

(6) 環境調査 
坑道内および掘削土（ズリ）置場で発生する排水の水質調査、天塩川の水質調査ならびに研究

所用地周辺における水質・魚類に関する調査を継続します。 
 

(7) 安全確保の取り組み 
作業者などに対する安全教育や訓練の実施、定期的な安全パトロールなどの活動を継続します。 
 

(8) 開かれた研究 
幌延深地層研究計画で実施する地下深部の地質環境を対象とした研究は、地球科学の幅広い分

野にわたり、学術研究の発展にも寄与することから、国内外の関連する研究機関の専門家の参加

を得ながら進めていきます。また、国内外の資金や人材を活用することについて、引き続き大学

などとの共同研究を行うともに、HIP を継続し、研究を進めます。HIP では、設定した 3 つのタ

スクについて、令和 5 年度に引き続き研究を進めます。さらに、参加機関の理解促進のための現

場状況の確認や、研究成果の取りまとめ方針などについて議論するタスク会合を実施します。 
 
令和 6 年度に地下施設、研究所用地および周辺地域（幌延町内）で行う主な業務の実施内容を

表 2 に示します。また、表 2 に示した調査のうち、地下施設での主な調査の実施場所を図 2 に、

研究所用地における主な施設と観測装置の配置を図 3 に、地上からのボーリング孔の位置および

観測装置の設置場所を図 4 に示します。さらに、図 4 に示した A-A’断面および地下施設周辺の

地質断面図を図 5 に示します。 
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とめます。また、地下水の流れが非常に遅い領域を調査・評価する方法について、令和 5 年度に

引き続きこれまでに得られた結果に基づいて取りまとめを行います。 
 

(4) 令和 2 年度以降の必須の課題への対応に必要なデータ取得 
地質環境特性データとして、地質構造・岩盤の水理・地下水の地球化学・岩盤力学に係るデー

タ取得などを継続するとともに、掘削工事に伴い取得されるデータについて活用します。また、

岩盤の微小な変形の観測や地震観測を継続します。 
 

(5) 地下施設の建設・維持管理 
換気立坑および東立坑の掘削工事を継続するとともに、西立坑および 500m 調査坑道の掘削を

開始する予定です。掘削にあたっては、可燃性ガスの存在を考慮し、防爆仕様※の機器の採用や、

ガス濃度の監視などにより防爆対策を行います。また、坑道掘削により発生した掘削土（ズリ）

は掘削土（ズリ）置場に搬出し、有害物質の含有量などを定期的に確認します。地下施設からの

排水および掘削土（ズリ）置場の浸出水は、これまでと同様に、排水処理設備において適切に処

理した上で天塩川に放流します。 
 

(6) 環境調査 
坑道内および掘削土（ズリ）置場で発生する排水の水質調査、天塩川の水質調査ならびに研究

所用地周辺における水質・魚類に関する調査を継続します。 
 

(7) 安全確保の取り組み 
作業者などに対する安全教育や訓練の実施、定期的な安全パトロールなどの活動を継続します。 
 

(8) 開かれた研究 
幌延深地層研究計画で実施する地下深部の地質環境を対象とした研究は、地球科学の幅広い分

野にわたり、学術研究の発展にも寄与することから、国内外の関連する研究機関の専門家の参加

を得ながら進めていきます。また、国内外の資金や人材を活用することについて、引き続き大学

などとの共同研究を行うともに、HIP を継続し、研究を進めます。HIP では、設定した 3 つのタ

スクについて、令和 5 年度に引き続き研究を進めます。さらに、参加機関の理解促進のための現

場状況の確認や、研究成果の取りまとめ方針などについて議論するタスク会合を実施します。 
 
令和 6 年度に地下施設、研究所用地および周辺地域（幌延町内）で行う主な業務の実施内容を

表 2 に示します。また、表 2 に示した調査のうち、地下施設での主な調査の実施場所を図 2 に、

研究所用地における主な施設と観測装置の配置を図 3 に、地上からのボーリング孔の位置および

観測装置の設置場所を図 4 に示します。さらに、図 4 に示した A-A’断面および地下施設周辺の

地質断面図を図 5 に示します。 
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図 2 250m および 350m 調査坑道における主な調査研究の実施場所 
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図 3 研究所用地における主な施設と観測装置の配置 

 

 
図 4 ボーリング孔の位置および観測装置の設置場所 

国土地理院の基盤地図情報（基本項目）を加工して作成 

 

 
図 2 250m および 350m 調査坑道における主な調査研究の実施場所 

 

JAEA-Review 2024-033

- 13 -



 

 
(a) 研究所用地周辺の地質断面図（図 4 の A-A’断面） 

 

 
(b)地下施設周辺の地質断面図（(a)の点線枠部分の拡大） 

図 5 地質断面図 
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4. 実際の地質環境における人工バリアの適用性確認 
 
4.1 人工バリア性能確認試験 

令和 2 年度以降は、ガラス固化体設置直後の廃棄体の発熱過程に加えて、減熱過程を模擬した

原位置試験データや解体調査により得られる、より詳細なデータに基づく熱－水理－力学－化学

連成現象の評価モデルの高度化が課題となります。そのため、人工バリア性能確認試験で設置し

ているヒーターの温度を下げた試験（減熱過程を模擬した原位置試験）を行い、熱－水理－力学

－化学連成現象に係るデータを取得します。また、減熱試験終了後は解体調査により、人工バリ

ア、埋め戻し材、コンクリート、周辺岩盤やそれらの境界面のサンプリングや分析を行います。

人工バリア性能確認試験の解体調査については、適用する施工方法の検証を行うために事前に試

験施工を行います。設置したセンサーや解体調査により得られるデータを基に、熱－水理－力学
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の隣に試験坑道 7 を掘削しました（図 7）。緩衝材中の計測データは、試験坑道 7 の掘削による
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図 6 人工バリア性能確認試験の概念図 

 

 

 
(a) 研究所用地周辺の地質断面図（図 4 の A-A’断面） 

 

 
(b)地下施設周辺の地質断面図（(a)の点線枠部分の拡大） 

図 5 地質断面図 
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図 7 試験坑道 7 の掘削 

試験坑道 7 は人工バリア性能確認試験の試験孔部や埋め戻し部に設置した材料を解体調査で取り出すために使用

します。なお、試験坑道 4-7 連絡坑道は解体調査直前に掘削する予定です。 

 

(a) 温度 (b) 全応力 

 
(c) 計測位置（緩衝材 5 段目上面） 

図 8 人工バリア性能確認試験の計測データの一例 
 
熱－水理－力学－化学連成現象に関する解析について、国際共同研究 DECOVALEX では、室

内試験などから求められたパラメータを使用し、人工バリア性能確認試験の計測データ（温度、

飽和度、全応力、変位）を対象とした熱－水理－力学連成解析を実施しました。室内試験および

原位置試験の各機関の解析結果を比較した結果、浸潤挙動については、室内試験では良好な一致

が見られたものの、原位置試験では特にヒーター近傍の飽和度の解析結果と緩衝材中の計測結果
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に差が見られました。ヒーター近傍では、温度勾配による水分移動の影響が大きく、温度勾配水
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く再現することができました（図 11）。このことから、既存の原位置トレーサー試験手法と一次

元の解析モデルを掘削損傷領域の割れ目に適用することにより、堆積岩（泥岩）中の掘削損傷領

域の割れ目の移流分散効果を評価できることが確認できました。 
 

 
図 10 掘削損傷領域を対象としたトレーサー試験のレイアウト 

H4-1 孔と P 孔は試験坑道 3 の南側壁面から試験坑道 4 に向かって斜め上向きに掘削されています。H4-1 孔の区

間 2 をトレーサー投入区間、P 孔の区間 2 をトレーサー回収区間としています。 

 

 
図 11 トレーサー試験の再現解析結果 

 
有機物・微生物・コロイドが物質移行に与える影響の評価については、有機物・微生物・コロ

イドを含む地下水中の元素とコロイド粒子との相互作用を把握するための試験を実施しました。

令和 5 年度は、350m 調査坑道に掘削したボーリング孔(1)内の地下水に希土類元素などのトレー

サーを添加し、その濃度変化を観察しました（図 12）。その結果、岩盤内（試験区間）を循環さ

せた地下水の方が、岩盤内（試験区間）を循環させずに調査坑道で保管した地下水と比べて希土

類元素の濃度の減少速度が大きいことが分かりました。一例として、図 13 に希土類元素のひと

つであるランタン（La）の結果を示します。トレーサー添加前には岩盤内（試験区間）を経由す

るように地下水を循環させていたため、両者の地下水に含まれる有機物・微生物・コロイドの濃
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度や組成には大きな差はないと考えられます。また、岩盤内（試験区間）を循環させた地下水で
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に、原位置環境下で「元素－有機物・微生物・コロイド」の二元系と「元素－有機物・微生物・コ

ロイド－岩盤」の三元系の試験データを取得することができました。 
 

 
図 12 希土類元素添加試験の装置概念図および試験手順 

②はトレーサーと地下水中の有機物・微生物・コロイドとの反応を調べるための試料、③はトレーサーと地下水

中の有機物・微生物・コロイドとの反応に加えて、それらと岩盤との反応を調べるための試料です。 

 

 
図 13 地下水に添加した希土類元素（La）の濃度変化 
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とで、異なる蛍光特性を示す有機物の起源を推定しました。その結果、Eu3+は浅部地下水中に見ら

れる陸性腐植物質の特徴を示す溶存有機物と高い親和性を示す一方で、深部の化石海水中に見られ

る海洋性腐植物質の特徴を示す溶存有機物とは低い親和性を示すことが分かりました（図 14）(3)。

このことは、化石海水と天水との混合の程度や微生物による有機物分解の程度により、溶存有機

物への希土類元素の収着挙動が影響を受けることを示唆しています。 
 

 
図 14 深度による溶存有機物の特徴と希土類元素（Eu3+）との親和性の違い 

右の図は励起蛍光マトリクスです。励起蛍光マトリクスとは、有機物の特徴を表す指標で、異なる起源の有機物ご

とに特有の蛍光特性を表すことを利用したものです。横軸に蛍光を励起させる光の波長（260 nm〜500 nm）、縦

軸に蛍光波長（320 nm〜600 nm）を取り、黄色ほど強い蛍光強度を示し、青色ほど弱い蛍光強度を示しています。

Eu3+を添加した際の蛍光強度の変化から、地下水中の溶存有機物のうち陸性腐植物質の特徴を示すものは Eu3+と

の親和性が高く、海洋性腐植物質の特徴を示すものは Eu3+との親和性が低いことが分かりました。図は参考文献

(3)を一部改変しています。 

 
ブロックスケールを対象とした物質移行試験では、声問層については、250m 西立坑側第 1 ボ

ーリング横坑（図 2 参照）から掘削した 4 本のボーリング孔を対象に、割れ目の走向傾斜に関す

る情報や透水性、割れ目同士の水理学的連結性に関する情報を取得しました。また、稚内層深部

については、令和 3 年度に実施した稚内層深部の断層を対象としたトレーサー試験(1)に対し、孔

間透水試験の解析結果から推定された、曲がりくねった非常に長いチューブ状の経路を仮定して、

トレーサー試験の観測データを対象とした物質移行解析を実施しました。解析では、トレーサー

試験の観測データに見られる急激な濃度変化が物質移行解析結果へ及ぼす影響についても確認し

ました。その結果、解析結果の曲線はその影響を考慮して設定した複数のケース間で差が見られ

ましたが（図 15）、推定された流動経路の直径はほとんど変化せず、孔間透水試験で推定された

流動経路の直径（数百 µm）の数倍～数十倍（数 mm～数十 mm）であることが推定されました。

孔間透水試験とトレーサー試験から推定された直径の違いは、一般的に指摘されている関係と整

合しており、曲がりくねった非常に長いチューブ状の経路を仮定することによって、水理学的連

結性が限定的な物質の移行経路を表現できることが分かりました。 
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図 15 ブロックスケールを対象としたトレーサー試験結果の解析例 

トレーサーが移行する流動経路の直径をパラメータとして試験中の濃度変化を再現できる条件を解析により検討

しました。図中赤〇は観測データを示します。解析結果はそれぞれ、試験開始から 16 日後まで（青線）、試験開

始から 18 日後まで（緑線）、試験開始から 21 日後まで（黒線）の観測データを対象とした場合の解析結果を示

します。 
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試験の観測データに見られる急激な濃度変化が物質移行解析結果へ及ぼす影響についても確認し

ました。その結果、解析結果の曲線はその影響を考慮して設定した複数のケース間で差が見られ

ましたが（図 15）、推定された流動経路の直径はほとんど変化せず、孔間透水試験で推定された

流動経路の直径（数百 µm）の数倍～数十倍（数 mm～数十 mm）であることが推定されました。

孔間透水試験とトレーサー試験から推定された直径の違いは、一般的に指摘されている関係と整

合しており、曲がりくねった非常に長いチューブ状の経路を仮定することによって、水理学的連

結性が限定的な物質の移行経路を表現できることが分かりました。 
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5. 処分概念オプションの実証 
 
5.1 人工バリアの定置・品質確認などの方法論に関する実証試験 

5.1.1 操業・回収技術等の技術オプションの実証、閉鎖技術の実証 

令和 2 年度以降は、操業・回収技術などの技術オプションの実証、閉鎖技術の実証が課題とな

ります。そこで、具体的には以下の 3 つの項目に取り組んでいきます。 
 搬送定置・回収技術の実証 
 閉鎖技術の実証 
 人工バリアの緩衝材と坑道の埋め戻し材の施工方法の違いによる品質保証体系の構築 
「搬送定置・回収技術の実証」としては、緩衝材や埋め戻し材の状態に応じたこれらの除去技

術の技術オプションの整理、より合理的に人工バリアを回収するための手法の提示、回収可能性※

を維持した場合の処分場の安全性への影響に関する品質評価手法の提示を行います。 
「閉鎖技術の実証」としては、将来の処分場閉鎖後に、坑道や掘削損傷領域が地上まで直結す

る移行経路となることを防ぐために、地下施設および周辺岩盤の長期的な変遷を考慮しつつ、埋

め戻し材やプラグなどに期待される性能の具体化や設計評価技術の改良・高度化を図ります。ま

た、埋め戻し材やプラグなどの施工方法の原位置環境への適用性・実現性について確認します。

具体的には、以下に示す 5 項目について室内試験や原位置試験、数値解析などを実施していきま

す。 
 埋め戻し材やプラグなどの長期的な性能の考え方の提示 
 埋め戻し材の設計評価に必要となる緩衝材膨出※抑制機能の把握 
 掘削損傷領域の連続性を遮断するための施工技術の実証 
 掘削損傷領域の調査技術の高度化 
 坑道内から掘削されたボーリング孔の閉塞技術の実証 
「人工バリアの緩衝材と坑道の埋め戻し材の施工方法の違いに係る品質保証体系の構築」につ

いては、人工バリア性能確認試験において、注入する地下水の圧力や量を増加させ、緩衝材に十

分に水を浸潤させた状態で得られる情報などに基づき、埋め戻し材の施工方法（締固め、ブロッ

ク方式など）に応じた緩衝材の品質の違いを把握します。また、埋め戻し方法（プラグの有無な

ど）・回収方法による埋め戻し材の品質の違いを把握します。 
これらの成果は、将来的に処分場を閉鎖する際に適用される閉鎖技術に求める性能を設定する

際やその性能を担保するために必要となる設計・施工技術を選択する際の基盤情報として利用さ

れます。 
令和 5 年度は、「搬送定置・回収技術の実証」として、安全な回収作業の実施に向けて処分坑

道内の空間の安定性を評価するために、処分坑道に施工される低アルカリ性吹付けコンクリート

の経年劣化の把握を目的としたコンクリート試験体の暴露試験※を継続しました。具体的には、地

下坑道の吹付けコンクリートと同様の成分および施工方法で作製した低アルカリ性コンクリート

試験体を、坑道内における大気条件下および浸潤条件下に定置し(4)、その物性や化学状態の経時

変化に関する分析を実施しました(1)。その結果、大気条件下に定置した試験体の表面（大気接触部

分）では約 3 mm/年の速度で中性化が進行していること、湿潤条件下に定置した試験体では中性
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化の進行が遅く、水和反応の進行により構造が緻密化していることなどが分かりました(5)。また、

地下施設に施工されて約 10 年が経過した低アルカリ性の吹付けコンクリートを試験坑道 5（図 2
参照）の坑道壁面から採取して、暴露試験の試験体と同様の分析を実施しました。その結果、中

性化の進行は大気と接触している坑道表面からは厚さ数 cm であり、暴露試験で得られた大気条

件下での中性化速度と整合的である一方で、岩盤との接触部では厚さ数 mm であり、暴露試験の

浸潤条件下での中性化速度よりもやや大きいことなどが分かりました（図 16）。以上のことから、

コンクリート支保工が置かれる環境条件、特に水分量の違いによってコンクリートの空隙構造や

化学状態が変化し、物理・力学・水理物性に影響を与えることが明らかとなりました。これらに

より、低アルカリ性コンクリート支保工の長期的な物性変化の評価に必要な知見ならびに調査手

法を整備することができました。 
 

 
図 16 吹付けコンクリートの変質領域 

坑道壁面から採取した吹付けコンクリートの半割面にフェノールフタレインを塗布し、色の変化が見やすいよう

に色調を変化させた写真です。フェノールフタレインは pH がおよそ 8～12 の範囲で赤色を呈する試薬であり、

中性化が進行して pH が低下した領域では、フェノールフタレインの呈色が見られなくなります。 
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図 17 坑道掘削および埋め戻し後の坑道周辺岩盤の透水性および飽和度変化 
 
「閉鎖技術の実証」としては、埋め戻し材やプラグなどの長期的な性能の考え方の提示につい

て、令和 5 年度は、先行研究(6)で着目したコンクリート系材料の溶脱成分に起因して埋め戻し材

が変質するシナリオにおいて重要なプロセスとそれを回避するための方策について、分野（工学

技術、安全評価）間、構成要素（坑道、埋め戻し材、支保工、プラグ）間の関連性に着目した整理

を行い、埋め戻し材やプラグなどの性能を相互補完的に確保するための考え方を示すことができ

ました。また、先行研究の成果(7)も踏まえ、埋め戻し材やプラグなどの長期的な性能の考え方の一

例として取りまとめを行うとともに、室内試験により埋め戻し材に用いる掘削土（ズリ）の性質

や地下水の水質などの埋め戻し材の長期的な性能に影響を及ぼし得る特性を把握するとともに、
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埋め戻し材の透水係数や膨潤圧を測定することにより、埋め戻し材の仕様を検討するためのデー

タを整備することができました。 
埋め戻し材の設計評価に必要となる緩衝材膨出抑制機能の把握については、令和 4 年度までに

実施してきた模型試験について、これまでの結果を整理し、緩衝材の膨潤後の乾燥密度と飽和度

の分布から埋め戻し材と緩衝材の力学的相互作用下における浸潤挙動と膨潤挙動の理解を深める

ことができました。これらを踏まえて埋め戻し材の設計に対する考え方を整理して設計フロー(7)

として整備しました。 
掘削損傷領域の連続性を遮断するための施工技術の実証については、試験坑道 3（図 2 参照）

の底盤に構築した粘土系材料を用いた止水壁を対象とした透水試験を継続し、止水壁を構築して

4 年が経過した時点においても、試験領域内の透水係数が構築直後と同等に低く保たれているこ

とが確認できました。また、令和 4 年度までに実施した止水壁を対象とした透水試験およびベン

トナイトの吹付け施工試験の結果を整理して、止水プラグの設計に対する考え方を設計フロー(7)

として整備しました。 
掘削損傷領域の調査技術の高度化については、令和 4 年度までに実施した坑道周辺における人

工物が物理探査結果に与える影響についての調査結果に基づき、弾性波トモグラフィを用いた掘

削損傷領域調査のための最適な観測点配置を検討しました。令和 5 年度に掘削した試験坑道 6（図 
2 参照）において検討結果に基づいた観測点配置を適用した弾性波トモグラフィ（図 18）および

比抵抗トモグラフィを実施しました。 
坑道内から掘削されたボーリング孔の閉塞技術の実証については、ボーリング孔にベントナイ

トブロックを設置する方法を対象として、令和 4 年度までに実施してきた室内試験および原位置

試験の結果を整理しました。この整理を踏まえ、令和 5 年度は、ベントナイトブロックが膨潤し

てボーリング孔を閉塞する過程を理解するための室内試験を実施しました。その結果ベントナイ

トブロックが膨潤して閉塞した部分の密度が元のブロックの部分の密度に比べて低いことが確認

でき、原位置試験の結果を解釈するためのデータを得ることができました。 
 

 
図 18 試験坑道 6 における弾性波トモグラフィの実施状況 
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「人工バリアの緩衝材と坑道の埋め戻し材の施工方法の違いに係る品質保証体系の構築」にお

ける坑道の埋め戻しに関しては、施工効率の向上が期待できるスクリュー工法、ブロック工法お

よび斜め転圧工法による要素試験などを実施して、各工法に適用可能な材料の配合の範囲や施工

品質などに関するデータを取得しました。また、埋め戻し材の施工品質を確認するための計測技

術については、乾燥密度の測定精度の向上に向けて光ファイバーセンサーの設置方法を検討する

とともに、埋め戻し材と坑道壁面の間に生じる可能性のある隙間を TDR（Time Domain 
Reflectometry：時間領域反射）法で検知するためのセンサーケーブルの有効な長さを把握しまし

た。 
令和 6 年度は、搬送定置・回収技術の実証については、支保部材の経年変化や坑道掘削・閉鎖

後の地質環境変化について、これまでの調査試験結果を整理し、取りまとめを行います。閉鎖技

術の実証については、埋め戻し材やプラグなどの長期的な性能の考え方、緩衝材膨出抑制機能や

掘削損傷領域の調査技術の高度化などとともに、坑道内から掘削されたボーリング孔の閉塞技術

の実証で行ってきた、ベントナイトブロックを設置する方法について、令和 2 年度以降実施して

きた調査試験結果を整理し、適用した技術の有効性や技術的な課題を取りまとめます。さらに、

人工バリアの緩衝材と坑道の埋め戻し材の施工方法の違いに係る品質保証体系の構築における坑

道の埋め戻しに関しては、埋め戻し材の施工技術オプションの整備に向けた要素試験などの実施

や施工品質管理などに関するデータを取得し、取りまとめを行います。 
 

5.1.2 坑道スケール～ピットスケールでの調査・設計・評価技術の体系化 

地層処分事業では、坑道あるいはピット（処分孔）内に流入する地下水の量や、岩盤中の断層

や割れ目の力学的な強度などを把握し、ピットの掘削や人工バリアの施工の可否あるいは工学的

対策の必要性などを判断することが重要です（図 19）。このため、実際の地質環境において廃棄

体の設置方法などの実証試験を通じた坑道スケール～ピットスケールでの調査・設計・評価技術

の体系化に取り組みます。これまでに構築・確認してきた各要素技術を体系的に適用し、坑道や

ピットの配置に係る考え方、人工バリア材料などの設置方法、それらの閉じ込め性能を評価する

方法を体系的に整理します。具体的には、先行ボーリングによる地質環境特性調査ならびに工学

的対策技術を考慮した地下施設および人工バリアの設計・評価技術、多連接坑道を考慮した湧水

抑制対策技術および処分孔支保技術、緩衝材流出・侵入現象評価手法および抑制対策技術、廃棄

体設置の判断や間隔などの設定に必要となる情報の整理を行い、坑道スケール～ピットスケール

での調査・設計・評価技術として体系化します。 
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図 19 人工バリアやそれを定置する坑道の周辺において想定される地質構造の特徴を示す

イメージ図（鉛直断面）
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(2) 先行ボーリングによる地質環境特性調査ならびに工学的対策を考慮した地下施設および人工

バリアの設計・評価技術の体系化 

ピットの掘削、人工バリアや埋め戻し材の施工の観点から、坑道あるいはピット内への湧水が

多い条件や、断層や割れ目の密集により局所的に岩盤の力学的強度が低下する条件を把握し、そ

の条件での施工の成立性を判断する必要があります。幌延深地層研究センターの坑道周辺の岩盤

には断層や割れ目が分布し、坑道の周囲には掘削損傷領域が形成され、これらが湧水量や坑道の

安定性に影響します。本研究では、今後整備される 500m 調査坑道の試験坑道 8 および試験坑道

9 において、先行ボーリング調査、物理探査といった原位置調査を行います（図 21）。これらの

調査結果を受け、(3)で必要に応じて実施する湧水抑制対策、ピットの掘削などの技術の適用を通

じて、人工バリアを定置するピットの配置位置や坑道の間隔を設計するために必要な情報とその

情報の取得方法を整理します。加えて、坑道の埋め戻し、止水プラグの設置などについて 350m
調査坑道の試験坑道 6 において、実規模スケールの坑道の埋め戻しと止水プラグの施工試験を実

施することにより、埋め戻しと止水プラグの設計から施工に至るまでの一連の技術を確認します

（図 22）。 
 

 
図 21 500m 調査坑道の試験坑道 8 および試験坑道 9 における原位置調査のイメージ図 

青い四角に示す特徴・特性は、原位置調査によって得られる情報の例を示しています。今後の調査・検討により原

位置試験の計画を詳細化し、さらに原位置調査の結果に基づき鉛直ボーリング孔およびピットの位置を決定する

ため、実際のイメージはこのレイアウトと異なる可能性があります。図に示した水みちもイメージであり実際の

分布を示すものではありません。 
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図 22 処分場の閉鎖段階のイメージ図 

 
令和 6 年度は、500m 調査坑道における原位置調査に先立ち、坑道などへの湧水量や掘削損傷
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ための試験を実施します。加えて、調査・試験の進捗に応じて坑道の埋め戻しと止水プラグの設

計を進めます。 
 

(3) 多連接坑道を考慮した湧水抑制対策技術および処分孔支保技術の整備、緩衝材流出・侵入現象
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図 23 湧水量の減少速度を支配するメカニズムを表す概念図(8) 

 
(4) 廃棄体設置の判断や間隔の設定に必要となる情報の整理 

廃棄体の設置の判断や間隔の設定にあたっては、緩衝材やオーバーパックの機能、坑道やピッ

トの安定性および廃棄体周辺の岩盤の閉じ込め性能を担保するために必要な情報を整理すること

が重要となります。例えば、ピット周辺に存在する割れ目の開きにくさやずれにくさ、割れ目か

らの湧水量、ピット周辺の地下水の流れにくさ（物質の動きにくさ）、ピットの掘削損傷領域の

広がりなどの情報を取得することが重要となります。本研究項目では、廃棄体設置の判断や間隔

の設定に必要となる情報の調査・評価手法について、実際に幌延で適用した調査・評価手法を体

系的に整理します。 
令和 6 年度は、人工バリア性能確認試験の試験孔周辺に発達した掘削損傷割れ目に対して過年

度に実施した透水試験（図 24）の例などを用いて、幌延を事例としてピット周辺に存在する割れ

目の開きにくさやピット周辺の地下水の流れにくさを把握するための調査・評価手法の整理を進

めます。また、調査・研究の進捗に応じて、他の情報についての調査・評価手法の整理も進めま

す。 
 

(a) 試験の概念図（水平断面図） 
 

(b) 割れ目に垂直に作用する有効応力と割れ目の

開口幅の関係 
図 24 試験孔周辺に発達した掘削損傷割れ目を対象とした透水試験の概念図と

割れ目に作用する有効応力と開口幅の関係(9) 

0 0.5 1.0 1.5
割れ目に垂直に作用する有効応力 (MPa)

0

0.05

0.10

0.15
透水試験結果に基づく
割れ目の開口幅
既存のモデルに基づく
予測結果

JAEA-Review 2024-033

- 30 -



 

5.2 高温度（100℃以上）等の限界的条件下での人工バリア性能確認試験 

令和 2 年度以降は、人工バリアの構成要素である緩衝材の最高温度が 100℃を超えた状態での

人工バリアとその周辺岩盤の領域（ニアフィールド）において発生する現象の整理、人工バリア

性能に係る試験データの整備、解析手法の開発を行うとともに、ニアフィールドにおける上限温

度設定の考え方を提示します。これらの目標が達成されることにより、地層処分場において想定

外の要因により緩衝材の温度が 100℃を超えた状態となった場合の人工バリアの挙動を検討でき

るとともに、高温条件下での人工バリアの安全裕度を評価できます。 
令和 4 年度までの調査では、緩衝材の温度が 100℃を超えた場合に変化が生じ得る影響要因を

抽出し、100℃以上の熱履歴や緩衝材に生じるひび割れが緩衝材に期待される特性に影響を与え

得ることが示唆されました。令和 5 年度は、これらの現象が緩衝材の特性に与える影響を確認す

るための高温度条件下での原位置試験について、令和 4 年度に構築した試験概念(2)に基づき整備

を進めました。具体的には、350m 調査坑道の試験坑道 5 に掘削されている 2 つの既存孔に、ヒ

ーター、形状および初期含水比の異なる緩衝材ブロックおよび温度、孔内水位などが測定可能な

計測センサーを設置しました（図 25）。さらに、オーバーパックの耐食性への影響に関する室内

実験データ(10)や令和 3 年度に実施した緩衝材の変質に関する既往研究の事例調査(1)の結果に基づ

き、人工バリア材料の高温による変質や劣化が顕在化しないと考えられる 140℃での加熱を開始

しました。 
 

 
図 25 試験体設置の様子 

 

 

 
図 23 湧水量の減少速度を支配するメカニズムを表す概念図(8) 
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廃棄体の設置の判断や間隔の設定にあたっては、緩衝材やオーバーパックの機能、坑道やピッ

トの安定性および廃棄体周辺の岩盤の閉じ込め性能を担保するために必要な情報を整理すること

が重要となります。例えば、ピット周辺に存在する割れ目の開きにくさやずれにくさ、割れ目か

らの湧水量、ピット周辺の地下水の流れにくさ（物質の動きにくさ）、ピットの掘削損傷領域の

広がりなどの情報を取得することが重要となります。本研究項目では、廃棄体設置の判断や間隔

の設定に必要となる情報の調査・評価手法について、実際に幌延で適用した調査・評価手法を体

系的に整理します。 
令和 6 年度は、人工バリア性能確認試験の試験孔周辺に発達した掘削損傷割れ目に対して過年

度に実施した透水試験（図 24）の例などを用いて、幌延を事例としてピット周辺に存在する割れ

目の開きにくさやピット周辺の地下水の流れにくさを把握するための調査・評価手法の整理を進

めます。また、調査・研究の進捗に応じて、他の情報についての調査・評価手法の整理も進めま

す。 
 

(a) 試験の概念図（水平断面図） 
 

(b) 割れ目に垂直に作用する有効応力と割れ目の

開口幅の関係 
図 24 試験孔周辺に発達した掘削損傷割れ目を対象とした透水試験の概念図と

割れ目に作用する有効応力と開口幅の関係(9) 
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また、これらの原位置試験に先立ち、高温条件下での緩衝材へのひび割れの発生ならびに閉塞

挙動を確認するための室内試験を実施しました。これは、初期含水比の異なる直径 50mm、高さ

50mm の円柱形の 2 つの供試体を 140℃でいったん加熱し、その供試体に蒸留水を浸潤させたと

きの内部の状態変化を X 線 CT で繰り返し撮影したものです。その結果、緩衝材の初期含水比に

応じてひび割れの発生状況が異なるものの、生じたひび割れは 2,100 時間前後（約 90 日）で閉塞

されることが分かりました（図 26）。 
 

 
図 26 X 線 CT を活用した緩衝材試料の湿潤に関する室内試験結果 

 
令和 6 年度は、令和 5 年度に開始した原位置試験を継続し、孔内の温度や水分分布などのモニ

タリングを実施します。その後、ひと組の試験体を解体し、100℃を超える熱履歴を経た緩衝材の

特性を確認する試験・分析を実施します。また、緩衝材に浸潤させる水の組成などの条件を変え

て室内試験を実施します。以上の試験の結果およびこれまでに得られた成果を整理し、短期的に

100℃を超える条件下で緩衝材に生じる力学的・化学的変質の有無および緩衝材の特性（膨潤・浸

潤特性）に与える影響、100℃を超える条件下での人工バリアおよびその周辺に発生する現象なら

びに人工バリア周辺における上限温度設定の考え方について取りまとめます。  
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6. 地殻変動に対する堆積岩の緩衝能力の検証 
 
6.1 水圧擾乱試験などによる緩衝能力の検証・定量化 

6.1.1 地殻変動が地層の透水性に与える影響の把握 

令和 2 年度以降は、地殻変動が地層の透水性に与える影響の把握が課題となります。そのため、

断層沿いの割れ目の発達幅が数十 cm 程度のより大型の断層における断層のずれが断層内の地下

水の流れに与える影響に関して、堆積岩の緩衝能力（自己治癒能力）の評価手法の確認を行いま

す。具体的には、地殻変動が地層の透水性に与える影響の把握（ボーリング孔を用いた水圧擾乱

試験）、ダクティリティインデックス（DI）を用いた透水性評価の信頼性向上・隆起侵食の影響

評価手法の整備、水圧擾乱試験による断層の活動性（力学的な安定性）評価手法の整備を行いま

す。 
令和 5 年度は、DI を用いた透水性評価手法の信頼性向上・隆起侵食の影響評価手法の整備を目

的として、断層の水理学的連結性と DI の関係に関する解析を行いました。断層の水理学的連結性

は断層内の水みちのつながり方の次元として数値化することができ、次元の値が小さいほど、水

理学的連結性が低いことを表します。これまで定性的に判定していた水みちのつながり方の次元

について解析を実施し、定量的に次元を決定しました。図 27 に、ボーリング調査における断層

を対象とした透水試験時の水圧変化や坑道掘削時に遭遇した断層からの湧水量変化から断層内の

水みちのつながり方の次元を決定した例を示します。解析の結果、地下施設周辺の稚内層中の断

層内の水みちのつながり方の次元と DI は相関していることが分かり、DI が 2 以上になると、水

みちのつながり方の次元が 1.5 以下まで小さくなることが分かりました（図 28）。このような情

報は、図 29 に示すような断層/割れ目の水理学的連結性と DI の関係を定量的に理解する上で重

要となります。 
 

(a) 透水試験結果の解析例 (b) 湧水量観測結果の解析例 
図 27 水みちのつながり方の次元の解析例(11) 

水みちのつながり方の次元は(a)で 1.5、(b)で 1.0～1.5 と推定されます。 
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きの内部の状態変化を X 線 CT で繰り返し撮影したものです。その結果、緩衝材の初期含水比に

応じてひび割れの発生状況が異なるものの、生じたひび割れは 2,100 時間前後（約 90 日）で閉塞

されることが分かりました（図 26）。 
 

 
図 26 X 線 CT を活用した緩衝材試料の湿潤に関する室内試験結果 

 
令和 6 年度は、令和 5 年度に開始した原位置試験を継続し、孔内の温度や水分分布などのモニ

タリングを実施します。その後、ひと組の試験体を解体し、100℃を超える熱履歴を経た緩衝材の

特性を確認する試験・分析を実施します。また、緩衝材に浸潤させる水の組成などの条件を変え

て室内試験を実施します。以上の試験の結果およびこれまでに得られた成果を整理し、短期的に

100℃を超える条件下で緩衝材に生じる力学的・化学的変質の有無および緩衝材の特性（膨潤・浸

潤特性）に与える影響、100℃を超える条件下での人工バリアおよびその周辺に発生する現象なら

びに人工バリア周辺における上限温度設定の考え方について取りまとめます。  
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図 28 地下施設周辺の稚内層中の断層内の水みちのつながり方の次元と DI の関係(11) 

 

図 29 割れ目の水理学的連結性と DI の関係(12) 
 
水圧擾乱試験による断層の活動性（力学的な安定性）評価手法の整備を目的として、過年度に

実施した水圧擾乱試験の結果の解析を行いました。解析では断層の力学的な安定性を評価する上

で重要となる原位置の地圧の状態を水圧擾乱試験の結果から推定する方法を検討しました。いく

つかの仮定のもと（鉛直方向の地圧＝土被り圧など）、水圧擾乱試験において発生した断層のず

れの方向（図 30）を再現するような原位置の地圧の状態を求めた結果、鉛直方向の地圧、水平方

向の最大地圧および水平方向の最小地圧の大きさの比が 1.0：0.8：0.7 もしくは 1.0：0.9：0.7 で

あることが推定されました。この結果は、近傍のボーリング孔で行われた既往の地圧試験の結果

とよく一致しており（表 3）、水圧擾乱試験でも原位置の地圧の状態が推定できることが分かり

ました。 
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(a) 断層 Aへの注水 

 
(b) 断層 Bへの注水 

図 30 断層に注水した際に生じた断層沿いのずれの方向 
断層 A は南東に傾斜、断層 B は南に傾斜しており、それぞれの断層に注水した際に断層の上盤側が下方にずれる

ことが水圧擾乱試験で確認できました。 

 
表 3 試験エリア（図 30）周辺で推定された地圧の状態 

手法 鉛直方向の地圧、水平方向の最大および最小地圧の大きさの比 

水圧擾乱試験 1.0：0.8：0.7 もしくは 1.0：0.9：0.7 

地圧試験 1.0：0.9：0.7 

 
令和 6 年度は、過年度に実施した水圧擾乱試験の結果の解析などを行い、図 28 に示す水みち

のつながり方の次元と DI の関係の物理的な意味や、図 29 に示すような断層/割れ目の水理学的

連結性と DI の関係、断層のずれが断層内の水みちのつながり方の次元に与える影響などを検討

します。これらの検討や既往の検討の結果に基づき、地殻変動が地層の透水性に与える影響や、

DI を用いた透水性評価の信頼性向上・隆起侵食の影響評価手法について取りまとめます。さらに、

表 3に示す地圧の状態の検討結果を用いて水圧擾乱試験を実施した断層の力学的な安定性を事例

的に評価するとともに、水圧擾乱試験による断層の活動性（力学的な安定性）評価手法について

取りまとめます。 
 

6.1.2 地下水の流れが非常に遅い領域を調査・評価する技術の高度化 

令和 2 年度以降は、地下水の流れが非常に遅い領域を調査・評価する技術の高度化が課題であ

り、このような地下水の流れが非常に遅い領域を調査してモデル化する技術の実証を行います。

具体的には、化石海水領域の三次元分布に係る調査・評価手法の検証、広域スケール（十数 km×

十数 km）を対象とした水理・物質移行評価手法の検証（地下水滞留時間評価）のための水理解析、

塩濃度分布評価のための水理・物質移行解析を行います。 

 

 
図 28 地下施設周辺の稚内層中の断層内の水みちのつながり方の次元と DI の関係(11) 

 

図 29 割れ目の水理学的連結性と DI の関係(12) 
 
水圧擾乱試験による断層の活動性（力学的な安定性）評価手法の整備を目的として、過年度に

実施した水圧擾乱試験の結果の解析を行いました。解析では断層の力学的な安定性を評価する上

で重要となる原位置の地圧の状態を水圧擾乱試験の結果から推定する方法を検討しました。いく

つかの仮定のもと（鉛直方向の地圧＝土被り圧など）、水圧擾乱試験において発生した断層のず

れの方向（図 30）を再現するような原位置の地圧の状態を求めた結果、鉛直方向の地圧、水平方

向の最大地圧および水平方向の最小地圧の大きさの比が 1.0：0.8：0.7 もしくは 1.0：0.9：0.7 で

あることが推定されました。この結果は、近傍のボーリング孔で行われた既往の地圧試験の結果

とよく一致しており（表 3）、水圧擾乱試験でも原位置の地圧の状態が推定できることが分かり

ました。 
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この研究課題で整備される技術は、処分事業のサイト選定において、地質環境に求められる要

件のひとつとして挙げられている「放射性物質の移行を抑制する緩慢な地下水流動の水理場であ

ること」を評価する際に役立ちます。 
本研究は、令和 4 年度まで、経済産業省資源エネルギー庁の委託事業（高レベル放射性廃棄物

等の地層処分に関する技術開発事業［JPJ007597］：岩盤中地下水流動評価技術高度化開発）の

一環として取り組み、その結果、幌延地域の地質環境を事例として、地上からの調査である物理

探査とボーリング調査により地下水の流れが非常に遅い領域の三次元分布を推定する手順を示し

ました。さらに、地下水の流れが非常に遅い領域を総合的に理解する際に考慮すべき古水理地質

学的変遷に関する因子を抽出するために、そのモデル化・解析手法の事例を示しました。令和 5
年度は、これまでの成果を踏まえた調査手順の整理として、数十 km 四方の範囲に調査を展開し、

その結果に基づき数 km 四方に絞り込んだ調査範囲において化石海水の三次元分布を推定する手

順を検討しました（図 31）(13)。また、検討に用いたボーリングデータを研究開発報告書類として

まとめました(14)。 
 

 
図 31 化石海水の三次元分布を推定するための電磁探査およびボーリング調査の手順(13) 
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地下水の流れが非常に遅い領域の三次元分布を調査する際には、電磁探査とボーリング調査を

組み合わせた調査が有効ですが、この調査の前提として、ボーリング調査では地下水の水質や年

代に基づく地球化学的な評価により地下水の流れが非常に遅いことを確認する必要があります。

令和 5 年度は、割れ目と岩石の間隙における地下水の水質コントラストと 14C 年代を利用した地

下水流動の評価手法を構築し、論文として取りまとめました(15)（図 32）。 
 

 
図 32 割れ目水と間隙水のコントラストと地下水の 14C 年代に基づき解釈した

地下水流動概念(15) 
 
また、産業技術総合研究所との共同研究として、令和 4 年度に引き続き、海陸連続三次元地質

環境モデルの妥当性の検証を目的とした海上からの物理探査と、調査孔を用いた地下温度測定を

行いました。海上からの物理探査については令和 4 年度の実績に基づき探査手法を見直した上で、

幌延町沿岸部の浅海域において令和 4 年度と同じ測線を中心に調査を実施しました。その結果、

探査に用いる音波（弾性波）の発振源を調整することで、より深い領域である海底下約 1,000 m
までの地下構造を把握することができました。これにより、これまで探査が困難であった浅海域

の地下構造のより詳細な情報を入手できることが確認できました。また、深部の地下水流動解析

結果の検証データを取得するために、浜里地区に設置されている調査孔の深度 350 m までの地下
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温度を測定しました。その結果、本測定により得られた地下温度プロファイルから、当該地域の

地下深部の地下水の流れが非常に遅いことを確認することができました。この結果は、地下水流

動解析の結果と整合しており、このことから、原位置データである地下温度プロファイルにより

解析結果が妥当であることを確認できました。 
令和 6 年度は、引き続きこれまでに得られた成果に基づき、地下水の流れが非常に遅い領域を

調査・評価する方法を取りまとめます。  
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7. 令和2年度以降の必須の課題への対応に必要なデータ取得 
 
令和 2 年度以降、人工バリア性能確認試験や物質移行試験などの処分システムの設計・施工や

安全評価に関わる基礎情報、例えば、岩盤の水の流れやすさや岩石の鉱物組成や化学組成、地下

水の pH や酸化還元電位※、化学組成などのデータの取得などについては、令和 2 年度以降の必須
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温度を測定しました。その結果、本測定により得られた地下温度プロファイルから、当該地域の

地下深部の地下水の流れが非常に遅いことを確認することができました。この結果は、地下水流

動解析の結果と整合しており、このことから、原位置データである地下温度プロファイルにより

解析結果が妥当であることを確認できました。 
令和 6 年度は、引き続きこれまでに得られた成果に基づき、地下水の流れが非常に遅い領域を

調査・評価する方法を取りまとめます。  
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令和 6 年度は、地質環境特性データとして、既存のボーリング孔や 140m、250m および 350m
調査坑道を利用した地質構造・岩盤の水理・地下水の地球化学・岩盤力学に係るデータ取得など

を継続するとともに、掘削工事に伴い取得されるデータについても活用します。地質構造に関し

ては、ボーリング調査や坑道掘削時の壁面観察で得られた地質データに基づいた地層および割れ

目の空間的分布に関する特徴の整理を継続します。また、令和 2 年度以降の必須の課題の目的に

応じて、地質構造や水理の特徴を踏まえた水理地質構造モデル※を構築します。岩盤の水理に関し

ては、坑道掘削後の地質環境の変化を把握するため、地上から掘削された既存のボーリング孔で

の水圧観測を行います。地下水の地球化学に関しては、既存のボーリング孔を対象に地下水の採

水調査を行うとともに、地下水の水質分布や水質の時間的な変化を把握します。また、坑道掘削

の影響については、地表や坑道に設置した高精度傾斜計※および坑道に設置した地中変位計などを

用いて、岩盤の微小な変形の観測を継続します。さらに、上幌延観測点（HDB-2）と地下施設で

の地震観測を継続します。  
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8. 地下施設の建設・維持管理 
 
令和 6 年度は、令和 5 年度に引き続き、換気立坑および東立坑の掘削を行います。西立坑およ

び 500m 調査坑道についても、湧水抑制対策を行った後、掘削準備を行い、掘削を開始する予定

です（表 4）。 
坑道掘削に際しては、各種計測工を行うとともに、速やかに支保を構築し、坑道周辺の岩盤の

安定性を保持しながら掘削を進めます。支保の選定は、そこで得られる岩盤の力学性状などの情

報を適宜設計に反映したものとします。なお、研究所用地およびその周辺の地下には、メタンを

主成分とする可燃性ガスが存在しているため、掘削切羽近傍においては、防爆仕様の機器の採用

や、ガス濃度の監視などにより防爆対策を行いながら掘削を進めます。 
坑道掘削により発生した掘削土（ズリ）は、用地内に仮置きしたのちに掘削土（ズリ）置場に

搬出します。なお、掘削土（ズリ）については有害物質の含有量および溶出量を定期的に確認し

ます。 
坑道掘削に伴って発生する排水および掘削土（ズリ）置場の浸出水は、これまでと同様に、排

水処理設備においてホウ素および窒素などを取り除いた後、排水管路によって天塩川に放流しま

す。 
地下施設の掘削の進捗状況についてはホームページなどを利用して適宜、情報発信を行います。 
 

表 4 掘削工事のスケジュール（令和 6 年度） 

 
本工程は今後の施工計画策定や工事進捗に応じて変更となる場合があります。 
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9. 環境調査 
 
地下施設からの排水などの水質調査および研究所用地周辺の環境影響調査を実施します。 
 

9.1 排水量および水質調査 

排水処理設備から天塩川へ放流している排水量について監視を行うとともに、排水処理前後の

水質、天塩川の水質、浄化槽排水の水質について調査を行います。また、掘削土（ズリ）置場の環

境への影響を監視するため、清水川および掘削土（ズリ）置場周辺の地下水についても水質調査

を行います（図 34）。 
 

 
(a) 天塩川の水質調査 

 
(b) 掘削土(ズリ)置場周辺での水質調査 

図 34 水質調査の様子 
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9.2 研究所用地周辺の環境影響調査 

研究所用地周辺の環境影響調査として、清水川の水質および魚類を対象に調査を実施します（図 
35）。 

 

 
(a) 清水川の水質調査 

 
(b) 清水川の魚類調査 

図 35 環境影響調査の様子 
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10.  安全確保の取り組み 
 
地下施設や研究所用地周辺における調査研究や地下施設整備工事などの実施にあたっては、安

全確保を最優先とした取り組みを行います。具体的には、作業計画時における安全対策の確認を

徹底するとともに、作業者に対する安全教育や訓練の実施、定期的な安全パトロールなどを通じ

て安全確保に努めます（図 36）。 
 

 
図 36 安全パトロールの様子 
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11.  開かれた研究 
 
幌延深地層研究計画で実施する地下深部を対象とした研究は、地球科学の幅広い分野にわたり、

学術研究の発展にも寄与します。このため、国内外の大学・研究機関との研究協力を積極的に行

うとともに、国際交流施設※などを利用して国内外の専門家と意見・情報交換を行いながら、研究

を進めていきます。また、幌延深地層研究センターの施設や研究フィールドを、国内外の関連す

る研究機関に広く開放していきます。 
経済産業省資源エネルギー庁などが進めるプロジェクトなどに協力していきます。研究開発を

進めるにあたっては、当初の計画の研究対象の範囲内において、国内外の機関との協力を進めま

す。 
地層処分や研究開発に関する国民との相互理解を促進するため、幌延深地層研究センターのホ

ームページ*11での情報発信、ゆめ地創館※における地下深部での研究の紹介および地下施設の見

学会などによる研究施設の公開を進めていきます。また、令和 2 年度から幌延町広報誌「ほろの

べの窓」の誌面をお借りして毎月連載している、研究内容を紹介する記事については、令和 6 年

度も継続して行います。 
 

11.1  国内機関との研究協力 

○北海道科学大学 

AI 技術を活用した画像認識による坑道壁面の地質判読に関する研究 

○東京大学 

地下研究施設原位置における核種移行への有機物影響に関する研究 
微生物を指標とした堆積岩中の水みち調査手法の開発 

〇名古屋大学 

炭酸カルシウムのコンクリーション化による地下空洞掘削影響領域および水みち割れ目の自己

シーリングに関する研究 

○京都大学 

水質形成機構のモデル構築および数値解析に関する共同研究 

○京都大学、東北大学 

地下水中の微量元素と有機物を対象とした地球化学研究 

○幌延地圏環境研究所*12 
堆積岩を対象とした岩盤力学や微生物などに関する研究 

  

 
*11：幌延深地層研究センターホームページ；https://www.jaea.go.jp/04/horonobe/ 

*12：幌延地圏環境研究所は、公益財団法人北海道科学技術総合振興センターが設置した研究所であり、国の補助

を受けて、幌延深地層研究センターの施設や設備を活用した地下空間利用を中心とする研究を実施しています。 
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○電力中央研究所*13 

地下微生物とニアフィールド構成材料の相互作用に関する研究 
実地下水中のコロイドへの核種の収脱着メカニズムに関する研究（原子力機構 核燃料サイクル

工学研究所が実施する共同研究への協力） 
堆積軟岩を対象とした掘削影響評価技術に関する基礎的研究 

○原子力規制庁 

放射性廃棄物処分坑道の閉鎖措置確認に向けた掘削損傷領域およびベントナイトの透水性に関

する研究（原子力機構 安全研究センターが実施する共同研究への協力） 

○大林組 

光ファイバー式センサーを用いた坑道掘削時の掘削損傷領域と地下水流動のモニタリング 

○地層科学研究所 

幌延深地層研究センターの深度 500 m を対象とした広域水理・力学場の事前検証 

○安藤・間、川崎地質 

ボアホールジャッキ試験による変形係数・応力測定と掘削損傷領域評価に関する研究 
 
上記のほか、他の大学や研究機関などとの研究協力を進めます。また、原子力や地層処分に関

する人材育成のための講習やトレーニングの企画に協力します（図 37）。 
 

 
図 37 国際原子力人材育成イニシアティブ事業※での実習の様子 

 

 
*13：一般財団法人電力中央研究所は、電力技術の専門研究機関として設立されました。電力技術の研究として、

高レベル放射性廃棄物の地層処分技術に関する研究開発を実施しています。 
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11.2  国外機関との研究協力 

〇幌延国際共同プロジェクト（Horonobe International Project：HIP） 

令和 2 年度以降の必須の課題のうち、実際の地質環境における人工バリアの適用性確認および

処分概念オプションの実証に関わる以下の 3 つのタスクを設定しています。 
タスク A：物質移行試験 
タスク B：処分技術の実証と体系化 
タスク C：実規模の人工バリアシステム解体試験 

具体的には、参加機関による管理委員会を開催するとともに、タスク A では、250m 西立坑側

第１ボーリング横坑（図 2 参照）から掘削したボーリング孔を利用し、声問層を対象とした物

質移行モデルの構築に必要となる走向傾斜や透水性、割れ目同士の連結性に関する情報を整理

するとともに、トレーサー試験などを実施します。タスク B では、500m 調査坑道における原

位置調査に先立ち、断層/割れ目からの湧水や掘削損傷領域の発達を予測するための解析を行う

とともに、原位置調査で取得すべきデータの検討を行います。また、廃棄体・人工バリアの定

置、坑道の閉鎖、廃棄体の回収など、一連の操業技術の実証に向けて、埋め戻し材や止水プラ

グの材料特性の検討などを行います。タスク C では、人工バリア性能確認試験でこれまで取得

してきた情報をもとに、解体調査で取得する試料の配置や分析方法など、解体調査の具体化に

取り組みます。さらに、参加機関の理解促進のための現場状況の確認や、研究成果の取りまと

め方針などについて議論することを目的としたタスク会合を実施します。 
HIP での活動については、活動状況や参加機関が地下施設を訪問した場合の対応状況などにつ

いてホームページで適宜、情報発信を行います。 

○クレイクラブ（Clay Club）*14 
様々な粘土質媒体の特性の比較、粘土の物性・挙動や地下施設で実施される試験などに関する

情報交換など 

〇環太平洋地域における地下研究施設（URL）を活用した国際協力*15 

各機関が課題とするテーマについて情報交換、解析技術の検討など 
 
上記の他、国外の研究機関などとの研究協力や地下施設における原位置試験などに関わる情報

交換を進めます。  

 
*14：Clay Clubは、経済協力開発機構/原子力機関（OECD/NEA）の放射性廃棄物管理委員会（RWMC）・セーフティケ

ース統合グループ（IGSC）の下で実施されているプロジェクトのひとつです。地層処分の実施・規制・研究機関

などにより組織され、様々な粘土質媒体の特性の比較、粘土の物性・挙動や地下施設で実施される試験などに関

する技術的かつ科学的情報の交換に加えて、サイト特性調査技術の詳細な評価も実施しています。 

*15：環太平洋地域における地下研究施設（URL）を活用した国際協力に関する枠組みです。参加機関は、原子力機

構の他、オーストラリア連邦科学産業研究機構（CSIRO、オーストラリア）、工業技術研究院（ITRI、台湾）、韓

国原子力研究所（KAERI、韓国）、サンディア国立研究所（SNL、米国）です。 
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12.  用語集 
【英数字】 

DECOVALEX（デコバレックス） 
DEvelopment of COupled models and their VALidation against EXperiments（連成モデル

の開発とその実験結果との検証）の略称で、地層処分システムの性能評価において重要な課題

のひとつである熱－水理－力学－化学連成挙動モデルの開発・確証を目的とした国際共同研究

です。 

 
【あ行】 

移流 

本計画書では、物質が地下水の流れによって移動する現象を指します。 

ウラニン 

黄緑色の蛍光染料で、フルオレセインナトリウムとも言います。化学式は C20H10Na2O5であ

らわされます。トレーサー試薬としての利用のほか、入浴剤の着色料などとしても利用されて

います。 

オーバーパック 

人工バリアの構成要素のひとつです。ガラス固化体を包み込み、ガラス固化体に地下水が接

触することを防止し、地圧などの外力からガラス固化体を保護する容器のことを言います。候

補材料は炭素鋼などの金属です。 

 
【か行】 

回収可能性 

地層処分において、処分坑道に放射性廃棄物を埋設した後においても、処分場の閉鎖までの

間に何らかの理由でその取り出しが望まれた場合に、それを取り出し、搬出する一連の行為が

実現可能であることを言います。 

回収方法 

地層処分において、処分坑道に放射性廃棄物を埋設した後においても、何らかの理由でその

搬出が望まれた場合にそれを搬出することを回収と言います。その回収方法として、機械的方

法や高水圧などを利用して埋め戻し材を除去する方法が想定されています。 

化石海水 

地層の堆積時に地層中に取り込まれた海水が地質学的な長い時間をかけて変質した古海水の

ことです。化石海水が存在する場所は、地下水の流れが非常に遅いと考えられ、物質の移動が

非常に遅く地層処分に適した場所と考えられます。 

緩衝材流出・侵入現象 

緩衝材が地下水の流れによって流される現象を流出現象、緩衝材に含まれる粘土が膨潤する

ことで割れ目などの隙間に侵入する現象を侵入現象と呼びます。 

乾燥密度 

乾燥密度とは、ある体積に含まれる土粒子のみの質量を考えた場合の密度のことを言います。 

希土類元素 

希土類元素は、原子番号 21 のスカンジウム（Sc）と 39 のイットリウム（Y）に、原子番号

57 のランタン（La）から 71 のルテチウム（Lu）までの 15 元素を合わせた 17 元素の総称で

す。レアアースとも呼ばれます。希土類元素は、高レベル放射性廃棄物に含まれる放射性核種

と同様の化学的性質を示すことから、希土類元素を用いた試験を行うことにより、高レベル放

射性廃棄物に含まれる放射性核種の移行挙動などを推測することができます。 
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掘削損傷領域 

本計画書における掘削損傷領域とは、岩盤が掘削により損傷した領域のことで、坑道の周り

に形成されます。具体的には、地下空洞掘削時の周辺岩盤に生じる応力集中の影響で坑道周辺

岩盤に割れ目が発達することにより、岩盤の変形特性が変化したり透水性が増大したりします。

また、空気の侵入により地下水の酸化などの化学的な変化が生じます。なお、掘削損傷領域を

含むより広い領域で坑道への地下水排水などにより地下水の水圧や岩盤に作用する力が変化す

る領域のことを掘削擾乱領域と言い、掘削擾乱領域では坑道埋め戻し後、変化した地下水圧な

どが元の状態に回復すると想定されます。掘削損傷領域および掘削擾乱領域は、広義に掘削影

響領域と表現されます。 

原位置試験 

地下で採取された試料を用いて行う室内試験に対して、実際の地下環境下で行う試験のこと

です。 

減熱過程 

人工バリアを構成するガラス固化体は、ピットに設置した当初は発熱しており、時間の経過

とともに発熱量が低下し、温度が下がっていきます。このような温度が下がっていく段階を、

本計画書では減熱過程と言います。発熱している段階（加熱過程）では、緩衝材の外側は地下

水の浸潤にともなって飽和度が上昇しますが、緩衝材の内側は発熱の影響により飽和度は低下

します。減熱過程に入り、温度が下がれば地下水が緩衝材に入りやすくなり、時間の経過とと

もに緩衝材の内側まで地下水が浸潤します。このような熱と地下水の浸潤という同時並行的に

生じる現象を原位置試験で再現するために、人工バリア性能確認試験では加熱過程、減熱過程

の試験を行っています。 

高精度傾斜計 

通常の傾斜計が測定できるのは 3,600 分の 1°程度であるのに対し、約 1 億分の 6°の傾斜量を

計測することができる非常に計測精度の高い傾斜計です。微小な地殻変動を捉えるために用い

ます。 

坑道スケール 

実際の処分場では、地下深くに多数の坑道が掘削されます。これらの坑道の配置を検討する

ために必要な評価範囲（数百 m 程度）のことを指します。 

国際原子力人材育成イニシアティブ事業 

文部科学省による原子力分野の幅広い人材育成を目的とした公募事業で、東京工業大学、東

北大学、北海道大学などが令和 2 年度から令和 8 年度まで実施するものです。 
参考 
文部科学省 

https://www.mext.go.jp/b_menu/boshu/detail/1419734_00001.htm 
実習について（ANEC 北海道大学拠点） 

令和 5 年度：https://caren.eng.hokudai.ac.jp/anec/event/1587/ 
令和 4 年度：https://caren.eng.hokudai.ac.jp/anec/event/391/ 
令和 3 年度：https://caren.eng.hokudai.ac.jp/anec/event/369/ 

国際交流施設 

国内外の研究者の交流活動の拠点および地域の方々との交流を目的とした施設です。 
https://www.jaea.go.jp/04/horonobe/kokusai/introduction/introduction.html 

コロイド 

大きさが 1 nm～1 µm の粒子が水などの液体中に浮遊し、容易に沈まない状態を指します。

コロイドが地層中の放射性核種の移行に影響を及ぼす可能性が指摘されています。 
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【さ行】 

酸化還元電位 

地下水の酸化還元状態を表します。酸化還元電位が低い地下水ほど含まれる酸素が少なく還

元状態であることを表します。 

支保（工） 

地下空間の安定を保つために設ける、ロックボルト、鉄骨、コンクリートの壁などの構造物

です。 

収着 

地下水中に存在する元素が、岩盤などに取り込まれる現象です。 

処分概念オプション 

幌延深地層研究計画における処分概念オプションとは、地下深くの岩盤中に高レベル放射性

廃棄物を埋設するという、地層処分の概念を実現するための色々な方法のことです。例えば、

廃棄体や人工バリアを竪置きにするのか横置きにするのか、人工バリアのひとつである緩衝材

をブロックで積み上げるのか現場で固めるのか、といった処分方法、埋め戻し方法の違いおよ

び搬送定置・回収方法などについての選択肢のことを指します。 

人工バリア 

ガラス固化体、オーバーパックおよび緩衝材からなる地層処分システムの構成要素のことで、

高レベル放射性廃棄物が人間の生活環境に影響を及ぼさないようにする障壁として、人工的に

形成するものです。 

水圧擾乱試験 

注水により断層内の水圧を上昇させ、断層の剛性（変形しにくさ）や強度（破壊しにくさ）

を低下させることにより、断層をずらす試験のことを指します。 

水理学的連結性 

地下水の流れを評価する上で、断層や割れ目の中の隙間のつながり具合を水理学的連結性と

言います。岩盤の中には、大小さまざまな断層や割れ目が存在し、これらは独立して存在した

り、他とつながって存在したりします。岩盤の中での地下水の流路は、断層や割れ目内の隙間

が主なものですが、その隙間が二次元的あるいは三次元的に広くつながっている場合には、水

理学的連結性が高いと表現します。一方、断層や割れ目内の隙間が一部でしかつながってない

場合は、水理学的連結性が低いと表現します。 

水理地質構造モデル 

地質構造の分布や形状に合わせて透水係数などの水理学的なデータを与えて、岩盤の水理特

性を二次元的または三次元的な図や数式などを用いて表現したものです。 

スクリュー工法 

本計画書では、埋め戻し材をスクリューコンベアを用いて充填する工法を指します。 

 
【た行】 

堆積岩の緩衝能力 

本計画書では、地殻変動（地震など）の影響により擾乱を受けた断層や割れ目の透水特性が、

その岩盤の力学状態に応じて一定の範囲に留まろうとする能力、あるいは時間経過とともに元

の状態に戻ろうとする能力のことを指します。 

ダクティリティインデックス（DI） 

岩石の強度・応力状態を示すために新たに定義した指標であり、この値が高いほど、岩石は

見かけ上、やわらかくなります。岩盤にかかる平均有効応力（岩石に実際にかかる平均的な負

荷応力）をその健岩部の引張強度（岩石の引っ張り破壊に対する強度）で除した値で定義され

ます。 
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多相流解析 

岩盤中を流れる流体の流動シミュレーションにおいて、水の流れだけではなく、空気や蒸気

などの気相の流動も考慮した解析のことです。 

多連接坑道 

互いに近接して平行に掘削される複数の坑道のことです。処分場では廃棄体を設置するため

の多数の坑道を平行に掘削する坑道配置が考えられています。 

弾性波 

岩盤の中を伝わる振動のことを指します。地震など自然に発生する振動や岩盤を叩くなどし

て人工的に与えた振動が伝わる速度を弾性波速度と呼び、これは岩盤の状態によって変化しま

す。様々な場所での弾性波速度の分布を調べることにより坑道周辺の岩盤の状態を知ることが

できます。 

中性化 

大気中の二酸化炭素とコンクリート中の水酸化カルシウムなどの成分が反応し、コンクリー

ト中の細孔溶液の pH が低下する現象です。中性化が進むとコンクリート中の鉄筋が腐食しやす

くなり、鉄筋が腐食することでコンクリートのひび割れなどが発生し、コンクリート構造物の

劣化が進みます。 

透水性 

岩盤の水の通しやすさのことです。透水性を表す指標として透水係数が用いられます。透水

係数：k は、以下の式で定義され、単位は長さ/時間（m/s）となります。 
Q=kAh/l 

ここで、Q：流量（m3/s）、A：断面積（m2）、h：水圧差（m）、l：長さ（m）を表します。 
トモグラフィ 

トモグラフィ調査は、調査対象範囲内の物性値（速度、比抵抗など）の分布を断面として可

視化する物理探査手法です。 

トレーサー 

本計画書では、地下水中に溶存する物質が地層中を移行する際の経路や収着・拡散といった

挙動などを調査するために、地下水に添加する物質をトレーサーと呼びます。幌延深地層研究

計画では、トレーサーとしてウラニン（蛍光染料）やヨウ素などを用いています。これらは、

いずれも放射性物質ではありません。なお、幌延深地層研究計画では放射性のトレーサーを用

いた試験を行うことはありません。 

【な行】 

熱－水理－力学－化学連成現象 

地下環境に設置された廃棄体の周辺の緩衝材や岩盤で、廃棄体からの熱、地下水の流れ、緩

衝材が膨潤することによって発生する応力や岩盤に作用する応力、地下水と鉱物の反応などに

よる化学的な変化などが複合的に生じる現象です。 

【は行】 

暴露試験 

材料および製品を特定の環境に暴露し、その環境における材料や製品の化学的性質・物理的

性質および性能の変化を調査する試験です。 

ピットスケール 

廃棄体および人工バリアを垂直に設置する竪置き方式の場合には、処分坑道に多数のピット

（処分孔）が掘削されます。これらのピットの配置を検討するために必要な評価範囲（数十 m
程度）のことを指します。 
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地下水の酸化還元状態を表します。酸化還元電位が低い地下水ほど含まれる酸素が少なく還

元状態であることを表します。 

支保（工） 

地下空間の安定を保つために設ける、ロックボルト、鉄骨、コンクリートの壁などの構造物

です。 

収着 

地下水中に存在する元素が、岩盤などに取り込まれる現象です。 

処分概念オプション 

幌延深地層研究計画における処分概念オプションとは、地下深くの岩盤中に高レベル放射性

廃棄物を埋設するという、地層処分の概念を実現するための色々な方法のことです。例えば、

廃棄体や人工バリアを竪置きにするのか横置きにするのか、人工バリアのひとつである緩衝材

をブロックで積み上げるのか現場で固めるのか、といった処分方法、埋め戻し方法の違いおよ

び搬送定置・回収方法などについての選択肢のことを指します。 

人工バリア 

ガラス固化体、オーバーパックおよび緩衝材からなる地層処分システムの構成要素のことで、

高レベル放射性廃棄物が人間の生活環境に影響を及ぼさないようにする障壁として、人工的に

形成するものです。 

水圧擾乱試験 

注水により断層内の水圧を上昇させ、断層の剛性（変形しにくさ）や強度（破壊しにくさ）

を低下させることにより、断層をずらす試験のことを指します。 

水理学的連結性 

地下水の流れを評価する上で、断層や割れ目の中の隙間のつながり具合を水理学的連結性と

言います。岩盤の中には、大小さまざまな断層や割れ目が存在し、これらは独立して存在した

り、他とつながって存在したりします。岩盤の中での地下水の流路は、断層や割れ目内の隙間

が主なものですが、その隙間が二次元的あるいは三次元的に広くつながっている場合には、水

理学的連結性が高いと表現します。一方、断層や割れ目内の隙間が一部でしかつながってない

場合は、水理学的連結性が低いと表現します。 

水理地質構造モデル 

地質構造の分布や形状に合わせて透水係数などの水理学的なデータを与えて、岩盤の水理特

性を二次元的または三次元的な図や数式などを用いて表現したものです。 

スクリュー工法 

本計画書では、埋め戻し材をスクリューコンベアを用いて充填する工法を指します。 

 
【た行】 

堆積岩の緩衝能力 

本計画書では、地殻変動（地震など）の影響により擾乱を受けた断層や割れ目の透水特性が、

その岩盤の力学状態に応じて一定の範囲に留まろうとする能力、あるいは時間経過とともに元

の状態に戻ろうとする能力のことを指します。 

ダクティリティインデックス（DI） 

岩石の強度・応力状態を示すために新たに定義した指標であり、この値が高いほど、岩石は

見かけ上、やわらかくなります。岩盤にかかる平均有効応力（岩石に実際にかかる平均的な負

荷応力）をその健岩部の引張強度（岩石の引っ張り破壊に対する強度）で除した値で定義され

ます。 

JAEA-Review 2024-033

- 51 -



 

比抵抗 

岩石の電気の流れにくさを表すもので、一般的には、粘土やシルト岩などは比抵抗が低く（電

気が流れやすく）、頁岩や泥岩などは特に低い比抵抗を示す傾向があります。また、砂・礫混

じりの地層は比抵抗が高い（電気が流れにくい）傾向があります。 

品質保証体系 

本計画書では、緩衝材や埋め戻し材に要求される性能を満足することを示す方法を品質保証

としており、その緩衝材や埋め戻し材を設計・施工する過程までを含めた品質保証の枠組みを

品質保証体系としています。 

分散 

水の流れに乗って物質が媒体を移動する場合、その媒体の構成物質の不均質性と構成物質と

水の間に生じる摩擦などによって、物質の移動速度に違いが生じます。その結果、物質が空間

的に広がり、濃度が低下します。このようなプロセスは一般的に「機械的分散」と呼ばれます

が、本計画書では単に「分散」と表現しています。 

ベントナイト 

モンモリロナイトを主成分とする粘土の一種です。地層処分では、緩衝材や処分坑道の埋め

戻し材の原料として用いられ、ベントナイトの膨潤により緩衝材の透水性が低下し、放射性核

種が緩衝材に吸着され、移行を抑制する効果があります。 

防爆仕様 

可燃性ガスが存在または存在する恐れのある場所で電気設備を設置または使用する場合、電

気設備が原因となって生ずる爆発や火災などを防止するために、火花などが発生してもガスに

引火しないようになっている構造です。 

膨出 

緩衝材と埋め戻し材に含まれるベントナイトの割合は、緩衝材の方が大きいため、緩衝材の

方が地下水と接触した際に膨らむ力が大きくなります。このため、緩衝材と埋め戻し材の境界

面では緩衝材が埋め戻し材側に膨らんでいきます。この現象を本計画書では膨出と呼びます。

緩衝材が埋め戻し材側に膨らんでいくことにより、部分的に緩衝材の密度が小さくなり、期待

する性能が損なわれる可能性も想定されます。 

膨潤 

ベントナイトは水と接触すると水を吸って膨らむ性質があり、この現象を本計画書では膨潤

と言います。膨潤しようとするベントナイトを膨らまないように拘束した時に発生する圧力を

膨潤圧と言います。 

飽和度 

土や岩盤などの間隙に含まれる水の体積と間隙の体積との比を表す値です。 

【ま行】 

水みちのつながり方の次元 

地下水の通り道となる隙間同士のつながり具合を表す指標です。隙間同士が互いによくつな

がり、三次元的なネットワークを形成する場合は三次元、隙間同士のつながりが限定的で、一

次元的なチャンネルを形成する場合は一次元となります。 

【や行】 

ゆめ地創館 

幌延深地層研究センターで行われている高レベル放射性廃棄物の地層処分技術に関する研究

開発について、紹介する施設です。 
https://www.jaea.go.jp/04/horonobe/yumechisoukan/index.html 
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【ら行】 

令和 2 年度以降の必須の課題 
「令和 2 年度以降の幌延深地層研究計画」では、以下の 3 つを研究課題として取り組むこと

としており、これらを「令和 2 年度以降の必須の課題」と呼んでいます。 
・実際の地質環境における人工バリアの適用性確認 

・処分概念オプションの実証 

・地殻変動に対する堆積岩の緩衝能力の検証 

  

 

比抵抗 

岩石の電気の流れにくさを表すもので、一般的には、粘土やシルト岩などは比抵抗が低く（電

気が流れやすく）、頁岩や泥岩などは特に低い比抵抗を示す傾向があります。また、砂・礫混

じりの地層は比抵抗が高い（電気が流れにくい）傾向があります。 

品質保証体系 

本計画書では、緩衝材や埋め戻し材に要求される性能を満足することを示す方法を品質保証

としており、その緩衝材や埋め戻し材を設計・施工する過程までを含めた品質保証の枠組みを

品質保証体系としています。 

分散 

水の流れに乗って物質が媒体を移動する場合、その媒体の構成物質の不均質性と構成物質と

水の間に生じる摩擦などによって、物質の移動速度に違いが生じます。その結果、物質が空間

的に広がり、濃度が低下します。このようなプロセスは一般的に「機械的分散」と呼ばれます

が、本計画書では単に「分散」と表現しています。 

ベントナイト 

モンモリロナイトを主成分とする粘土の一種です。地層処分では、緩衝材や処分坑道の埋め

戻し材の原料として用いられ、ベントナイトの膨潤により緩衝材の透水性が低下し、放射性核

種が緩衝材に吸着され、移行を抑制する効果があります。 

防爆仕様 

可燃性ガスが存在または存在する恐れのある場所で電気設備を設置または使用する場合、電

気設備が原因となって生ずる爆発や火災などを防止するために、火花などが発生してもガスに

引火しないようになっている構造です。 

膨出 

緩衝材と埋め戻し材に含まれるベントナイトの割合は、緩衝材の方が大きいため、緩衝材の

方が地下水と接触した際に膨らむ力が大きくなります。このため、緩衝材と埋め戻し材の境界

面では緩衝材が埋め戻し材側に膨らんでいきます。この現象を本計画書では膨出と呼びます。

緩衝材が埋め戻し材側に膨らんでいくことにより、部分的に緩衝材の密度が小さくなり、期待

する性能が損なわれる可能性も想定されます。 

膨潤 

ベントナイトは水と接触すると水を吸って膨らむ性質があり、この現象を本計画書では膨潤

と言います。膨潤しようとするベントナイトを膨らまないように拘束した時に発生する圧力を

膨潤圧と言います。 

飽和度 

土や岩盤などの間隙に含まれる水の体積と間隙の体積との比を表す値です。 

【ま行】 

水みちのつながり方の次元 

地下水の通り道となる隙間同士のつながり具合を表す指標です。隙間同士が互いによくつな

がり、三次元的なネットワークを形成する場合は三次元、隙間同士のつながりが限定的で、一

次元的なチャンネルを形成する場合は一次元となります。 

【や行】 

ゆめ地創館 

幌延深地層研究センターで行われている高レベル放射性廃棄物の地層処分技術に関する研究

開発について、紹介する施設です。 
https://www.jaea.go.jp/04/horonobe/yumechisoukan/index.html 
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置

以
降

の
加

熱
時

か
ら

浸
潤

時
・

減
熱

時
を

模
擬

し
た

現

象
）

に
関

す
る

試
験

を
と

お
し

て
、

設
計

や
連

成
挙

動
評

価
手

法
の

適
用

性
の

確
認

（
人

工
バ

リ
ア

の
解

体
調

査
お

よ
び

緩
衝

材
の

飽
和

度
の

確
認

を
含

む
）

な
ら

び
に

施
工

方
法

な
ど

の
工

学
的

実
現

性
の

例
示

等
を

行

い
、

設
計

、
施

工
お

よ
び

評
価

・
解

析
と

い
っ

た
一

連
の

技
術

に
関

す
る

基
盤
情
報
を
整
備
す
る
 

 
こ

れ
ら

を
と

お
し

て
、

廃
棄

体

埋
設

後
に

お
い

て
、

廃
棄

体
周

辺
で

起
こ

る
現

象
の

理
解

を
深

め
、

安
全

評
価

に
お

い
て

前
提

と
し

て
い

る
環

境
条

件
が

達
成

さ
れ

る
こ

と
確

認
す

る
と

と
も

に
、

そ
の

予
測

技
術

を
確

立
す

る
こ

と
で

、
人

工
バ

リ
ア

の
設

計
に
反
映
す
る
 

③
④
 熱

－
水
－
応

力
－

化
学

連
成

現

象
（

ガ
ラ

ス
固

化

体
設

置
以

降
の

加

熱
時
(
③
)
か

ら
浸

潤
時

・
減

熱
時

(
④
)
を

模
擬

し
た

現
象

）
の

評
価

手

法
（

モ
デ

ル
化

・

解
析

手
法

）
の

確

立
 

④
浸

潤
時

・
減

熱

時
の

デ
ー

タ
を

含

め
、

ガ
ラ

ス
固

化

体
設

置
以

降
の

加

熱
・

注
水

時
か

ら

浸
潤

時
・

減
熱

時

を
全

て
模

擬
し

た

デ
ー

タ
に

基
づ

く

熱
－

水
－

応
力

－

化
学

連
成

現
象

の

モ
デ

ル
の

高
度

化

お
よ

び
浸

潤
時

の

実
際

の
飽

和
度

な

ど
の

確
認

（
解

体

調
査
に
よ
る
）
 

 
 

前
半
の

5
年
程
度
で
実
施
 

体
系

化
し

て
取

り
組

む
課

題
（
(
2)
処

分
概

念
オ

プ
シ

ョ
ン

の
実

証
の

う
ち

人
工

バ
リ

ア
の

定
置

・
品

質
確

認
な

ど
の

方
法
論
に
関
す
る
実
証
試
験
）
で
実
施
 

R
2
 

R
3
 

R
4
 

R
5
 

R
6
 

R
7
 

R
8
 

R
9
 

R
1
0
 

④
-
1
 
注

入
す

る
地

下
水

の
圧

力

や
量

を
増

加
さ

せ
緩

衝
材

に
地

下

水
を

浸
潤

さ
せ

た
場

合
の

デ
ー

タ

（
浸

潤
時

・
減

熱
時

）
を

取
得

、

連
成
モ
デ
ル
の
適
用
性
確
認
 

R
6
は
実
施
し
な
い
 

④
-
1
 
浸
潤
時
・
減
熱
時
の
デ
ー
タ
取
得
・
連
成
モ
デ
ル
の
適
用
性
確
認
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 

緩
衝

材
中

の
温

度
の

低
下

や
緩

衝
材

内
側

の
間

隙
圧

の
低

下
を

確
認
 

発
熱

が
お

さ
ま

っ
た

条
件

で
の

試
験

に
移

行
、

緩
衝

材
中

の
間

隙
圧

の
低

下
を
確
認

発
熱

が
お

さ
ま

っ
た

条
件

で
の

試
験

を
継

続
、

評
価

モ
デ

ル
を

検
証

す
る

た
め

の
デ

ー
タ
取
得

 
 

 
 

国
際

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

（
D
E
C
O
V
A
L
E
X

等
）

に
お

け
る

解

析
コ

ー
ド

間
の

比
較

検
証

、
改

良
・
高
度
化
 

R
6
は
実
施
し
な
い
 

国
際

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

で
の

解
析

コ
ー

ド
間

の
比

較
検

証
、
改
良
・
高
度
化
 

体
系

化
の

中
で

、
情

報
の

不
足

等
が

あ
っ

た
場

合
に

追
加

で
試

験
、
解
析
を
実
施
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 

解
析

モ
デ

ル
や

解
析

条
件

を
設

定
 

各
解

析
コ

ー
ド

に
よ

る
解

析
結

果
の

違
い

を
把
握
 

人
工

バ
リ

ア
性

能
確

認
試

験
を

対
象

と
し

た
比

較
検

証
に
移
行

解
析

コ
ー

ド
間

の
比

較
検

証
に

よ
る

評
価

結
果

を
整

理
 

 
 

 
 

④
-
2
 
人

工
バ

リ
ア

の
解

体
作

業

お
よ

び
緩

衝
材

の
飽

和
度

の
確

認

を
実
施
す
る
 

R
6
は
実
施
し
な
い
 

④
-
2
 
人
工
バ
リ
ア
の
解
体
作
業
、
緩
衝
材
の
飽
和
度
の
確
認
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 

試
験

施
工

で
は

、
埋

め
戻

し

材
、

プ
ラ

グ
、

試
験

孔
、

人
工

バ
リ

ア
を

設
置

、
注

水
開
始
 

試
験

施
工

の
解

体
を

行
い

、
緩

衝
材

の
解

体
方

法
や

模
擬

オ
ー

バ
ー

パ
ッ

ク
の

取
り

出
し

手
法

を
確
認
 

解
体

調
査

計
画

案

（
解

体
作

業
の

方
針

お
よ

び
施

工
手

順
・

サ
ン

プ
リ

ン
グ

方

法
）

の
決

定
 

 
 

 
 

※
1 

本
資

料
は

現
段
階

で
想

定
す

る
ス

ケ
ジ

ュ
ー

ル
で

あ
り

、
年

度
ご

と
に

得
ら

れ
た

研
究

成
果

を
評

価
し

見

直
し
て
い
く
。
 

※
2
 
研
究
の
進
捗
管
理
と
し
て
、
各
年
度
の
成
果
を
各
年
度
の
欄
に
追
記
す
る
。
 

個
別
の

要
素

技
術

の
課

題
に

つ
い

て
は

、
期

間
の

前
半

で
実

施
し

、
後

半
は

体
系

化
し

て
取

り
組

む
課

題
（
「
2.
1.
2
坑

道
ス

ケ
ー

ル
～
ピ
ッ
ト
ス
ケ
ー
ル
で
の
調
査
・
設
計
・
評
価
技
術
の
体
系
化
」
）
に
統
合
し
て
実
施
す
る
。
 

「
2
.
1
.
2
坑
道
ス
ケ
ー
ル
～
ピ
ッ
ト
ス
ケ
ー
ル
で
の
調
査
・
設
計
・
評
価
技
術
の
体
系
化
」
を
実
施
す
る
中
で
、
情
報
の
不
足
等

が

あ
っ
た
場
合
に
追
加
で
試
験
や
解
析
を
実
施
す
る
。
 

 
 

令
和

4
年
度
ま
で
に
得
ら
れ
る
成
果

減
熱
過
程
に
お
け
る
 

〇
緩
衝
材
で
生
じ
る
連
成
現
象
の
把
握
 

〇
解
析
用
パ
ラ
メ
ー
タ
の
整
理
 

〇
熱
－
水
理
－
力
学
連
成
解
析
モ
デ
ル
の

適
用
性
の
確
認
 

令
和

9
年
度
ま
で
に
得
ら
れ
る
成
果
 

解
体
調
査
に
お
け
る
 

〇
緩
衝
材
で
生
じ
る
連
成
現
象
の
把
握
 

〇
解
析
用
パ
ラ
メ
ー
タ
の
整
理
 

〇
熱
－
水
理
－
力
学
連
成
解
析
モ
デ
ル
の

適
用
性
の
確
認
 

令
和

5
年
度
ま
で
に
得
ら
れ
る
成
果

〇
各
国
の
解
析
コ
ー
ド
間
の
比
較
検
証
を
通
じ
た
解

析
コ
ー
ド
の
有
効
性
の
確
認
 

令
和

4
年
度
ま
で
に
得
ら
れ
る
成
果
 

○
人
工
バ
リ
ア
の
解
体
作
業
の
方
針
お
よ

び
施
工
手
順
・
方
法
の
決
定
 

令
和

9
年
度
ま
で
に
得
ら
れ
る
成
果
 

○
人
工
バ
リ
ア
周
辺
に
お
け
る
連
成
現
象

の
実
デ
ー
タ
の
取
得
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 1.
2 

物
質
移
行

試
験

 
目

的
・
背

景
・
必

要
性
・

意
義
 

課
題
 

R
2
以

降
の

課
題
 

R
2
以

降
の
実

施
内

容
R
6
の

実
施
内

容
 

研
究

期
間
 

前
半
 

後
半
 

 
幌

延
地

域
に

分
布

す
る

泥
岩

は
断

層

等
の

構
造

性
の

割
れ

目
が

分
布

す
る

こ
と

が
知

ら
れ

て
い

る
た

め
、

岩
盤

基
質

部
（

＝
健

岩
部

）
に

お
け

る
拡

散
お

よ
び

割
れ

目
（

掘
削

損
傷

領
域

な
ど

の
人

為
的

な
割

れ
目

も
含

む
）

を
介

し
た

移
流

・
分

散
が

主
要

な
移

行
経
路
や
形
態
と
し
て
考
え
ら
れ
る

 
有

機
物

・
微

生
物

・
コ

ロ
イ

ド
等

が
、

物
質

の
移

行
に

影
響

を
及

ぼ
す

こ
と
が
考
え
ら
れ
る
 

 
し

た
が

っ
て

、
割

れ
目

を
有

す
る

堆

積
岩

で
の

物
質

移
行

経
路

や
形

態
と

物
質

移
行

に
与

え
る

要
因

（
有

機

物
・

微
生

物
・

コ
ロ

イ
ド

等
）

を
総

合
的
に
評
価
す
る
こ
と
が
必
要
 

 
そ

の
た

め
に

、
幌

延
の

泥
岩

を
事

例

と
し

て
、

岩
盤

基
質

部
（

＝
健

岩

部
）

お
よ

び
割

れ
目

の
双

方
を

対
象

と
し

た
原

位
置

ト
レ

ー
サ

ー
試

験
等

を
実

施
し

、
そ

れ
ぞ

れ
の

構
造

の
物

質
移

行
特

性
評

価
手

法
を

構
築

す
る

こ
と
が
重
要
 

 
世

界
的

に
も

事
例

が
少

な
い

泥
岩

中

の
割

れ
目

を
対

象
と

し
た

ト
レ

ー
サ

ー
試

験
手

法
を

確
立

す
る

こ
と

も
重

要
 

 
あ

わ
せ

て
、

有
機

物
・

微
生

物
・

コ

ロ
イ

ド
等

が
、

物
質

の
移

行
に

及
ぼ

す
影
響
を
把
握
す
る
こ
と
が
重
要
 

①
 
岩

盤
基

質
部

（
＝

健
岩

部
）

を

対
象

と
し

た
物

質

移
行

特
性

（
物

質

の
移

動
速

度
や

岩

盤
へ

の
く

っ
つ

き

や
す

さ
等

）
の

評

価
手
法
の
検
証
 

 ②
 
割
れ
目
を
対
象

と
し

た
物

質
移

行

特
性

（
物

質
の

移

動
速

度
や

岩
盤

へ

の
く

っ
つ

き
や

す

さ
等

）
の

評
価

手

法
の
検
証
 

 ③
 
泥
岩
中
の
割
れ

目
を

対
象

と
し

た

ト
レ

ー
サ

ー
試

験

手
法
の
検
証
 

 ④
 
掘
削
損
傷
領
域

な
ど

の
人

為
的

な

割
れ

目
を

対
象

と

し
た

物
質

移
行

特

性
（

物
質

の
移

動

速
度

や
岩

盤
へ

の

く
っ

つ
き

や
す

さ

等
）

の
評

価
手

法

の
検
証
 

 ⑤
 
有
機
物
・
微
生

物
・

コ
ロ

イ
ド

等

が
、

物
質

の
移

行

に
及

ぼ
す

影
響

を

把
握
 

 ⑥
 
割
れ
目
を
有
す

る
堆

積
岩

で
の

物

質
移

行
特

性
の

総

合
的

な
評

価
手

法

の
確
立
 

 
確

立
し

た
試

験
手

法
を

用
い

て

掘
削

損
傷

領
域

で
の

物
質

移
行

に

関
す

る
デ

ー
タ

取
得

を
実

施
す

る

と
と

も
に

、
有

機
物

や
微

生
物

が

放
射

性
物

質
を

取
り

込
ん

で
移

動

す
る

影
響

が
限

定
的

で
あ

る
こ

と

を
確

認
す

る
。

ま
た

、
物

質
移

行

評
価

手
法

の
高

度
化

す
る

た
め

以

下
を
実
施
 

 ④
 
確

立
し

た
ト

レ
ー

サ
ー

試
験

手
法

を
用

い
た

掘
削

損
傷

領
域

で

の
物

質
移

行
に

関
す

る
デ

ー
タ

取

得
 

 

前
半
の

5
年
程
度
で
実
施
 

体
系

化
し

て
取

り
組

む
課

題
（
(
2)
処

分
概

念
オ

プ
シ

ョ

ン
の

実
証

の
う

ち
人

工
バ

リ
ア

の
定

置
・

品
質

確
認

な
ど

の
方
法
論
に
関
す
る
実
証
試
験
）
で
実
施
 

R
2
 

R
3
 

R
4
 

R
5
 

R
6
 

R
7
 

R
8
 

R
9
 

R
1
0
 

④
 
掘
削
損
傷
領
域

の
物

質
移

行
の

評

価
手
法
の
確
立
 

④
 掘

削
損
傷
領
域
に
お
け
る
モ
デ
ル

化
／

解
析

評
価

手
法

の
取

り
ま

と

め
 

④
 
掘
削
損
傷
領
域
の
物
質
移
行
の
評
価
手
法
の
確
立

体
系

化
の

中
で

、
情

報
の

不
足

等
が

あ
っ

た
場

合

に
追
加
で
試
験
、
解
析
を
実
施
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 

掘
削

損
傷

領
域

の
水

理
・

物
質

移
行

特
性

を
評

価
す

る
た

め
の

デ
ー

タ
を

取
得
 

掘
削

損
傷

領
域

の
物

質
移

行
特

性
を

評
価

す
る

た
め

の
デ

ー
タ

を
拡
充
 

掘
削

損
傷

領
域

の
物

質
移

行
特

性
を

評
価

す
る

た
め

の
デ

ー
タ

解
釈
 

掘
削

損
傷

領
域

の
物

質
移

行
特

性
に

つ
い

て
、

解
析

手
法

の
適

用
性

を
確

認
 

 
 

 
 

 

⑤
 
有
機
物
、
微
生

物
、

コ
ロ

イ
ド

の

影
響

を
考

慮
し

た

物
質

移
行

モ
デ

ル

化
手
法
の
高
度
化

⑤
 
有

機
物

、
微

生
物

、
コ

ロ
イ

ド
の

影
響

を
考

慮
し

た
物

質
移

行

試
験
 

⑤
 有

機
物
・
微
生
物
・
コ
ロ
イ
ド
が

核
種

移
行

に
及

ぼ
す

影
響

の
現

象

理
解

の
継

続
、

原
位

置
ト

レ
ー

サ

ー
試

験
の

継
続

、
評

価
方

法
の

取

り
ま
と
め
 

⑤
 

有
機

物
、

微
生

物
、

コ
ロ

イ
ド

の
影

響
を

考
慮

し
た

物
質

移
行
モ
デ
ル
化
手
法
の
高
度
化
 

体
系

化
の

中
で

、
情

報
の

不
足

等
が

あ
っ

た
場

合

に
追
加
で
試
験
、
解
析
を
実
施
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 

室
内

試
験

デ
ー

タ
(地

下
水

中
の

有
機

物
の

サ
イ

ズ
分

布
等
)
を

取

得
 

原
位

置
試

験
の

準
備

と
し

て
試

験
孔

の
掘

削
・

装
置

を
設

置
、

基
礎

デ
ー

タ
を
取
得

室
内

試
験

デ
ー

タ

（
コ

ロ
イ

ド
へ

の
元

素
収

着
）

を
取

得
、

原
位

置
ト

レ
ー

サ
ー

試
験

に
着

手
 

原
位

置
試

験
で

地
下

水
中

に
添

加
し

た
ト

レ
ー

サ
ー

の
濃

度
変

化
を
確
認

 
 

 
 

 

⑥
 
割
れ
目
を
有
す

る
堆

積
岩

で
の

物

質
移

行
特

性
の

総

合
的

な
評

価
手

法

の
確
立
 

⑥
 
割

れ
目

を
有

す
る

堆
積

岩
を

対
象

と
し

た
掘

削
損

傷
領

域
を

含

む
ブ

ロ
ッ

ク
ス

ケ
ー

ル
（

数
m
～

1
0
0
m
規
模
）
に
お
け
る
遅
延
性
能

評
価
手
法
の
整
備
 

⑥
 声

問
層
に
お
け
る
ト
レ
ー
サ
ー
試

験
装

置
の

適
用

性
の

確
認

お
よ

び

稚
内

層
深

部
を

事
例

と
し

た
ブ

ロ

ッ
ク

ス
ケ

ー
ル

の
評

価
手

法
の

取

り
ま
と
め
。
 

⑥
 
ブ
ロ
ッ
ク
ス
ケ
ー
ル
（
数

m
～
1
0
0
m
規
模
）
に
お
け
る
遅

延
性
能
評
価
手
法
の
整
備
 

体
系

化
の

中
で

、
情

報
の

不
足

等
が

あ
っ

た
場

合
に

追
加
で
試
験
、
解
析
を
実
施
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 

原
位

置
試

験
の

準
備

作
業

と
し

て
、

物
質

移
行

試
験

装
置

を
設

置
 

稚
内

層
深

部
の

断
層

の
物

質
移

行
経

路
の

連
続

性
に

つ
い

て
デ

ー
タ
取
得

声
問

層
の

物
質

移
行

特
性

を
取

得
す

る
た

め
の

ボ
ー

リ
ン

グ
掘

削
に
着
手

声
問

層
で

関

連
デ

ー
タ

を

取
得

。
稚

内

層
深

部
に

お

い
て

、
解

析

手
法

の
適

用

性
を
確
認
 

 
 

 
 

 

※
1
 
本
資
料
は
現
段
階
で
想
定
す
る
ス
ケ
ジ
ュ
ー
ル
で
あ
り
、
年
度
ご
と
に
得
ら
れ
た
研
究
成
果
を
評
価
し

見

直
し
て
い
く
。
 

※
2
 
研
究
の
進
捗
管
理
と
し
て
、
各
年
度
の
成
果
を
各
年
度
の
欄
に
追
記
す
る
。
 

 
個

別
の
要

素
技
術

の
課

題
に
つ

い
て
は

、
期

間
の
前

半
で
実

施
し

、
後
半

は
体
系

化
し

て
取
り

組
む
課

題
（
「
2.
1
.
2
坑

道
ス

ケ
ー

ル
～
ピ
ッ
ト
ス
ケ
ー
ル
で
の
調
査
・
設
計
・
評
価
技
術
の
体
系
化
」
）
に
統
合
し
て
実
施
す
る
。
 

 
「
2
.
1
.
2
坑
道
ス
ケ
ー
ル
～
ピ
ッ
ト
ス
ケ
ー
ル
で
の
調
査
・
設
計
・
評
価
技
術
の
体
系
化
」
を
実
施
す
る
中
で
、
情
報
の
不
足
等
が

あ
っ
た
場
合
に
追
加
で
試
験
や
解
析
を
実
施
す
る
。
 

令
和

6
年
度
ま
で
に
得
ら
れ
る
成
果
 

〇
原
位
置
試
験
デ
ー
タ
（
非
収
着
性
/
収
着

性
ト
レ
ー
サ
ー
）
の
取
得
 

〇
幌
延
を
事
例
と
し
た
ブ
ロ
ッ
ク
ス
ケ
ー

ル
の
評
価
手
法
の
提
示
 

令
和

6
年
度
ま
で
に
得
ら
れ
る
成
果
 

〇
原

位
置
試

験
デ
ー
タ

（
非

収
着

性
/
収

着
性
ト
レ
ー
サ
ー
）
の
取
得
 

〇
E
D
Z
に
お
け
る
モ
デ
ル
化
/
解
析
評
価

手
法
の
提
示

 

令
和

6
年
度
ま
で
に
得
ら
れ
る
成
果
 

〇
室
内
試
験
デ
ー
タ
の
拡
充
 

〇
有
機
物
・
微
生
物
・
コ
ロ
イ
ド
の
影
響
を

考
慮
し
た
物
質
移
行
モ
デ
ル
の
提
示
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 2.
1 

人
工
バ
リ

ア
の

定
置

・
品

質
確

認
な

ど
の

方
法

論
に

関
す

る
実

証
試

験
 

2.
1.

1 
操
業

・
回

収
技

術
等

の
技

術
オ

プ
シ

ョ
ン

の
実

証
、

閉
鎖

技
術

の
実

証
 

目
的

・
背

景
・
必

要
性
・

意
義
 

課
題
 

R
2
以

降
の

課
題
 

R
2
以

降
の
実

施

内
容
 

R
6
の

実
施
内

容
 

研
究

期
間
 

前
半
 

後
半
 

 
処

分
場

の
操

業
（

廃
棄

体
の

搬
送

定

置
・

回
収

、
処

分
場

の
閉

鎖
を

含

む
）

に
関

わ
る

人
工

バ
リ

ア
の

搬

送
・

定
置

方
式

な
ど

の
工

学
技

術
の

実
現

性
、

人
工

バ
リ

ア
の

回
収

技
術

の
実

証
を

目
的

と
し

て
、

幌
延

の
地

下
施

設
を

事
例

に
、

原
位

置
試

験
を

実
施

し
、

人
工

バ
リ

ア
の

搬
送

定

置
・

回
収

技
術

お
よ

び
閉

鎖
技

術
を

実
証
す
る
 

①
 
処

分
場

の
操

業
（

廃
棄

体
の

搬

送
定

置
・

回
収

、

処
分

場
の

閉
鎖

を

含
む

）
に

関
わ

る

人
工

バ
リ

ア
の

搬

送
・

定
置

方
式

な

ど
の

工
学

技
術

の

実
現

性
、

人
工

バ

リ
ア

の
回

収
技

術

の
実
証
 

 ②
 
個

別
の

要
素

技
術
の
実
証
試
験
 

 ③
 

埋
め

戻
し

材
、

プ
ラ

グ
に

関

す
る

設
計

手
法

、

製
作

・
施

工
お

よ

び
品

質
管

理
手

法

の
確
立
 

①
②

③
 
操

業
・

回
収

技
術

な
ど

の

技
術

オ
プ

シ
ョ

ン

の
実

証
、

閉
鎖

技

術
の
実
証
 

注
入

す
る

地
下

水
の

圧
力

や
量

を
増

加
さ

せ
、

緩
衝

材

に
十

分
に

水
を

浸
潤

さ
せ

た

状
態

を
確

保
し

て
施

工
方

法

（
締

固
め

、
ブ

ロ
ッ

ク
方

式

等
）

の
違

い
に

よ
る

緩
衝

材

の
品

質
の

違
い

を
把

握
す

る
。

ま
た

、
埋

め
戻

し
方

法

（
プ
ラ
グ

の
有

無
等
）
・

回
収

方
法

に
よ

る
埋

め
戻

し
材

の

品
質
の
違
い
を
把
握
す
る
。

 ①
 
搬
送
定
置
・
回
収
技
術
の

実
証

（
緩

衝
材

や
埋

め
戻

し

材
の

状
態

に
応

じ
た

除
去

技

術
の

技
術

オ
プ

シ
ョ

ン
の

整

理
、

回
収

容
易

性
を

考
慮

し

た
概

念
オ

プ
シ

ョ
ン

提
示

、

回
収

維
持

の
影

響
に

関
す

る

品
質
評
価
手
法
の
提
示
）
 

 

前
半
の

5
年
程
度
で
実
施
 

体
系

化
し

て
取

り
組

む
課

題
（
(2
)
処

分
概

念
オ

プ
シ

ョ
ン

の

実
証

の
う

ち
人

工
バ

リ
ア

の
定

置
・

品
質

確
認

な
ど

の
方

法

論
に
関
す
る
実
証
試
験
）
で
実
施
 

R
2
 

R
3
 

R
4
 

R
5
 

R
6
 

R
7
 

R
8
 

R
9
 

R
1
0
 

①
 
支

保
部

材
の

経
年

劣
化

お
よ

び
坑

道
掘

削
・

閉
鎖
後

の
地

質
環

境
変

化
に

関
す
る
事
象
に
つ
い
て
取
り
ま
と
め

①
 
搬
送
定
置
・
回
収
技
術
の
実
証

体
系
化
の
中
で
、
情

報
の
不
足
等
が
あ
っ

た
場
合
に
追

加
で
試
験
、
解
析
を
実
施
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
地

下
環

境
で

の
コ

ン
ク

リ

ー
ト

の
劣

化

に
関

す
る

試

験
を
開
始
 

乾
燥

お
よ

び

湿
潤

条
件

で

約
1
年
間
定
置

し
た

コ
ン

ク

リ
ー

ト
の

中

性
化

の
程

度

の
違

い
を

確

認
 

乾
燥

お
よ

び

湿
潤

条
件

で

約
2
年
間
定
置

し
た

コ
ン

ク

リ
ー

ト
の

中

性
化

の
程

度

の
違

い
等

を

確
認
 

地
下

施
設

に

実
際

に
施

工

さ
れ

て
い

る

低
ア

ル
カ

リ

性
吹

付
け

コ

ン
ク

リ
ー

ト

の
物

性
・

化

学
特

性
デ

ー

タ
を
取
得
 

 
 

 
 

 

②
 
閉
鎖
技
術
（
埋
め
戻
し
方

法
：
プ
ラ
グ
等
）
の
実
証
 

②
 
閉

鎖
シ

ス
テ

ム
（

埋
め

戻
し

材
や

プ
ラ

グ
な

ど
）
に

関
す

る
基

盤
情

報
の

整
備

を
目

的
と
し

た
解

析
検

討
、

室
内

試
験

お
よ

び
原
位

置
試

験
の

継
続

、
取

り
ま
と
め
 

②
 
閉
鎖
技
術
（
埋
め
戻
し
方
法
：
プ
ラ
グ
等
）
の
実
証

体
系
化
の
中
で
、
情

報
の
不
足
等
が
あ
っ

た
場
合
に
追

加
で
試
験
、
解
析
を
実
施
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
閉

鎖
シ

ス
テ

ム
に

関
す

る

基
盤

情
報

の

整
備

を
目

的

と
し

た
解

析

検
討

、
室

内

試
験

、
工

学

規
模

試
験

を

実
施
 

閉
鎖

シ
ス

テ

ム
に

関
す

る

基
盤

情
報

の

整
備

を
目

的

と
し

た
解

析

検
討

・
室

内

試
験

・
原

位

置
試

験
を

実

施
 

閉
鎖

シ
ス

テ

ム
に

関
す

る

基
盤

情
報

の

整
備

を
目

的

と
し

た
解

析

検
討

・
室

内

試
験

・
原

位

置
試

験
を

実

施
 

閉
鎖

シ
ス

テ

ム
に

関
す

る

基
盤

情
報

の

整
備

を
目

的

と
し

た
解

析

検
討

・
室

内

試
験

・
原

位

置
試

験
を

実

施
 

 
 

 
 

 

③
 
人
工
バ
リ
ア
の
緩
衝
材
と

坑
道

の
埋

め
戻

し
材

の
施

工

方
法

の
違

い
に

係
る

品
質

保

証
体

系
の

構
築

（
(
1
)
実
際

の

地
質

環
境

に
お

け
る

人
工

バ

リ
ア

の
適

用
性

確
認

の
う

ち
、

人
工

バ
リ

ア
性

能
確

認

試
験
と
あ
わ
せ
て
実
施
）
 

③
 
埋

め
戻

し
材

の
施

工
技

術
オ

プ
シ

ョ
ン

の
整

備
に
向

け
た

要
素

試
験

な
ど

の
実

施
お

よ
び
施

工
品

質
な

ど
に

関
す

る
デ
ー
タ
の
取
得
、
取
り
ま
と
め
 

③
 

人
工

バ
リ

ア
の

緩
衝

材
と

坑
道

の
埋

め
戻

し
材

の
施

工
方

法
の

違
い
に
係
る
品
質
保
証
体
系
の
構
築
 

体
系
化
の
中
で
、
情

報
の
不
足
等
が
あ
っ

た
場
合
に
追

加
で
試
験
、
解
析
を
実
施
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
自

然
湧

水
環

境
で

の
緩

衝

材
の

流
出

状

況
を
確
認
 

流
水

量
に

よ

る
影

響
に

着

目
し

た
緩

衝

材
の

流
出

試

験
を
実
施
 

隙
間

へ
の

ケ

イ
砂

充
填

に

よ
る

緩
衝

材

流
出

抑
制

の

効
果
を
確
認

埋
め

戻
し

材

の
各

工
法

に

適
用

可
能

な

材
料

範
囲

や

施
工

品
質

に

関
す

る
デ

ー

タ
を
取
得
 

 
 

 
 

 

※
1
 
本
資
料
は
現
段
階
で
想
定
す
る
ス
ケ
ジ
ュ
ー
ル
で
あ
り
、
年
度
ご
と
に
得
ら
れ
た
研
究
成
果
を
評
価
し

見

直
し
て
い
く
。
 

※
2
 
研
究
の
進
捗
管
理
と
し
て
、
各
年
度
の
成
果
を
各
年
度
の
欄
に
追
記
す
る
。
 

 
個
別
の
要
素
技
術
の
課
題
に
つ
い
て
は
、
期
間
の
前
半
で
実
施
し
、
後
半
は
体
系
化
し
て
取
り
組
む
課
題
（
「
2
.1
.2

坑
道
ス
ケ
ー

ル

～
ピ
ッ
ト
ス
ケ
ー
ル
で
の
調
査
・
設
計
・
評
価
技
術
の
体
系
化
」
）
に
統
合
し
て
実
施
す
る
。
 

 
「
2
.
1
.
2
坑

道
ス
ケ
ー

ル
～

ピ
ッ

ト
ス
ケ
ー

ル
で

の
調

査
・
設
計

・
評

価
技

術
の
体
系

化
」

を
実

施
す
る
中

で
、

情
報

の
不
足

等
が

あ
っ
た
場
合
に
追
加
で
試
験
や
解
析
を
実
施
す
る
。
 

令
和

6
年
度
ま
で
に
得
ら
れ
る
成
果
 

〇
シ
ー
リ
ン
グ
シ
ス
テ
ム
の
長
期
性
能
評
価
に
関
す
る

考
え
方
の
整
理
 

〇
緩
衝
材
の
膨
潤
挙
動
に
影
響
を
与
え
る
事
象
の
整
理
 

〇
止
水
プ
ラ
グ
の
施
工
に
関
す
る
重
要
技
術
の
抽
出
 

〇
E
D
Z
調
査
技
術
の
評
価
・
高
度
化
 

〇
坑
道
内
か
ら
の
ボ
ー
リ
ン
グ
孔
に
対
す
る
シ
ー
リ
ン

グ
技
術
の
整
備
・
実
証
 

令
和

6
年
度
ま
で
に
得
ら
れ
る
成
果
 

〇
緩
衝
材
の
施
工
方
法
に
関
す
る
技
術
オ

プ
シ
ョ
ン
の
実
証
 

〇
坑
道
閉
鎖
に
関
す
る
技
術
オ
プ
シ
ョ
ン

の
実
証
 

令
和

6
年
度
ま
で
に
得
ら
れ
る
成
果
 

〇
実
際
の
地
下
環
境
に
お
け
る
支
保
部
材

の
経
年
変
化
に
係
る
デ
ー
タ
取
得
 

〇
坑
道
掘
削
・
閉
鎖
後
の
地
質
環
境
変
化

に
関
す
る
事
象
の
把
握

 

 

 1.
2 

物
質
移

行
試

験
 

目
的

・
背

景
・
必

要
性
・

意
義
 

課
題
 

R
2
以

降
の

課
題
 

R
2
以

降
の
実

施
内

容
R
6
の

実
施
内

容
 

研
究

期
間
 

前
半
 

後
半
 

 
幌

延
地

域
に

分
布

す
る

泥
岩

は
断

層

等
の

構
造

性
の

割
れ

目
が

分
布

す
る

こ
と

が
知

ら
れ

て
い

る
た

め
、

岩
盤

基
質

部
（

＝
健

岩
部

）
に

お
け

る
拡

散
お

よ
び

割
れ

目
（

掘
削

損
傷

領
域

な
ど

の
人

為
的

な
割

れ
目

も
含

む
）

を
介

し
た

移
流

・
分

散
が

主
要

な
移

行
経
路
や
形
態
と
し
て
考
え
ら
れ
る

 
有

機
物

・
微

生
物

・
コ

ロ
イ

ド
等

が
、

物
質

の
移

行
に

影
響

を
及

ぼ
す

こ
と
が
考
え
ら
れ
る
 

 
し

た
が

っ
て

、
割

れ
目

を
有

す
る

堆

積
岩

で
の

物
質

移
行

経
路

や
形

態
と

物
質

移
行

に
与

え
る

要
因

（
有

機

物
・

微
生

物
・

コ
ロ

イ
ド

等
）

を
総

合
的
に
評
価
す
る
こ
と
が
必
要
 

 
そ

の
た

め
に

、
幌

延
の

泥
岩

を
事

例

と
し

て
、

岩
盤

基
質

部
（

＝
健

岩

部
）

お
よ

び
割

れ
目

の
双

方
を

対
象

と
し

た
原

位
置

ト
レ

ー
サ

ー
試

験
等

を
実

施
し

、
そ

れ
ぞ

れ
の

構
造

の
物

質
移

行
特

性
評

価
手

法
を

構
築

す
る

こ
と
が
重
要
 

 
世

界
的

に
も

事
例

が
少

な
い

泥
岩

中

の
割

れ
目

を
対

象
と

し
た

ト
レ

ー
サ

ー
試

験
手

法
を

確
立

す
る

こ
と

も
重

要
 

 
あ

わ
せ

て
、

有
機

物
・

微
生

物
・

コ

ロ
イ

ド
等

が
、

物
質

の
移

行
に

及
ぼ

す
影
響
を
把
握
す
る
こ
と
が
重
要
 

①
 
岩

盤
基

質
部

（
＝

健
岩

部
）

を

対
象

と
し

た
物

質

移
行

特
性

（
物

質

の
移

動
速

度
や

岩

盤
へ

の
く

っ
つ

き

や
す

さ
等

）
の

評

価
手
法
の
検
証
 

 ②
 
割
れ
目
を
対
象

と
し

た
物

質
移

行

特
性

（
物

質
の

移

動
速

度
や

岩
盤

へ

の
く

っ
つ

き
や

す

さ
等

）
の

評
価

手

法
の
検
証
 

 ③
 
泥
岩
中
の
割
れ

目
を

対
象

と
し

た

ト
レ

ー
サ

ー
試

験

手
法
の
検
証
 

 ④
 
掘
削
損
傷
領
域

な
ど

の
人

為
的

な

割
れ

目
を

対
象

と

し
た

物
質

移
行

特

性
（

物
質

の
移

動

速
度

や
岩

盤
へ

の

く
っ

つ
き

や
す

さ

等
）

の
評

価
手

法

の
検
証
 

 ⑤
 
有
機
物
・
微
生

物
・

コ
ロ

イ
ド

等

が
、

物
質

の
移

行

に
及

ぼ
す

影
響

を

把
握
 

 ⑥
 
割
れ
目
を
有
す

る
堆

積
岩

で
の

物

質
移

行
特

性
の

総

合
的

な
評

価
手

法

の
確
立
 

 
確

立
し

た
試

験
手

法
を

用
い

て

掘
削

損
傷

領
域

で
の

物
質

移
行

に

関
す

る
デ

ー
タ

取
得

を
実

施
す

る

と
と

も
に

、
有

機
物

や
微

生
物

が

放
射

性
物

質
を

取
り

込
ん

で
移

動

す
る

影
響

が
限

定
的

で
あ

る
こ

と

を
確

認
す

る
。

ま
た

、
物

質
移

行

評
価

手
法

の
高

度
化

す
る

た
め

以

下
を
実
施
 

 ④
 
確

立
し

た
ト

レ
ー

サ
ー

試
験

手
法

を
用

い
た

掘
削

損
傷

領
域

で

の
物

質
移

行
に

関
す

る
デ

ー
タ

取

得
 

 

前
半
の

5
年
程
度
で
実
施
 

体
系

化
し

て
取

り
組

む
課

題
（
(
2)
処

分
概

念
オ

プ
シ

ョ

ン
の

実
証

の
う

ち
人

工
バ

リ
ア

の
定

置
・

品
質

確
認

な
ど

の
方
法
論
に
関
す
る
実
証
試
験
）
で
実
施
 

R
2
 

R
3
 

R
4
 

R
5
 

R
6
 

R
7
 

R
8
 

R
9
 

R
1
0
 

④
 
掘
削
損
傷
領
域

の
物

質
移

行
の

評

価
手
法
の
確
立
 

④
 掘

削
損
傷
領
域
に
お
け
る
モ
デ
ル

化
／

解
析

評
価

手
法

の
取

り
ま

と

め
 

④
 
掘
削
損
傷
領
域
の
物
質
移
行
の
評
価
手
法
の
確
立

体
系

化
の

中
で

、
情

報
の

不
足

等
が

あ
っ

た
場

合

に
追
加
で
試
験
、
解
析
を
実
施
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 

掘
削

損
傷

領
域

の
水

理
・

物
質

移
行

特
性

を
評

価
す

る
た

め
の

デ
ー

タ
を

取
得
 

掘
削

損
傷

領
域

の
物

質
移

行
特

性
を

評
価

す
る

た
め

の
デ

ー
タ

を
拡
充
 

掘
削

損
傷

領
域

の
物

質
移

行
特

性
を

評
価

す
る

た
め

の
デ

ー
タ

解
釈
 

掘
削

損
傷

領
域

の
物

質
移

行
特

性
に

つ
い

て
、

解
析

手
法

の
適

用
性

を
確

認
 

 
 

 
 

 

⑤
 
有
機
物
、
微
生

物
、

コ
ロ

イ
ド

の

影
響

を
考

慮
し

た

物
質

移
行

モ
デ

ル

化
手
法
の
高
度
化

⑤
 
有

機
物

、
微

生
物

、
コ

ロ
イ

ド
の

影
響

を
考

慮
し

た
物

質
移

行

試
験
 

⑤
 有

機
物
・
微
生
物
・
コ
ロ
イ
ド
が

核
種

移
行

に
及

ぼ
す

影
響

の
現

象

理
解

の
継

続
、

原
位

置
ト

レ
ー

サ

ー
試

験
の

継
続

、
評

価
方

法
の

取

り
ま
と
め
 

⑤
 

有
機

物
、

微
生

物
、

コ
ロ

イ
ド

の
影

響
を

考
慮

し
た

物
質

移
行
モ
デ
ル
化
手
法
の
高
度
化
 

体
系

化
の

中
で

、
情

報
の

不
足

等
が

あ
っ

た
場

合

に
追
加
で
試
験
、
解
析
を
実
施
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 

室
内

試
験

デ
ー

タ
(地

下
水

中
の

有
機

物
の

サ
イ

ズ
分

布
等
)
を

取

得
 

原
位

置
試

験
の

準
備

と
し

て
試

験
孔

の
掘

削
・

装
置

を
設

置
、

基
礎

デ
ー

タ
を
取
得

室
内

試
験

デ
ー

タ

（
コ

ロ
イ

ド
へ

の
元

素
収

着
）

を
取

得
、

原
位

置
ト

レ
ー

サ
ー

試
験

に
着

手
 

原
位

置
試

験
で

地
下

水
中

に
添

加
し

た
ト

レ
ー

サ
ー

の
濃

度
変

化
を
確
認

 
 

 
 

 

⑥
 
割
れ
目
を
有
す

る
堆

積
岩

で
の

物

質
移

行
特

性
の

総

合
的

な
評

価
手

法

の
確
立
 

⑥
 
割

れ
目

を
有

す
る

堆
積

岩
を

対
象

と
し

た
掘

削
損

傷
領

域
を

含

む
ブ

ロ
ッ

ク
ス

ケ
ー

ル
（

数
m
～

1
0
0
m
規
模
）
に
お
け
る
遅
延
性
能

評
価
手
法
の
整
備
 

⑥
 声

問
層
に
お
け
る
ト
レ
ー
サ
ー
試

験
装

置
の

適
用

性
の

確
認

お
よ

び

稚
内

層
深

部
を

事
例

と
し

た
ブ

ロ

ッ
ク

ス
ケ

ー
ル

の
評

価
手

法
の

取

り
ま
と
め
。
 

⑥
 
ブ
ロ
ッ
ク
ス
ケ
ー
ル
（
数

m
～
1
0
0
m
規
模
）
に
お
け
る
遅

延
性
能
評
価
手
法
の
整
備
 

体
系

化
の

中
で

、
情

報
の

不
足

等
が

あ
っ

た
場

合
に

追
加
で
試
験
、
解
析
を
実
施
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 

原
位

置
試

験
の

準
備

作
業

と
し

て
、

物
質

移
行

試
験

装
置

を
設

置
 

稚
内

層
深

部
の

断
層

の
物

質
移

行
経

路
の

連
続

性
に

つ
い

て
デ

ー
タ
取
得

声
問

層
の

物
質

移
行

特
性

を
取

得
す

る
た

め
の

ボ
ー

リ
ン

グ
掘

削
に
着
手

声
問

層
で

関

連
デ

ー
タ

を

取
得

。
稚

内

層
深

部
に

お

い
て

、
解

析

手
法

の
適

用

性
を
確
認
 

 
 

 
 

 

※
1
 
本
資
料
は
現
段
階
で
想
定
す
る
ス
ケ
ジ
ュ
ー
ル
で
あ
り
、
年
度
ご
と
に
得
ら
れ
た
研
究
成
果
を
評
価
し

見

直
し
て
い
く
。
 

※
2
 
研
究
の
進
捗
管
理
と
し
て
、
各
年
度
の
成
果
を
各
年
度
の
欄
に
追
記
す
る
。
 

 
個

別
の
要

素
技
術

の
課

題
に
つ

い
て
は

、
期

間
の
前

半
で
実

施
し

、
後
半

は
体
系

化
し

て
取
り

組
む
課

題
（
「
2.
1
.
2
坑

道
ス

ケ
ー

ル
～
ピ
ッ
ト
ス
ケ
ー
ル
で
の
調
査
・
設
計
・
評
価
技
術
の
体
系
化
」
）
に
統
合
し
て
実
施
す
る
。
 

 
「
2
.
1
.
2
坑
道
ス
ケ
ー
ル
～
ピ
ッ
ト
ス
ケ
ー
ル
で
の
調
査
・
設
計
・
評
価
技
術
の
体
系
化
」
を
実
施
す
る
中
で
、
情
報
の
不
足
等
が

あ
っ
た
場
合
に
追
加
で
試
験
や
解
析
を
実
施
す
る
。
 

令
和

6
年
度
ま
で
に
得
ら
れ
る
成
果
 

〇
原
位
置
試
験
デ
ー
タ
（
非
収
着
性
/
収
着

性
ト
レ
ー
サ
ー
）
の
取
得
 

〇
幌
延
を
事
例
と
し
た
ブ
ロ
ッ
ク
ス
ケ
ー

ル
の
評
価
手
法
の
提
示
 

令
和

6
年
度
ま
で
に
得
ら
れ
る
成
果
 

〇
原

位
置
試

験
デ
ー
タ

（
非

収
着

性
/
収

着
性
ト
レ
ー
サ
ー
）
の
取
得
 

〇
E
D
Z
に
お
け
る
モ
デ
ル
化
/
解
析
評
価

手
法
の
提
示

 

令
和

6
年
度
ま
で
に
得
ら
れ
る
成
果
 

〇
室
内
試
験
デ
ー
タ
の
拡
充
 

〇
有
機
物
・
微
生
物
・
コ
ロ
イ
ド
の
影
響
を

考
慮
し
た
物
質
移
行
モ
デ
ル
の
提
示
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 2.
1 

人
工
バ
リ

ア
の

定
置

・
品

質
確

認
な

ど
の

方
法

論
に

関
す

る
実

証
試

験
 

2.
1.

2 
坑

道
ス

ケ
ー

ル
～

ピ
ッ

ト
ス

ケ
ー

ル
で

の
調

査
・

設
計

・
評

価
技

術
の

体
系

化
 

目
的

・
背

景
・
必

要
性
・

意
義
 

課
題
 

R
2
以

降
の

課
題
 

R
2
以

降
の
実

施
 

内
容
 

R
6
の

実
施
内

容
 

研
究

期
間
 

前
半
 

後
半
 

 
処

分
場

の
操

業
（

廃
棄

体
の

搬
送

定

置
・

回
収

、
処

分
場

の
閉

鎖
を

含

む
）

に
関

わ
る

人
工

バ
リ

ア
の

搬

送
・

定
置

方
式

な
ど

の
工

学
技

術
の

実
現

性
、

人
工

バ
リ

ア
の

回
収

技
術

の
実

証
を

目
的

と
し

て
、

幌
延

の
地

下
施

設
を

事
例

に
、

原
位

置
試

験
を

実
施

し
、

人
工

バ
リ

ア
の

搬
送

定

置
・

回
収

技
術

お
よ

び
閉

鎖
技

術
を

実
証
す
る
 

①
 
処
分
場
の
操
業

（
廃

棄
体

の
搬

送

定
置

・
回

収
、

処

分
場

の
閉

鎖
を

含

む
）

に
関

わ
る

人

工
バ

リ
ア

の
搬

送
・

定
置

方
式

な

ど
の

工
学

技
術

の

実
現

性
、

人
工

バ

リ
ア

の
回

収
技

術

の
実
証
 

 ②
 
個
別
の
要
素
技

術
の
実
証
試
験
 

 ③
 
埋
め
戻
し
材
、

プ
ラ

グ
に

関
す

る

設
計

手
法

、
製

作
・

施
工

お
よ

び

品
質

管
理

手
法

の

確
立
 

④
 
廃
棄
体
の
設
置

方
法

等
の

実
証

試

験
を

通
じ

た
、

坑

道
ス

ケ
ー

ル
～

ピ

ッ
ト

ス
ケ

ー
ル

で

の
調

査
・

設
計

・

評
価

技
術

の
体

系

化
 

人
工

バ
リ

ア
の

品
質

を
踏

ま
え

て
、

こ
れ

ま
で

実
証

し
て

き
た

要

素
技

術
を

体
系

的
に

適
用

し
、

廃

棄
体

の
設

置
方

法
（

間
隔

な
ど

）

を
確
認
す
る
た
め
以
下
を
実
施
 

 ④
-
1
 
坑

道
ス

ケ
ー

ル
～

ピ
ッ

ト

ス
ケ

ー
ル

で
の

調
査

・
設

計
・

評

価
技
術
の
体
系
化
 

 

－
 

他
の

研
究

課
題

を
取

り
込

ん
で

体
系

化
し

て
取

り
組

む
課

題

と
し
て
、
後
半
の

5
年
程
度
で
実
施
 

R
2
 

R
3
 

R
4
 

R
5
 

R
6
 

R
7
 

R
8
 

R
9
 

R
1
0
 

ピ
ッ

ト
周

辺
の

水
み

ち
の

水
理

特
性

や
物

質
の

移
行

特
性

に
関

わ
る
評
価
手
法
な
ど
の
整
理
 

 
 

 
 

④
-1
 

坑
道

ス
ケ

ー
ル

～
ピ

ッ
ト

ス
ケ

ー
ル

で
の

調
査

・
設

計
・

評

価
技
術
の
体
系
化
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 

 
 

 
 

 
 

 
 

 

④
-
2
 
先

行
ボ

ー
リ

ン
グ

に
よ

る

地
質

環
境

特
性

調
査

な
ら

び
に

工

学
的

対
策

技
術

を
考

慮
し

た
地

下

施
設

お
よ

び
人

工
バ

リ
ア

の
設

計
・
評
価
技
術
の
体
系
化
 

5
0
0
m
調
査
坑
道
に
お
け
る
坑
道

へ
の

湧
水

量
や

掘
削

損
傷

領
域

の
発
達
範
囲
の
予
測
 

埋
め

戻
し

材
、

プ
ラ

グ
の

設
計

に
必

要
と

な
る

掘
削

損
傷

領
域

の
広

が
り

や
水

理
特

性
の

調

査
、

材
料

特
性

を
把

握
す

る
た

め
の
試
験
 

 
 

 
 

④
-2
 

地
下

施
設

お
よ

び
人

工
バ

リ
ア

の
設

計
・

評
価

技
術

の
体

系

化
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 

 
 

 
 

 
 

 
 

 

④
-
3
 
多

連
接

坑
道

を
考

慮
し

た

湧
水

抑
制

対
策

技
術

お
よ

び
処

分

孔
支

保
技

術
の

整
備

、
緩

衝
材

流

出
・

侵
入

現
象

評
価

手
法

お
よ

び

抑
制
対
策
技
術
の
整
備
 

既
存

デ
ー

タ
や

坑
道

の
掘

削
過

程
で

得
ら

れ
る

デ
ー

タ
を

用
い

た
湧

水
量

や
そ

の
減

少
速

度
の

予
測

手
法

と
湧

水
抑

制
対

策
や

緩
衝

材
の

流
出

抑
制

対
策

へ
の

反
映
方
法
の
整
備
 

 
 

 
 

④
-3
 

多
連

接
坑

道
を

考
慮

し
た

湧
水

抑
制

対
策

技
術

お
よ

び
処

分

孔
支

保
技

術
の

整
備

、
緩

衝
材

流
出

・
侵

入
現

象
評

価
手

法

お
よ
び
抑
制
対
策
技
術
の
整
備
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 

 
 

 
 

 
 

 
 

 

④
-
4
 
廃

棄
体

設
置

の
判

断
や

間

隔
の

設
定

に
必

要
と

な
る

情
報

の

整
理
 

既
存

の
調

査
結

果
や

研
究

成
果

に
基

づ
き

、
ピ

ッ
ト

周
辺

に
存

在
す

る
割

れ
目

の
開

き
や

す
さ

や
、

ピ
ッ

ト
周

辺
の

地
下

水
の

流
れ

に
く

さ
を

把
握

す
る

た
め

の
調
査
・
評
価
手
法
を
整
理
 

 
 

 
 

④
-4
 

廃
棄

体
設

置
の

判
断

や
間

隔
の

設
定

に
必

要
と

な
る

情
報

の

整
理
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 

 
 

 
 

 
 

 
 

 

※
1
 
本
資
料
は
現
段
階
で
想
定
す
る
ス
ケ
ジ
ュ
ー
ル
で
あ
り
、
年
度
ご
と
に
得
ら
れ
た
研
究
成
果
を
評
価
し
見
直
し

て
い
く
。
 

※
2
 
研
究
の
進
捗
管
理
と
し
て
、
各
年
度
の
成
果
を
各
年
度
の
欄
に
追
記
す
る
。
 

 
個
別
の
要
素
技
術
の
課
題
に
つ
い
て
は
、
期
間
の
前
半
で
実
施
し
、
後
半
は
体
系
化
し
て
取
り
組
む
課
題
（
「
2
.
1
.
2
坑
道
ス
ケ
ー

ル
～
ピ
ッ
ト
ス
ケ
ー
ル
で
の
調
査
・
設
計
・
評
価
技
術
の
体
系
化
」
）
に
統
合
し
て
実
施
す
る
。
 

 
「
2
.
1
.
2
坑
道
ス
ケ
ー
ル

～
ピ
ッ
ト
ス

ケ
ー
ル

で
の
調
査
・

設
計
・

評
価
技
術
の

体
系
化

」
を
実
施
す

る
中
で

、
情
報
の
不

足
等

が
あ
っ
た
場
合
に
追
加
で
試
験
や
解
析
を
実
施
す
る
。
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 2.
2 

高
温
度

(1
00
℃
超

)な
ど

の
限

界
的

条
件
下

で
の

人
工

バ
リ

ア
性

能
確

認
試

験
 

目
的

・
背

景
・
必

要
性
・

意
義
 

課
題
 

R
2
以

降
の

課
題
 

R
2
以

降
の
実

施

内
容
 

R
6
の

実
施
内

容
 

研
究

期
間
 

前
半
 

後
半
 

 
人

工
バ

リ
ア

設
置

環
境

の
深

度
依

存

性
を

考
慮

し
、

種
々

の
処

分
概

念
オ

プ
シ

ョ
ン

の
工

学
的

実
現

性
を

実
証

し
、

多
様

な
地

質
環

境
条

件
に

対
し

て
柔

軟
な

処
分

場
設

計
を

行
う

こ
と

を
支

援
す

る
技

術
オ

プ
シ

ョ
ン

を
提

供
す
る
 

 
実

際
の

処
分

事
業

で
は

、
オ

ー
バ

ー

パ
ッ

ク
が

1
0
0
℃
以

下
に

な
っ

て
か

ら
処

分
す

る
こ

と
が

基
本

で
あ

る

が
、

想
定

外
の

要
因

に
よ

っ
て

1
0
0
℃
を

超
え

た
状

態
に

な
る

こ
と

を
想

定
し

て
、

人
工

バ
リ

ア
シ

ス
テ

ム
の
安
全
裕
度
を
検
証
す
る
 

①
 
1
0
0
℃
超

の
高

温
で

の
限

界
環

境

が
人

工
バ

リ
ア

に

与
え

る
影

響
と

上

限
温

度
設

定
の

考

え
方

の
整

備
、

解

析
的
な
検
討
 

①
 
高
温
度
(
1
0
0
℃

以
上
)
な
ど
の

限
界

的
条

件
下

で
の

人

工
バ

リ
ア

性
能

確

認
試

験
に

よ
る

緩

衝
材

が
1
0
0
℃
超

に
な

っ
た

状
態

を

想
定

し
た

解
析

手

法
の
開
発
 

人
工

バ
リ

ア
シ

ス
テ

ム
の

安
全

裕
度

の
検

証
に

向
け

て
、
緩
衝
材
が

1
0
0
℃
超
に
な

っ
た

状
態

を
想

定
し

た
解

析

手
法

を
開

発
す

る
た

め
以

下

を
実
施
 

 ①
-
1
 
高

温
度
(
1
0
0
℃
以

上
)

な
ど

の
限

界
的

条
件

下
で

の

人
工
バ
リ
ア
性
能
確
認
試
験

 

前
半
の

5
年
程
度
で
実
施
 

体
系

化
し

て
取

り
組

む
課

題
（
(2
)
処

分
概

念
オ

プ
シ

ョ
ン

の
実

証
の

う
ち

人
工

バ
リ

ア
の

定
置

・
品

質
確

認
な

ど
の

方

法
論
に
関
す
る
実
証
試
験
）
で
実
施
 

R
2
 

R
3
 

R
4
 

R
5
 

R
6
 

R
7
 

R
8
 

R
9
 

R
1
0
 

①
-
1
 
高
温
条
件
で
の
人
工
バ
リ
ア
の
挙

動
に

関
す

る
原

位
置

試
験

の
計

測
お

よ

び
解
体
 

①
-
1
 
限
界
的
条

件
下
で

の
人
工
バ
リ

ア
性
能

確
認
試
験
の

解
析

・

検
討
 

体
系

化
の

中
で

、
情

報
の

不
足

等
が

あ
っ

た
場

合
に

追
加
で
試
験
、
解
析
を
実
施
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 

海
外

で
の

原
位

置
試

験
の

情
報

（
試

験
条

件
、

手
法

等
)
を
入
手
 

先
行

研
究

事
例

の
調

査
結

果
を

踏
ま

え
た

課
題

の
抽

出
 

調
査

事
例

に
基

づ
く

課
題

の
抽

出
、

原
位

置
試

験
の

概
念

検

討
・

計
画

策
定
 

高
温

条
件

で
の

人
工

バ
リ

ア
の

挙
動

に
関

す
る

原
位

置
試

験
を

開
始
 

 
 

 
 

 

①
-
2
 
1
0
0
℃
超

に
な

っ
た

際

に
ニ

ア
フ

ィ
ー

ル
ド

（
人

工

バ
リ

ア
と

そ
の

周
辺

岩
盤

の

領
域

）
に

お
い

て
発

生
す

る

現
象
の
整
理
 

①
-
2
 
シ
ナ
リ
オ
整
理
の
継
続
、
ニ
ア
フ

ィ
ー

ル
ド

構
成

材
料

を
対

象
と

し
た

試

験
、
分
析
 

①
-2
 
1
00
℃

超
に

な
っ

た
際

に
ニ

ア
フ

ィ
ー

ル
ド

に
お

い
て

発
生

す
る
現
象
の
整
理
 

体
系

化
の

中
で

、
情

報
の

不
足

等
が

あ
っ

た
場

合
に

追
加
で
試
験
、
解
析
を
実
施
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 

シ
ナ

リ
オ

の
検

討
に

着
手

（
水

分
移

動
、

物
質

移
動

特
性
）
 

先
行

研
究

事
例

の
調

査
（

緩
衝

材
の

鉱

物
・

性
能

変
化
）
 

1
0
0
℃

超
で

の

人
工

バ
リ

ア

の
基

本
特

性

に
係

る
シ

ナ

リ
オ

整
理

、

ニ
ア

フ
ィ

ー

ル
ド

を
対

象

と
し

た
熱

解

析
 

シ
ナ

リ
オ

整
理

、
緩

衝
材

の
膨

潤
・

浸
潤

挙
動

を
確

認
す

る
た

め
の

試
験

の
実
施
 

 
 

 
 

 

①
-
3
 
ニ

ア
フ

ィ
ー

ル
ド

に
お

け
る

上
限

温
度

設
定

の
考

え

方
を

提
示

（
国

際
プ

ロ
ジ

ェ

ク
ト

情
報

を
収

集
し

、
発

生

す
る
現
象
を
整
理
）
 

①
-
3
 
海
外
の
原
位
置
試
験
に
関
す
る
情

報
な

ら
び

に
高

温
条

件
下

で
生

じ
得

る

現
象

を
ふ

ま
え

た
温

度
設

定
の

考
え

方

の
提
示
 

①
-
3
 
ニ
ア
フ
ィ

ー
ル
ド

に
お
け
る
上

限
温
度

設
定
の
考
え

方
を

提

示
 

体
系

化
の

中
で

、
情

報
の

不
足

等
が

あ
っ

た
場

合
に

追
加
で
試
験
、
解
析
を
実
施
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 

海
外

で
の

原
位

置
試

験
の

情
報

（
試

験
条

件
、

手
法

等
）

を
入

手
 

海
外

で
の

原
位

置
試

験
の

情
報

（
試

験
開

始
時

の
デ

ー
タ

等
）

を
入
手
 

海
外

で
の

原
位

置
試

験
の

情
報

（
最

高
温

度
で

の
加

熱
時

の
デ

ー
タ

等
）

を
入
手
 

海
外

で
の

原

位
置

試
験

の

情
報

（
加

熱

継
続

に
と

も

な
う

水
分

量

変
化

の
デ

ー

タ
等

）
を

入

手
 

 
 

 
 

 

※
1 

本
資

料
は
現

段
階

で
想

定
す

る
ス

ケ
ジ

ュ
ー

ル
で

あ
り

、
年

度
ご

と
に

得
ら

れ
た

研
究

成
果

を
評

価
し

見
直
し
て
い
く
。
 

※
2
 
研
究
の
進
捗
管
理
と
し
て
、
各
年
度
の
成
果
を
各
年
度
の
欄
に
追
記
す
る
。
 

 
個

別
の

要
素
技

術
の
課

題
に

つ
い
て

は
、
期

間
の

前
半
で

実
施
し

、
後

半
は
体

系
化
し

て
取

り
組
む

課
題
（
「
2
.1
.
2
坑
道

ス
ケ
ー

ル

～
ピ
ッ
ト
ス
ケ
ー
ル
で
の
調
査
・
設
計
・
評
価
技
術
の
体
系
化
」
）
に
統
合
し
て
実
施
す
る
。
 

 
「
2
.
1
.
2
坑
道
ス
ケ
ー
ル
～
ピ
ッ
ト
ス
ケ
ー
ル
で
の
調
査
・
設
計
・
評
価
技
術
の
体
系
化
」
を
実
施
す
る
中
で
、
情
報
の
不
足
等
が

あ

っ
た
場
合
に
追
加
で
試
験
や
解
析
を
実
施
す
る
。
 

 

令
和

6
年
度
ま
で
に
得
ら
れ
る
成
果
 

〇
ニ
ア
フ
ィ
ー
ル
ド
に
お
け
る
上
限
温
度

設
定
の
考
え
方
の
提
示
 

令
和

6
年
度
ま
で
に
得
ら
れ
る
成
果
 

〇
1
0
0
℃
超
に
な
っ
た
際
に
ニ
ア
フ
ィ
ー

ル
ド
に
お
い
て
発
生
す
る
現
象
の
整
理
 

令
和

6
年
度
ま
で
に
得
ら
れ
る
成
果
 

〇
高
温
度
(
1
0
0
℃
以
上
)
な
ど
の
限
界
的

条
件
下
で
の
人
工
バ
リ
ア
性
能
確
認
試

験
デ
ー
タ
の
収
集
 

 

 2.
1 

人
工
バ

リ
ア

の
定

置
・

品
質

確
認

な
ど

の
方

法
論

に
関

す
る

実
証

試
験

 
2.

1.
2 

坑
道

ス
ケ

ー
ル

～
ピ

ッ
ト

ス
ケ

ー
ル

で
の

調
査

・
設

計
・

評
価

技
術

の
体

系
化

 
目

的
・
背

景
・
必

要
性
・

意
義
 

課
題
 

R
2
以

降
の

課
題
 

R
2
以

降
の
実

施
 

内
容
 

R
6
の

実
施
内

容
 

研
究

期
間
 

前
半
 

後
半
 

 
処

分
場

の
操

業
（

廃
棄

体
の

搬
送

定

置
・

回
収

、
処

分
場

の
閉

鎖
を

含

む
）

に
関

わ
る

人
工

バ
リ

ア
の

搬

送
・

定
置

方
式

な
ど

の
工

学
技

術
の

実
現

性
、

人
工

バ
リ

ア
の

回
収

技
術

の
実

証
を

目
的

と
し

て
、

幌
延

の
地

下
施

設
を

事
例

に
、

原
位

置
試

験
を

実
施

し
、

人
工

バ
リ

ア
の

搬
送

定

置
・

回
収

技
術

お
よ

び
閉

鎖
技

術
を

実
証
す
る
 

①
 
処
分
場
の
操
業

（
廃

棄
体

の
搬

送

定
置

・
回

収
、

処

分
場

の
閉

鎖
を

含

む
）

に
関

わ
る

人

工
バ

リ
ア

の
搬

送
・

定
置

方
式

な

ど
の

工
学

技
術

の

実
現

性
、

人
工

バ

リ
ア

の
回

収
技

術

の
実
証
 

 ②
 
個
別
の
要
素
技

術
の
実
証
試
験
 

 ③
 
埋
め
戻
し
材
、

プ
ラ

グ
に

関
す

る

設
計

手
法

、
製

作
・

施
工

お
よ

び

品
質

管
理

手
法

の

確
立
 

④
 
廃
棄
体
の
設
置

方
法

等
の

実
証

試

験
を

通
じ

た
、

坑

道
ス

ケ
ー

ル
～

ピ

ッ
ト

ス
ケ

ー
ル

で

の
調

査
・

設
計

・

評
価

技
術

の
体

系

化
 

人
工

バ
リ

ア
の

品
質

を
踏

ま
え

て
、

こ
れ

ま
で

実
証

し
て

き
た

要

素
技

術
を

体
系

的
に

適
用

し
、

廃

棄
体

の
設

置
方

法
（

間
隔

な
ど

）

を
確
認
す
る
た
め
以
下
を
実
施
 

 ④
-
1
 
坑

道
ス

ケ
ー

ル
～

ピ
ッ

ト

ス
ケ

ー
ル

で
の

調
査

・
設

計
・

評

価
技
術
の
体
系
化
 

 

－
 

他
の

研
究

課
題

を
取

り
込

ん
で

体
系

化
し

て
取

り
組

む
課

題

と
し
て
、
後
半
の

5
年
程
度
で
実
施
 

R
2
 

R
3
 

R
4
 

R
5
 

R
6
 

R
7
 

R
8
 

R
9
 

R
1
0
 

ピ
ッ

ト
周

辺
の

水
み

ち
の

水
理

特
性

や
物

質
の

移
行

特
性

に
関

わ
る
評
価
手
法
な
ど
の
整
理
 

 
 

 
 

④
-1
 

坑
道

ス
ケ

ー
ル

～
ピ

ッ
ト

ス
ケ

ー
ル

で
の

調
査

・
設

計
・

評

価
技
術
の
体
系
化
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 

 
 

 
 

 
 

 
 

 

④
-
2
 
先

行
ボ

ー
リ

ン
グ

に
よ

る

地
質

環
境

特
性

調
査

な
ら

び
に

工

学
的

対
策

技
術

を
考

慮
し

た
地

下

施
設

お
よ

び
人

工
バ

リ
ア

の
設

計
・
評
価
技
術
の
体
系
化
 

5
0
0
m
調
査
坑
道
に
お
け
る
坑
道

へ
の

湧
水

量
や

掘
削

損
傷

領
域

の
発
達
範
囲
の
予
測
 

埋
め

戻
し

材
、

プ
ラ

グ
の

設
計

に
必

要
と

な
る

掘
削

損
傷

領
域

の
広

が
り

や
水

理
特

性
の

調

査
、

材
料

特
性

を
把

握
す

る
た

め
の
試
験
 

 
 

 
 

④
-2
 

地
下

施
設

お
よ

び
人

工
バ

リ
ア

の
設

計
・

評
価

技
術

の
体

系

化
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 

 
 

 
 

 
 

 
 

 

④
-
3
 
多

連
接

坑
道

を
考

慮
し

た

湧
水

抑
制

対
策

技
術

お
よ

び
処

分

孔
支

保
技

術
の

整
備

、
緩

衝
材

流

出
・

侵
入

現
象

評
価

手
法

お
よ

び

抑
制
対
策
技
術
の
整
備
 

既
存

デ
ー

タ
や

坑
道

の
掘

削
過

程
で

得
ら

れ
る

デ
ー

タ
を

用
い

た
湧

水
量

や
そ

の
減

少
速

度
の

予
測

手
法

と
湧

水
抑

制
対

策
や

緩
衝

材
の

流
出

抑
制

対
策

へ
の

反
映
方
法
の
整
備
 

 
 

 
 

④
-3
 

多
連

接
坑

道
を

考
慮

し
た

湧
水

抑
制

対
策

技
術

お
よ

び
処

分

孔
支

保
技

術
の

整
備

、
緩

衝
材

流
出

・
侵

入
現

象
評

価
手

法

お
よ
び
抑
制
対
策
技
術
の
整
備
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 

 
 

 
 

 
 

 
 

 

④
-
4
 
廃

棄
体

設
置

の
判

断
や

間

隔
の

設
定

に
必

要
と

な
る

情
報

の

整
理
 

既
存

の
調

査
結

果
や

研
究

成
果

に
基

づ
き

、
ピ

ッ
ト

周
辺

に
存

在
す

る
割

れ
目

の
開

き
や

す
さ

や
、

ピ
ッ

ト
周

辺
の

地
下

水
の

流
れ

に
く

さ
を

把
握

す
る

た
め

の
調
査
・
評
価
手
法
を
整
理
 

 
 

 
 

④
-4
 

廃
棄

体
設

置
の

判
断

や
間

隔
の

設
定

に
必

要
と

な
る

情
報

の

整
理
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 

 
 

 
 

 
 

 
 

 

※
1
 
本
資
料
は
現
段
階
で
想
定
す
る
ス
ケ
ジ
ュ
ー
ル
で
あ
り
、
年
度
ご
と
に
得
ら
れ
た
研
究
成
果
を
評
価
し
見
直
し

て
い
く
。
 

※
2
 
研
究
の
進
捗
管
理
と
し
て
、
各
年
度
の
成
果
を
各
年
度
の
欄
に
追
記
す
る
。
 

 
個
別
の
要
素
技
術
の
課
題
に
つ
い
て
は
、
期
間
の
前
半
で
実
施
し
、
後
半
は
体
系
化
し
て
取
り
組
む
課
題
（
「
2
.
1
.
2
坑
道
ス
ケ
ー

ル
～
ピ
ッ
ト
ス
ケ
ー
ル
で
の
調
査
・
設
計
・
評
価
技
術
の
体
系
化
」
）
に
統
合
し
て
実
施
す
る
。
 

 
「
2
.
1
.
2
坑
道
ス
ケ
ー
ル

～
ピ
ッ
ト
ス

ケ
ー
ル

で
の
調
査
・

設
計
・

評
価
技
術
の

体
系
化

」
を
実
施
す

る
中
で

、
情
報
の
不

足
等

が
あ
っ
た
場
合
に
追
加
で
試
験
や
解
析
を
実
施
す
る
。
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 3.
1 

水
圧
擾
乱

試
験

な
ど

に
よ

る
緩

衝
能

力
の

検
証

・
定

量
化

 
3.

1.
1 

地
殻

変
動

が
地

層
の

透
水

性
に

与
え
る

影
響

の
把

握
 

目
的

・
背

景
・
必

要
性
・

意
義
 

課
題
 

R
2
以

降
の

課
題
 

R
2
以

降
の
実

施

内
容
 

R
6
の

実
施
内

容
 

研
究

期
間
 

前
半
 

後
半
 

 
岩

盤
中

に
は

大
小

様
々

な
断

層
が

存

在
す

る
が

、
小

規
模

な
も

の
の

い
く

つ
か

は
処

分
場

に
取

り
込

ま
ざ

る
を

得
な

い
可

能
性

が
あ

る
。

そ
れ

ら
の

断
層

が
地

震
や

隆
起

な
ど

の
地

殻
変

動
の

影
響

を
受

け
た

場
合

に
、

そ
の

透
水

性
が

ど
の

程
度

ま
で

上
昇

し
得

る
か
を
検
討
し
て
お
く
必
要
が
あ
る

 
断

層
の

透
水

性
は

断
層

の
変

形
様

式

に
大

き
く

依
存

す
る

。
脆

性
的

な
変

形
が

起
こ

る
と

断
層

の
透

水
性

は
有

意
に

上
昇

し
や

す
い

が
、

延
性

的
な

変
形

の
場

合
は

透
水

性
が

上
昇

し
に

く
い

。
生

じ
る

変
形

が
脆

性
的

か
延

性
的

か
は

、
変

形
時

の
岩

石
強

度
、

応
力
な
ど
に
依
存
す
る
 

 
本

研
究

で
は

、
地

殻
変

動
に

対
す

る

緩
衝

能
力

が
潜

在
的

に
高

い
こ

と
か

ら
堆

積
岩

に
重

点
を

置
き

、
断

層
の

変
形

様
式

を
支

配
す

る
岩

石
の

強

度
・

応
力

状
態

を
計

測
で

き
、

か
つ

マ
ッ

ピ
ン

グ
（

空
間

的
な

分
布

図
を

示
す

こ
と

）
が

可
能

な
パ

ラ
メ

ー
タ

で
指

標
化

す
る

こ
と

を
試

み
る

。
そ

の
よ

う
な

パ
ラ

メ
ー

タ
と

断
層

の
透

水
性

の
潜

在
的

な
上

限
を

関
係

付
け

る
こ

と
が

で
き

れ
ば

処
分

場
閉

鎖
後

の
断

層
の

透
水

性
に

つ
い

て
現

実
的

な
状
態
設
定
が
可
能
と
な
る
 

 
断

層
は

動
い

た
と

し
て

も
、

そ
の

透

水
性

は
、

地
層

の
力

学
的

な
緩

衝
能

力
が

働
く

こ
と

に
よ

り
、

一
定

の
値

を
超
え
な
い
。
 こ

の
現
象
を
定
量
的

に
示
し
た
い
 

①
地

殻
変

動
に

対

す
る

堆
積

岩
の

緩

衝
能

力
を

表
現

す

る
パ

ラ
メ

ー
タ

（
指
標
）
の
提
案
 

 ②
水

圧
擾

乱
試

験

に
よ

る
パ

ラ
メ

ー

タ
の

有
効

性
の

検

証
 

②
 地

殻
変
動
が
地

層
の

透
水

性
に

与

え
る
影
響
の
把
握

断
層
の
幅
が
数
十

c
m
の
断

層
に

お
け

る
断

層
の

ず
れ

が

断
層

内
の

地
下

水
の

流
れ

に

与
え

る
影

響
に

関
し

て
、

堆

積
岩

の
緩

衝
能

力
（

自
己

治

癒
能

力
）

を
実

証
す

る
た

め

に
、

以
下

の
検

討
や

試
験

を

実
施
す
る
 

 ②
-
1
 
地
殻
変
動
が
地
層
の
透

水
性

に
与

え
る

影
響

の
把

握

（
ボ

ー
リ

ン
グ

孔
を

用
い

た

水
圧
擾
乱
試
験
）
 

 

前
半
の

5
年
程
度
で
実
施
 

体
系
化

し
て
取

り
組
む

課
題

（
(
2
)
処

分
概
念

オ
プ

シ
ョ

ン

の
実

証
の

う
ち

人
工

バ
リ

ア
の

定
置

・
品

質
確

認
な

ど
の

方
法
論
に
関
す
る
実
証
試
験
）
で
実
施
 

R
2
 

R
3
 

R
4
 

R
5
 

R
6
 

R
7
 

R
8
 

R
9
 

R
1
0
 

②
-
1
 
既

往
の

水
圧

擾
乱

試
験

の
結

果

の
解
析
と
取
り
ま
と
め
 

②
-
1
 
地
殻
変
動
が
地
層
の
透
水
性
に
与
え
る
影
響
の
把
握
 

 
体

系
化

の
中

で
、

情
報

の
不

足
等

が
あ

っ
た

場
合

に
追
加
で
試
験
、
解
析
を
実
施
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 

よ
り

大
型

の
断

層
を

対
象

と
し

た
水

圧
擾

乱
試

験
を

実
施

し
、

デ
ー

タ
を

取
得
 

水
圧

擾
乱

試
験

や
シ

ミ
ュ

レ
ー

シ
ョ

ン
の

結
果

に
基

づ
き

モ
デ

ル
を
改
良

大
型

の
断

層
の

水
圧

擾
乱

試
験

結
果

と
改

良
モ

デ
ル

の
整

合
性

を
確
認
 

断
層

内
の

水
み

ち
の

つ
な

が
り

方
の

次
元

と
DI

の
定

量
的

な
関

係
を
確
認

 
 

 
 

 

②
-
2
 
D
I
（
ダ
ク
テ
ィ
リ
テ
ィ

イ
ン

デ
ッ

ク
ス

：
岩

盤
に

か

か
る

平
均

応
力

を
引

張
強

度

で
割

っ
た

値
）

を
用

い
た

透

水
性

評
価

の
信

頼
性

向
上

・

隆
起

侵
食

の
影

響
評

価
手

法

の
整
備
 

②
-
2
 
断

層
/
割

れ
目

の
水

理
学

的
連

結

性
と

D
I
の
関
係
に
関
す

る
解
析
と
取
り

ま
と
め
 

②
-
2
 
D
I
を

用
い
た
透

水
性
評
価

の
信
頼
性

向
上

・
隆

起
侵
食
の

影
響
評
価
手
法
の
整
備
 

体
系

化
の

中
で

、
情

報
の

不
足

等
が

あ
っ

た
場

合

に
追
加
で
試
験
、
解
析
を
実
施
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 

割
れ

目
の

水
理

学
的

連
結

性
の

領
域

区
分

に
遷

移
領

域
を
追
加
 

水
圧

擾
乱

試
験

や
シ

ミ
ュ

レ
ー

シ
ョ

ン
の

結
果

に
基

づ
き

モ
デ

ル
を
改
良

割
れ

目
の

水
理

学
的

連
結

性
と

水
圧

観
測

結
果

の
整

合
性

を
確

認
 

断
層

内
の

水
み

ち
の

つ
な

が
り

方
の

次
元

と
DI

の
定

量
的

な
関

係
を
確
認

 
 

 
 

 

②
-
3
 
水
圧
擾
乱
試
験
に
よ
る

断
層

の
活

動
性

（
力

学
的

な

安
定
性
）
評
価
手
法
の
整
備

②
-
3
 
既

往
の

水
圧

擾
乱

試
験

の
結

果

の
解
析
と
取
り
ま
と
め
 

②
-3

 
水

圧
擾

乱
試
験

に
よ
る

断
層

の
活
動

性
（
力

学
的

な
安
定

性
）
評
価
手
法
の
整
備
 

体
系

化
の

中
で

、
情

報
の

不
足

等
が

あ
っ

た
場

合

に
追
加
で
試
験
、
解
析
を
実
施
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 

よ
り

大
型

の
断

層
を

対
象

と
し

た
水

圧
擾

乱
試

験
を

実
施

し
、

デ
ー

タ
を

取
得
 

断
層

の
活

動
性

（
力

学
的

な
安

定
性

）
評

価
に

係
る

既
存

情
報

を
取
得
 

大
型

の
断

層
の

水
圧

擾
乱

試
験

に
係

る
デ

ー
タ

を
整

理
 

断
層

を
対

象
と

し
た

水
圧

擾
乱

試
験

に
よ

る
原

位
置

の
地

圧
の

推
定

手
法

を
構
築
 

 
 

 
 

 

※
1 

本
資

料
は

現
段

階
で

想
定

す
る

ス
ケ

ジ
ュ

ー
ル

で
あ

り
、

年
度

ご
と

に
得

ら
れ

た
研

究
成

果
を

評
価

し
見
直
し
て
い
く
。
 

※
2
 
研
究
の
進
捗
管
理
と
し
て
、
各
年
度
の
成
果
を
各
年
度
の
欄
に
追
記
す
る
。
 

 
個
別
の
要
素
技
術
の
課
題
に
つ
い
て
は
、
期
間
の
前
半
で
実
施
し
、
後
半
は
体
系
化
し
て
取
り
組
む
課
題
（
「
2
.
1
.
2
坑
道
ス
ケ
ー

ル
～
ピ
ッ
ト
ス
ケ
ー
ル
で
の
調
査
・
設
計
・
評
価
技
術
の
体
系
化
」
）
に
統
合
し
て
実
施
す
る
。
 

 
「
2
.
1
.
2
坑
道
ス
ケ
ー
ル
～
ピ
ッ
ト
ス
ケ
ー
ル
で
の
調
査
・
設
計
・
評
価
技
術
の
体
系
化
」
を
実
施
す
る
中
で
、
情
報
の
不
足
等
が

あ
っ
た
場
合
に
追
加
で
試
験
や
解
析
を
実
施
す
る
。
 

令
和

6
年
度
ま
で
に
得
ら
れ
る
成
果
 

〇
D
I
を
用
い
た
透
水
性
評
価
手
法
の
高

度
化
 

令
和

6
年
度
ま
で
に
得
ら
れ
る
成
果
 

〇
水
圧
擾
乱
試
験
に
よ
る
断
層
の
活
動
性

（
力
学
的
な
安
定
性
）
評
価
手
法
の
整
備
 

令
和

6
年
度
ま
で
に
得
ら
れ
る
成
果
 

〇
ボ
ー
リ
ン
グ
孔
を
用
い
た
水
圧
擾
乱
試

験
デ
ー
タ
の
取
得
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 3.
1 

水
圧
擾
乱

試
験

な
ど

に
よ

る
緩

衝
能

力
の

検
証

・
定

量
化

 
3.

1.
2 

地
下

水
の

流
れ

が
非

常
に

遅
い

領
域
を

調
査

・
評

価
す

る
技

術
の

高
度

化
 

目
的

・
背

景
・
必

要
性
・

意
義
 

課
題
 

R
2
以

降
の

課
題
 

R
2
以

降
の
実

施

内
容
 

R
6
の

実
施
内

容
 

研
究

期
間
 

前
半
 

後
半
 

 
地

下
水

の
流

れ
が

非
常

に
遅

い
領

域

（
化

石
海

水
領

域
に

相
当

と
仮

定
）

の
分

布
を

把
握

す
る

こ
と

は
、

処
分

事
業

に
お

け
る

処
分

場
選

定
の

際
に

有
用

な
情

報
に

な
り

得
る

。
こ

の
た

め
、

地
上

か
ら

の
調

査
に

よ
り

、
化

石
海

水
の

三
次

元
分

布
を

評
価

す
る

既
存
技
術
の
高
度
化
を
図
る
 

③
 地

下
水
の
流
れ

が
非

常
に

遅
い

領

域
（

化
石

海
水

領

域
）

を
調

査
・

解

析
・

評
価

す
る

手

法
の
確
立
 

 ④
 三

次
元
分
布
を

調
査

・
解

析
・

評

価
す

る
手

法
の

確

立
 

③
④
 地

下
水
流
れ

が
非

常
に

遅
い

領

域
を

調
査

・
評

価

す
る

技
術

の
高

度

化
 

地
下

水
が

動
い

て
い

な
い

環
境

を
調

査
し

て
モ

デ
ル

化

す
る

技
術

を
実

証
す

る
た

め

以
下
を
実
施
 

 

前
半
の

5
年
程
度
で
実
施
 

体
系

化
し

て
取

り
組

む
課

題
（
(2
)処

分
概

念
オ

プ
シ

ョ
ン

の
実

証
の

う
ち

人
工

バ
リ

ア
の

定
置

・
品

質
確

認
な

ど
の

方
法
論
に
関
す
る
実
証
試
験
）
で
実
施
 

R
2
 

R
3
 

R
4
 

R
5
 

R
6
 

R
7
 

R
8
 

R
9
 

R
1
0
 

③
 
地
下
水
の
流
れ
が
非
常
に

遅
い

領
域

（
化

石
海

水
領

域
）

の
調

査
・

評
価

技
術

の

検
証
 

③
、
④
-
1
 
R
4

ま
で

の
成

果
に

基
づ

く
、

物
理

探
査

お
よ

び
ボ

ー
リ

ン
グ

調

査
に

よ
る

デ
ー

タ
取

得
か

ら
地

球
統

計

学
的

手
法

に
よ

る
化

石
海

水
領

域
の

三

次
元

分
布

の
推

定
に

至
る

一
連

の
手

法

の
整
理
・
取
り
ま
と
め
 

③
 

地
下

水
の

流
れ

が
非

常
に

遅
い

領
域

の
調

査
・

評
価

技
術

の

検
証
 

体
系

化
の

中
で

、
情

報
の

不
足

等
が

あ
っ

た
場

合
に

追
加
で
試
験
、
解
析
を
実
施
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
化

石
海

水
領

域
を

把
握

す

る
た

め
の

物

理
探

査
を

実

施
し

、
比

抵

抗
分

布
を

推

定
 

電
磁

探
査

に

よ
り

推
定

し

た
化

石
海

水

の
三

次
元

分

布
の

妥
当

性

を
確

認
す

る

た
め

の
ボ

ー

リ
ン

グ
調

査

を
実
施
 

R
3

に
掘

削
し

た
ボ

ー
リ

ン

グ
孔

の
延

長

に
よ

る
水

質

な
ど

の
デ

ー

タ
追

加
と

R
2

に
推

定
し

た

化
石

海
水

分

布
の

妥
当

性

確
認
 

R
4
ま

で
の

成

果
の

整
理

と
、

地
球

化

学
的

な
観

点

も
含

め
た

方

法
論
の
検
討

 
 

 
 

 

④
-
1
 
化
石
海
水
の
三
次
元
分

布
に

係
る

調
査

・
評

価
手

法

の
検
証
 

④
-1
 

化
石

海
水

の
三

次
元

分
布

に
係

る
調

査
・

評
価

手
法

の
検

証
 

体
系

化
の

中
で

、
情

報
の

不
足

等
が

あ
っ

た
場

合
に

追
加
で
試
験
、
解
析
を
実
施
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
化

石
海

水
分

布
の

把
握

に

必
要

な
ボ

ー

リ
ン

グ
の

位

置
・

本
数

等

を
検
討
 

物
理

探
査

と

ボ
ー

リ
ン

グ

調
査

の
デ

ー

タ
の

組
み

合

わ
せ

に
よ

り

化
石

海
水

分

布
を

推
定

す

る
方

法
の

検

討
 

地
球

統
計

学

的
解

析
に

よ

る
化

石
海

水

領
域

の
三

次

元
分

布
推

定

に
係

る
一

連

の
手

法
を

整

理
 

R
4
ま

で
の

成

果
に

基
づ

く

化
石

海
水

の

三
次

元
分

布

を
調

査
・

評

価
す

る
一

連

の
方

法
論

の

検
討
 

 
 

 
 

 

④
-
2
 
広

域
ス

ケ
ー

ル
(
十

数

k
m
×
十
数

k
m
)
を
対
象
と
し
た

水
理

・
物

質
移

動
評

価
手

法

の
検

証
（

地
下

水
滞

留
時

間
）

評
価

の
た

め
の

水
理

解

析
、

塩
濃

度
分

布
評

価
の

た

め
の

水
理

・
物

質
移

動
解

析
）
 

④
-
2
 
R
4
ま

で
に

実
施

し
た

水
理

・
物

質
移

動
解

析
の

結
果

に
基

づ
く

古
水

理

地
質

学
的

変
遷

が
化

石
海

水
領

域
に

与

え
る

影
響

を
評

価
す

る
た

め
の

広
域

ス

ケ
ー

ル
の

モ
デ

ル
化

・
解

析
手

法
の

整

理
・
取
り
ま
と
め
 

④
-2
 

広
域

ス
ケ

ー
ル

を
対

象
と

し
た

水
理

・
物

質
移

動
評

価
手

法
の
検
証
 

体
系

化
の

中
で

、
情

報
の

不
足

等
が

あ
っ

た
場

合
に

追
加
で
試
験
、
解
析
を
実
施
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
広

域
ス

ケ
ー

ル
の

地
下

水

流
動

に
深

度
・

気
候

な

ど
が

与
え

る

影
響
を
整
理
 

化
石

海
水

領

域
に

影
響

す

る
古

水
理

地

質
学

的
変

遷

に
関

す
る

因

子
を

抽
出

す

る
感

度
解

析

を
実
施
 

地
球

統
計

学

的
解

析
に

よ

る
化

石
海

水

領
域

の
三

次

元
分

布
推

定

に
係

る
一

連

の
手

法
を

整

理
 

こ
れ

ま
で

の

成
果

に
基

づ

く
、

古
水

理

地
質

学
的

変

遷
を

考
慮

し

た
広

域
ス

ケ

ー
ル

の
解

析

手
法
の
整
理

 
 

 
 

 

※
1 

本
資

料
は

現
段

階
で

想
定

す
る

ス
ケ

ジ
ュ

ー
ル

で
あ

り
、

年
度

ご
と

に
得

ら
れ

た
研

究
成

果
を

評
価

し
見
直
し
て
い
く
。
 

※
2
 
研
究
の
進
捗
管
理
と
し
て
、
各
年
度
の
成
果
を
各
年
度
の
欄
に
追
記
す
る
。
 

 
個
別
の
要
素
技
術
の
課
題
に
つ
い
て
は
、
期
間
の
前
半
で
実
施
し
、
後
半
は
体
系
化
し
て
取
り
組
む
課
題
（
「
2
.1
.
2
坑
道
ス
ケ
ー

ル

～
ピ
ッ
ト
ス
ケ
ー
ル
で
の
調
査
・
設
計
・
評
価
技
術
の
体
系
化
」
）
に
統
合
し
て
実
施
す
る
。
 

 
「
2.

1.
2
坑

道
ス

ケ
ー

ル
～

ピ
ッ

ト
ス

ケ
ー

ル
で

の
調

査
・

設
計

・
評

価
技

術
の

体
系

化
」

を
実

施
す

る
中

で
、

情
報

の
不

足
等

が

あ
っ
た
場
合
に
追
加
で
試
験
や
解
析
を
実
施
す
る
。
 

令
和

6
年
度
ま
で
に
得
ら
れ
る
成
果
 

〇
化
石
海
水
領
域
の
調
査
・
評
価
技
術
の

整
備
・
高
度
化
 

令
和

6
年
度
ま
で
に
得
ら
れ
る
成
果
 

〇
化
石
海
水
の
三
次
元
分
布
に
係
る
調

査
・
評
価
技
術
の
整
備
・
高
度
化
 

令
和

6
年
度
ま
で
に
得
ら
れ
る
成
果
 

〇
広
域
ス
ケ
ー
ル
を
対
象
と
し
た
水
理
・

物
質
移
動
評
価
手
法
の
整
備
 

 

 3.
1 

水
圧
擾

乱
試

験
な

ど
に

よ
る

緩
衝

能
力

の
検

証
・

定
量

化
 

3.
1.

1 
地
殻

変
動

が
地

層
の

透
水

性
に

与
え

る
影

響
の

把
握

 
目

的
・
背

景
・
必

要
性
・

意
義
 

課
題
 

R
2
以

降
の

課
題
 

R
2
以

降
の
実

施

内
容
 

R
6
の

実
施
内

容
 

研
究

期
間
 

前
半
 

後
半
 

 
岩

盤
中

に
は

大
小

様
々

な
断

層
が

存

在
す

る
が

、
小

規
模

な
も

の
の

い
く

つ
か

は
処

分
場

に
取

り
込

ま
ざ

る
を

得
な

い
可

能
性

が
あ

る
。

そ
れ

ら
の

断
層

が
地

震
や

隆
起

な
ど

の
地

殻
変

動
の

影
響

を
受

け
た

場
合

に
、

そ
の

透
水

性
が

ど
の

程
度

ま
で

上
昇

し
得

る
か
を
検
討
し
て
お
く
必
要
が
あ
る

 
断

層
の

透
水

性
は

断
層

の
変

形
様

式

に
大

き
く

依
存

す
る

。
脆

性
的

な
変

形
が

起
こ

る
と

断
層

の
透

水
性

は
有

意
に

上
昇

し
や

す
い

が
、

延
性

的
な

変
形

の
場

合
は

透
水

性
が

上
昇

し
に

く
い

。
生

じ
る

変
形

が
脆

性
的

か
延

性
的

か
は

、
変

形
時

の
岩

石
強

度
、

応
力
な
ど
に
依
存
す
る
 

 
本

研
究

で
は

、
地

殻
変

動
に

対
す

る

緩
衝

能
力

が
潜

在
的

に
高

い
こ

と
か

ら
堆

積
岩

に
重

点
を

置
き

、
断

層
の

変
形

様
式

を
支

配
す

る
岩

石
の

強

度
・

応
力

状
態

を
計

測
で

き
、

か
つ

マ
ッ

ピ
ン

グ
（

空
間

的
な

分
布

図
を

示
す

こ
と

）
が

可
能

な
パ

ラ
メ

ー
タ

で
指

標
化

す
る

こ
と

を
試

み
る

。
そ

の
よ

う
な

パ
ラ

メ
ー

タ
と

断
層

の
透

水
性

の
潜

在
的

な
上

限
を

関
係

付
け

る
こ

と
が

で
き

れ
ば

処
分

場
閉

鎖
後

の
断

層
の

透
水

性
に

つ
い

て
現

実
的

な
状
態
設
定
が
可
能
と
な
る
 

 
断

層
は

動
い

た
と

し
て

も
、

そ
の

透

水
性

は
、

地
層

の
力

学
的

な
緩

衝
能

力
が

働
く

こ
と

に
よ

り
、

一
定

の
値

を
超
え
な
い
。
 こ

の
現
象
を
定
量
的

に
示
し
た
い
 

①
地

殻
変

動
に

対

す
る

堆
積

岩
の

緩

衝
能

力
を

表
現

す

る
パ

ラ
メ

ー
タ

（
指
標
）
の
提
案
 

 ②
水

圧
擾

乱
試

験

に
よ

る
パ

ラ
メ

ー

タ
の

有
効

性
の

検

証
 

②
 地

殻
変
動
が
地

層
の

透
水

性
に

与

え
る
影
響
の
把
握

断
層
の
幅
が
数
十

c
m
の
断

層
に

お
け

る
断

層
の

ず
れ

が

断
層

内
の

地
下

水
の

流
れ

に

与
え

る
影

響
に

関
し

て
、

堆

積
岩

の
緩

衝
能

力
（

自
己

治

癒
能

力
）

を
実

証
す

る
た

め

に
、

以
下

の
検

討
や

試
験

を

実
施
す
る
 

 ②
-
1
 
地
殻
変
動
が
地
層
の
透

水
性

に
与

え
る

影
響

の
把

握

（
ボ

ー
リ

ン
グ

孔
を

用
い

た

水
圧
擾
乱
試
験
）
 

 

前
半
の

5
年
程
度
で
実
施
 

体
系
化

し
て
取

り
組
む

課
題

（
(
2
)
処

分
概
念

オ
プ

シ
ョ

ン

の
実

証
の

う
ち

人
工

バ
リ

ア
の

定
置

・
品

質
確

認
な

ど
の

方
法
論
に
関
す
る
実
証
試
験
）
で
実
施
 

R
2
 

R
3
 

R
4
 

R
5
 

R
6
 

R
7
 

R
8
 

R
9
 

R
1
0
 

②
-
1
 
既

往
の

水
圧

擾
乱

試
験

の
結

果

の
解
析
と
取
り
ま
と
め
 

②
-
1
 
地
殻
変
動
が
地
層
の
透
水
性
に
与
え
る
影
響
の
把
握
 

 
体

系
化

の
中

で
、

情
報

の
不

足
等

が
あ

っ
た

場
合

に
追
加
で
試
験
、
解
析
を
実
施
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 

よ
り

大
型

の
断

層
を

対
象

と
し

た
水

圧
擾

乱
試

験
を

実
施

し
、

デ
ー

タ
を

取
得
 

水
圧

擾
乱

試
験

や
シ

ミ
ュ

レ
ー

シ
ョ

ン
の

結
果

に
基

づ
き

モ
デ

ル
を
改
良

大
型

の
断

層
の

水
圧

擾
乱

試
験

結
果

と
改

良
モ

デ
ル

の
整

合
性

を
確
認
 

断
層

内
の

水
み

ち
の

つ
な

が
り

方
の

次
元

と
DI

の
定

量
的

な
関

係
を
確
認

 
 

 
 

 

②
-
2
 
D
I
（
ダ
ク
テ
ィ
リ
テ
ィ

イ
ン

デ
ッ

ク
ス

：
岩

盤
に

か

か
る

平
均

応
力

を
引

張
強

度

で
割

っ
た

値
）

を
用

い
た

透

水
性

評
価

の
信

頼
性

向
上

・

隆
起

侵
食

の
影

響
評

価
手

法

の
整
備
 

②
-
2
 
断

層
/
割

れ
目

の
水

理
学

的
連

結

性
と

D
I
の
関
係
に
関
す

る
解
析
と
取
り

ま
と
め
 

②
-
2
 
D
I
を

用
い
た
透

水
性
評
価

の
信
頼
性

向
上

・
隆

起
侵
食
の

影
響
評
価
手
法
の
整
備
 

体
系

化
の

中
で

、
情

報
の

不
足

等
が

あ
っ

た
場

合

に
追
加
で
試
験
、
解
析
を
実
施
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 

割
れ

目
の

水
理

学
的

連
結

性
の

領
域

区
分

に
遷

移
領

域
を
追
加
 

水
圧

擾
乱

試
験

や
シ

ミ
ュ

レ
ー

シ
ョ

ン
の

結
果

に
基

づ
き

モ
デ

ル
を
改
良

割
れ

目
の

水
理

学
的

連
結

性
と

水
圧

観
測

結
果

の
整

合
性

を
確

認
 

断
層

内
の

水
み

ち
の

つ
な

が
り

方
の

次
元

と
DI

の
定

量
的

な
関

係
を
確
認

 
 

 
 

 

②
-
3
 
水
圧
擾
乱
試
験
に
よ
る

断
層

の
活

動
性

（
力

学
的

な

安
定
性
）
評
価
手
法
の
整
備

②
-
3
 
既

往
の

水
圧

擾
乱

試
験

の
結

果

の
解
析
と
取
り
ま
と
め
 

②
-3

 
水

圧
擾

乱
試
験

に
よ
る

断
層

の
活
動

性
（
力

学
的

な
安
定

性
）
評
価
手
法
の
整
備
 

体
系

化
の

中
で

、
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国際単位系（SI）

1024 ヨ タ Ｙ 10-1 デ シ d
1021 ゼ タ Ｚ 10-2 セ ン チ c
1018 エ ク サ Ｅ 10-3 ミ リ m
1015 ペ タ Ｐ 10-6 マイクロ µ
1012 テ ラ Ｔ 10-9 ナ ノ n
109 ギ ガ Ｇ 10-12 ピ コ p
106 メ ガ Ｍ 10-15 フェムト f
103 キ ロ ｋ 10-18 ア ト a
102 ヘ ク ト ｈ 10-21 ゼ プ ト z
101 デ カ da 10-24 ヨ ク ト y

表５．SI 接頭語

名称 記号 SI 単位による値

分 min 1 min=60 s
時 h 1 h =60 min=3600 s
日 d 1 d=24 h=86 400 s
度 ° 1°=(π/180) rad
分 ’ 1’=(1/60)°=(π/10 800) rad
秒 ” 1”=(1/60)’=(π/648 000) rad

ヘクタール ha 1 ha=1 hm2=104m2

リットル L，l 1 L=1 l=1 dm3=103cm3=10-3m3

トン t 1 t=103 kg

表６．SIに属さないが、SIと併用される単位

名称 記号 SI 単位で表される数値

電 子 ボ ル ト eV 1 eV=1.602 176 53(14)×10-19J
ダ ル ト ン Da 1 Da=1.660 538 86(28)×10-27kg
統一原子質量単位 u 1 u=1 Da
天 文 単 位 ua 1 ua=1.495 978 706 91(6)×1011m

表７．SIに属さないが、SIと併用される単位で、SI単位で
表される数値が実験的に得られるもの

名称 記号 SI 単位で表される数値

キ ュ リ ー Ci 1 Ci=3.7×1010Bq
レ ン ト ゲ ン R 1 R = 2.58×10-4C/kg
ラ ド rad 1 rad=1cGy=10-2Gy
レ ム rem 1 rem=1 cSv=10-2Sv
ガ ン マ γ 1γ=1 nT=10-9T
フ ェ ル ミ 1フェルミ=1 fm=10-15m
メートル系カラット 1 メートル系カラット = 0.2 g = 2×10-4kg
ト ル Torr 1 Torr = (101 325/760) Pa
標 準 大 気 圧 atm 1 atm = 101 325 Pa

1 cal=4.1858J（｢15℃｣カロリー），4.1868J
（｢IT｣カロリー），4.184J （｢熱化学｣カロリー）

ミ ク ロ ン µ  1 µ =1µm=10-6m

表10．SIに属さないその他の単位の例

カ ロ リ ー cal

(a)SI接頭語は固有の名称と記号を持つ組立単位と組み合わせても使用できる。しかし接頭語を付した単位はもはや
　コヒーレントではない。
(b)ラジアンとステラジアンは数字の１に対する単位の特別な名称で、量についての情報をつたえるために使われる。

　実際には、使用する時には記号rad及びsrが用いられるが、習慣として組立単位としての記号である数字の１は明
　示されない。
(c)測光学ではステラジアンという名称と記号srを単位の表し方の中に、そのまま維持している。

(d)ヘルツは周期現象についてのみ、ベクレルは放射性核種の統計的過程についてのみ使用される。

(e)セルシウス度はケルビンの特別な名称で、セルシウス温度を表すために使用される。セルシウス度とケルビンの

　 単位の大きさは同一である。したがって、温度差や温度間隔を表す数値はどちらの単位で表しても同じである。

(f)放射性核種の放射能（activity referred to a radionuclide）は、しばしば誤った用語で”radioactivity”と記される。

(g)単位シーベルト（PV,2002,70,205）についてはCIPM勧告2（CI-2002）を参照。

（a）量濃度（amount concentration）は臨床化学の分野では物質濃度

　　（substance concentration）ともよばれる。
（b）これらは無次元量あるいは次元１をもつ量であるが、そのこと
 　　を表す単位記号である数字の１は通常は表記しない。

名称 記号
SI 基本単位による

表し方

秒ルカスパ度粘 Pa s m-1 kg s-1

力 の モ ー メ ン ト ニュートンメートル N m m2 kg s-2

表 面 張 力 ニュートン毎メートル N/m kg s-2

角 速 度 ラジアン毎秒 rad/s m m-1 s-1=s-1

角 加 速 度 ラジアン毎秒毎秒 rad/s2 m m-1 s-2=s-2

熱 流 密 度 , 放 射 照 度 ワット毎平方メートル W/m2 kg s-3

熱 容 量 , エ ン ト ロ ピ ー ジュール毎ケルビン J/K m2 kg s-2 K-1

比熱容量，比エントロピー ジュール毎キログラム毎ケルビン J/(kg K) m2 s-2 K-1

比 エ ネ ル ギ ー ジュール毎キログラム J/kg m2 s-2

熱 伝 導 率 ワット毎メートル毎ケルビン W/(m K) m kg s-3 K-1

体 積 エ ネ ル ギ ー ジュール毎立方メートル J/m3 m-1 kg s-2

電 界 の 強 さ ボルト毎メートル V/m m kg s-3 A-1

電 荷 密 度 クーロン毎立方メートル C/m3 m-3 s A
表 面 電 荷 クーロン毎平方メートル C/m2 m-2 s A
電 束 密 度 ， 電 気 変 位 クーロン毎平方メートル C/m2 m-2 s A
誘 電 率 ファラド毎メートル F/m m-3 kg-1 s4 A2

透 磁 率 ヘンリー毎メートル H/m m kg s-2 A-2

モ ル エ ネ ル ギ ー ジュール毎モル J/mol m2 kg s-2 mol-1

モルエントロピー, モル熱容量ジュール毎モル毎ケルビン J/(mol K) m2 kg s-2 K-1 mol-1

照射線量（Ｘ線及びγ線） クーロン毎キログラム C/kg kg-1 s A
吸 収 線 量 率 グレイ毎秒 Gy/s m2 s-3

放 射 強 度 ワット毎ステラジアン W/sr m4 m-2 kg s-3=m2 kg s-3

放 射 輝 度 ワット毎平方メートル毎ステラジアン W/(m2 sr) m2 m-2 kg s-3=kg s-3

酵 素 活 性 濃 度 カタール毎立方メートル kat/m3 m-3 s-1 mol

表４．単位の中に固有の名称と記号を含むSI組立単位の例

組立量
SI 組立単位

名称 記号

面 積 平方メートル m2

体 積 立方メートル m3

速 さ ， 速 度 メートル毎秒 m/s
加 速 度 メートル毎秒毎秒 m/s2

波 数 毎メートル m-1

密 度 ， 質 量 密 度 キログラム毎立方メートル kg/m3

面 積 密 度 キログラム毎平方メートル kg/m2

比 体 積 立方メートル毎キログラム m3/kg
電 流 密 度 アンペア毎平方メートル A/m2

磁 界 の 強 さ アンペア毎メートル A/m
量 濃 度 (a) ， 濃 度 モル毎立方メートル mol/m3

質 量 濃 度 キログラム毎立方メートル kg/m3

輝 度 カンデラ毎平方メートル cd/m2

屈 折 率 (b) （数字の）　１ 1
比 透 磁 率 (b) （数字の）　１ 1

組立量
SI 組立単位

表２．基本単位を用いて表されるSI組立単位の例

名称 記号
他のSI単位による

表し方
SI基本単位による

表し方
平 面 角 ラジアン(ｂ) rad 1（ｂ） m/m
立 体 角 ステラジアン(ｂ) sr(c) 1（ｂ） m2/m2

周 波 数 ヘルツ（ｄ） Hz s-1

ントーュニ力 N m kg s-2

圧 力 , 応 力 パスカル Pa N/m2 m-1 kg s-2

エ ネ ル ギ ー , 仕 事 , 熱 量 ジュール J N m m2 kg s-2

仕 事 率 ， 工 率 ， 放 射 束 ワット W J/s m2 kg s-3

電 荷 , 電 気 量 クーロン A sC
電 位 差 （ 電 圧 ） , 起 電 力 ボルト V W/A m2 kg s-3 A-1

静 電 容 量 ファラド F C/V m-2 kg-1 s4 A2

電 気 抵 抗 オーム Ω V/A m2 kg s-3 A-2

コ ン ダ ク タ ン ス ジーメンス S A/V m-2 kg-1 s3 A2

バーエウ束磁 Wb Vs m2 kg s-2 A-1

磁 束 密 度 テスラ T Wb/m2 kg s-2 A-1

イ ン ダ ク タ ン ス ヘンリー H Wb/A m2 kg s-2 A-2

セ ル シ ウ ス 温 度 セルシウス度(ｅ) ℃ K
ンメール束光 lm cd sr(c) cd

スクル度照 lx lm/m2 m-2 cd
放射性核種の放射能（ ｆ ） ベクレル（ｄ） Bq s-1

吸収線量, 比エネルギー分与,
カーマ

グレイ Gy J/kg m2 s-2

線量当量, 周辺線量当量,
方向性線量当量, 個人線量当量

シーベルト（ｇ） Sv J/kg m2 s-2

酸 素 活 性 カタール kat s-1 mol

表３．固有の名称と記号で表されるSI組立単位
SI 組立単位

組立量

名称 記号 SI 単位で表される数値

バ ー ル bar １bar=0.1MPa=100 kPa=105Pa
水銀柱ミリメートル mmHg １mmHg≈133.322Pa
オングストローム Å １Å=0.1nm=100pm=10-10m
海 里 Ｍ １M=1852m
バ ー ン b １b=100fm2=(10-12cm)  =10-28m22

ノ ッ ト kn １kn=(1852/3600)m/s
ネ ー パ Np
ベ ル Ｂ

デ シ ベ ル dB       

表８．SIに属さないが、SIと併用されるその他の単位

SI単位との数値的な関係は、
　　　　対数量の定義に依存。

名称 記号

長 さ メ ー ト ル m
質 量 キログラム kg
時 間 秒 s
電 流 ア ン ペ ア A
熱力学温度 ケ ル ビ ン K
物 質 量 モ ル mol
光 度 カ ン デ ラ cd

基本量
SI 基本単位

表１．SI 基本単位

名称 記号 SI 単位で表される数値

エ ル グ erg 1 erg=10-7 J
ダ イ ン dyn 1 dyn=10-5N
ポ ア ズ P 1 P=1 dyn s cm-2=0.1Pa s
ス ト ー ク ス St 1 St =1cm2 s-1=10-4m2 s-1

ス チ ル ブ sb 1 sb =1cd cm-2=104cd m-2

フ ォ ト ph 1 ph=1cd sr cm-2 =104lx
ガ ル Gal 1 Gal =1cm s-2=10-2ms-2

マ ク ス ウ エ ル Mx 1 Mx = 1G cm2=10-8Wb
ガ ウ ス G 1 G =1Mx cm-2 =10-4T
エルステッド（ ａ ） Oe 1 Oe　  (103/4π)A m-1

表９．固有の名称をもつCGS組立単位

（a）３元系のCGS単位系とSIでは直接比較できないため、等号「　　 」

　　 は対応関係を示すものである。
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乗数 名称 名称記号 記号乗数



国際単位系（SI）

1024 ヨ タ Ｙ 10-1 デ シ d
1021 ゼ タ Ｚ 10-2 セ ン チ c
1018 エ ク サ Ｅ 10-3 ミ リ m
1015 ペ タ Ｐ 10-6 マイクロ µ
1012 テ ラ Ｔ 10-9 ナ ノ n
109 ギ ガ Ｇ 10-12 ピ コ p
106 メ ガ Ｍ 10-15 フェムト f
103 キ ロ ｋ 10-18 ア ト a
102 ヘ ク ト ｈ 10-21 ゼ プ ト z
101 デ カ da 10-24 ヨ ク ト y

表５．SI 接頭語

名称 記号 SI 単位による値

分 min 1 min=60 s
時 h 1 h =60 min=3600 s
日 d 1 d=24 h=86 400 s
度 ° 1°=(π/180) rad
分 ’ 1’=(1/60)°=(π/10 800) rad
秒 ” 1”=(1/60)’=(π/648 000) rad

ヘクタール ha 1 ha=1 hm2=104m2

リットル L，l 1 L=1 l=1 dm3=103cm3=10-3m3

トン t 1 t=103 kg

表６．SIに属さないが、SIと併用される単位

名称 記号 SI 単位で表される数値

電 子 ボ ル ト eV 1 eV=1.602 176 53(14)×10-19J
ダ ル ト ン Da 1 Da=1.660 538 86(28)×10-27kg
統一原子質量単位 u 1 u=1 Da
天 文 単 位 ua 1 ua=1.495 978 706 91(6)×1011m

表７．SIに属さないが、SIと併用される単位で、SI単位で
表される数値が実験的に得られるもの

名称 記号 SI 単位で表される数値

キ ュ リ ー Ci 1 Ci=3.7×1010Bq
レ ン ト ゲ ン R 1 R = 2.58×10-4C/kg
ラ ド rad 1 rad=1cGy=10-2Gy
レ ム rem 1 rem=1 cSv=10-2Sv
ガ ン マ γ 1γ=1 nT=10-9T
フ ェ ル ミ 1フェルミ=1 fm=10-15m
メートル系カラット 1 メートル系カラット = 0.2 g = 2×10-4kg
ト ル Torr 1 Torr = (101 325/760) Pa
標 準 大 気 圧 atm 1 atm = 101 325 Pa

1 cal=4.1858J（｢15℃｣カロリー），4.1868J
（｢IT｣カロリー），4.184J （｢熱化学｣カロリー）

ミ ク ロ ン µ  1 µ =1µm=10-6m

表10．SIに属さないその他の単位の例

カ ロ リ ー cal

(a)SI接頭語は固有の名称と記号を持つ組立単位と組み合わせても使用できる。しかし接頭語を付した単位はもはや
　コヒーレントではない。
(b)ラジアンとステラジアンは数字の１に対する単位の特別な名称で、量についての情報をつたえるために使われる。

　実際には、使用する時には記号rad及びsrが用いられるが、習慣として組立単位としての記号である数字の１は明
　示されない。
(c)測光学ではステラジアンという名称と記号srを単位の表し方の中に、そのまま維持している。

(d)ヘルツは周期現象についてのみ、ベクレルは放射性核種の統計的過程についてのみ使用される。

(e)セルシウス度はケルビンの特別な名称で、セルシウス温度を表すために使用される。セルシウス度とケルビンの

　 単位の大きさは同一である。したがって、温度差や温度間隔を表す数値はどちらの単位で表しても同じである。

(f)放射性核種の放射能（activity referred to a radionuclide）は、しばしば誤った用語で”radioactivity”と記される。

(g)単位シーベルト（PV,2002,70,205）についてはCIPM勧告2（CI-2002）を参照。

（a）量濃度（amount concentration）は臨床化学の分野では物質濃度

　　（substance concentration）ともよばれる。
（b）これらは無次元量あるいは次元１をもつ量であるが、そのこと
 　　を表す単位記号である数字の１は通常は表記しない。

名称 記号
SI 基本単位による

表し方

秒ルカスパ度粘 Pa s m-1 kg s-1

力 の モ ー メ ン ト ニュートンメートル N m m2 kg s-2

表 面 張 力 ニュートン毎メートル N/m kg s-2

角 速 度 ラジアン毎秒 rad/s m m-1 s-1=s-1

角 加 速 度 ラジアン毎秒毎秒 rad/s2 m m-1 s-2=s-2

熱 流 密 度 , 放 射 照 度 ワット毎平方メートル W/m2 kg s-3

熱 容 量 , エ ン ト ロ ピ ー ジュール毎ケルビン J/K m2 kg s-2 K-1

比熱容量，比エントロピー ジュール毎キログラム毎ケルビン J/(kg K) m2 s-2 K-1

比 エ ネ ル ギ ー ジュール毎キログラム J/kg m2 s-2

熱 伝 導 率 ワット毎メートル毎ケルビン W/(m K) m kg s-3 K-1

体 積 エ ネ ル ギ ー ジュール毎立方メートル J/m3 m-1 kg s-2

電 界 の 強 さ ボルト毎メートル V/m m kg s-3 A-1

電 荷 密 度 クーロン毎立方メートル C/m3 m-3 s A
表 面 電 荷 クーロン毎平方メートル C/m2 m-2 s A
電 束 密 度 ， 電 気 変 位 クーロン毎平方メートル C/m2 m-2 s A
誘 電 率 ファラド毎メートル F/m m-3 kg-1 s4 A2

透 磁 率 ヘンリー毎メートル H/m m kg s-2 A-2

モ ル エ ネ ル ギ ー ジュール毎モル J/mol m2 kg s-2 mol-1

モルエントロピー, モル熱容量ジュール毎モル毎ケルビン J/(mol K) m2 kg s-2 K-1 mol-1

照射線量（Ｘ線及びγ線） クーロン毎キログラム C/kg kg-1 s A
吸 収 線 量 率 グレイ毎秒 Gy/s m2 s-3

放 射 強 度 ワット毎ステラジアン W/sr m4 m-2 kg s-3=m2 kg s-3

放 射 輝 度 ワット毎平方メートル毎ステラジアン W/(m2 sr) m2 m-2 kg s-3=kg s-3

酵 素 活 性 濃 度 カタール毎立方メートル kat/m3 m-3 s-1 mol

表４．単位の中に固有の名称と記号を含むSI組立単位の例

組立量
SI 組立単位

名称 記号

面 積 平方メートル m2

体 積 立方メートル m3

速 さ ， 速 度 メートル毎秒 m/s
加 速 度 メートル毎秒毎秒 m/s2

波 数 毎メートル m-1

密 度 ， 質 量 密 度 キログラム毎立方メートル kg/m3

面 積 密 度 キログラム毎平方メートル kg/m2

比 体 積 立方メートル毎キログラム m3/kg
電 流 密 度 アンペア毎平方メートル A/m2

磁 界 の 強 さ アンペア毎メートル A/m
量 濃 度 (a) ， 濃 度 モル毎立方メートル mol/m3

質 量 濃 度 キログラム毎立方メートル kg/m3

輝 度 カンデラ毎平方メートル cd/m2

屈 折 率 (b) （数字の）　１ 1
比 透 磁 率 (b) （数字の）　１ 1

組立量
SI 組立単位

表２．基本単位を用いて表されるSI組立単位の例

名称 記号
他のSI単位による

表し方
SI基本単位による

表し方
平 面 角 ラジアン(ｂ) rad 1（ｂ） m/m
立 体 角 ステラジアン(ｂ) sr(c) 1（ｂ） m2/m2

周 波 数 ヘルツ（ｄ） Hz s-1

ントーュニ力 N m kg s-2

圧 力 , 応 力 パスカル Pa N/m2 m-1 kg s-2

エ ネ ル ギ ー , 仕 事 , 熱 量 ジュール J N m m2 kg s-2

仕 事 率 ， 工 率 ， 放 射 束 ワット W J/s m2 kg s-3

電 荷 , 電 気 量 クーロン A sC
電 位 差 （ 電 圧 ） , 起 電 力 ボルト V W/A m2 kg s-3 A-1

静 電 容 量 ファラド F C/V m-2 kg-1 s4 A2

電 気 抵 抗 オーム Ω V/A m2 kg s-3 A-2

コ ン ダ ク タ ン ス ジーメンス S A/V m-2 kg-1 s3 A2

バーエウ束磁 Wb Vs m2 kg s-2 A-1

磁 束 密 度 テスラ T Wb/m2 kg s-2 A-1

イ ン ダ ク タ ン ス ヘンリー H Wb/A m2 kg s-2 A-2

セ ル シ ウ ス 温 度 セルシウス度(ｅ) ℃ K
ンメール束光 lm cd sr(c) cd

スクル度照 lx lm/m2 m-2 cd
放射性核種の放射能（ ｆ ） ベクレル（ｄ） Bq s-1

吸収線量, 比エネルギー分与,
カーマ

グレイ Gy J/kg m2 s-2

線量当量, 周辺線量当量,
方向性線量当量, 個人線量当量

シーベルト（ｇ） Sv J/kg m2 s-2

酸 素 活 性 カタール kat s-1 mol

表３．固有の名称と記号で表されるSI組立単位
SI 組立単位

組立量

名称 記号 SI 単位で表される数値

バ ー ル bar １bar=0.1MPa=100 kPa=105Pa
水銀柱ミリメートル mmHg １mmHg≈133.322Pa
オングストローム Å １Å=0.1nm=100pm=10-10m
海 里 Ｍ １M=1852m
バ ー ン b １b=100fm2=(10-12cm)  =10-28m22

ノ ッ ト kn １kn=(1852/3600)m/s
ネ ー パ Np
ベ ル Ｂ

デ シ ベ ル dB       

表８．SIに属さないが、SIと併用されるその他の単位

SI単位との数値的な関係は、
　　　　対数量の定義に依存。

名称 記号

長 さ メ ー ト ル m
質 量 キログラム kg
時 間 秒 s
電 流 ア ン ペ ア A
熱力学温度 ケ ル ビ ン K
物 質 量 モ ル mol
光 度 カ ン デ ラ cd

基本量
SI 基本単位

表１．SI 基本単位

名称 記号 SI 単位で表される数値

エ ル グ erg 1 erg=10-7 J
ダ イ ン dyn 1 dyn=10-5N
ポ ア ズ P 1 P=1 dyn s cm-2=0.1Pa s
ス ト ー ク ス St 1 St =1cm2 s-1=10-4m2 s-1

ス チ ル ブ sb 1 sb =1cd cm-2=104cd m-2

フ ォ ト ph 1 ph=1cd sr cm-2 =104lx
ガ ル Gal 1 Gal =1cm s-2=10-2ms-2

マ ク ス ウ エ ル Mx 1 Mx = 1G cm2=10-8Wb
ガ ウ ス G 1 G =1Mx cm-2 =10-4T
エルステッド（ ａ ） Oe 1 Oe　  (103/4π)A m-1

表９．固有の名称をもつCGS組立単位

（a）３元系のCGS単位系とSIでは直接比較できないため、等号「　　 」

　　 は対応関係を示すものである。
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